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建設産業担い手確保・育成コンソーシアム構成員 

（平成 26 年 10 月現在） 

 

 

一般社団法人 日本建設業連合会 

一般社団法人 全国建設業協会 

一般社団法人 全国中小建設業協会 

全国建設業協同組合連合会 

一般社団法人 全国建設産業団体連合会 

一般社団法人 建設産業専門団体連合会 

 

公益社団法人 全国工業高等学校長協会 

全国専門学校土木教育研究会 

全国専門学校建築教育連絡協議会 

 

職業訓練法人 全国建設産業教育訓練協会 富士教育訓練センター 

職業訓練法人 近畿建設技能研修協会 三田建設技能研修センター 

 

厚生労働省 

国土交通省 

 

一般財団法人 建設業振興基金 

 

（順不同） 
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建設産業担い手確保・育成コンソーシアムの設置について 

 

 

１．設置趣旨 

建設産業界の喫緊の課題となっている若者・担い手の確保・育成について、本財団

において、「建設産業の人材確保・育成方針（平成 25 年 12 月）」をとりまとめ、担い

手確保・育成に取り組む基本的姿勢を示すとともに、連携強化による効果的な教育訓

練体系の構築について提言をしたところである。 

また、国土交通省建設産業活性化会議の「中間とりまとめ（平成 26 年 6 月）」にお

いても、個社を超え地域のネットワークで担い手育成を支える仕組みの構築が提言さ

れたところである。 

これらを踏まえ、総合工事業団体、専門工事業団体、行政機関、職業訓練校、教育

機関等の関係者が、建設産業の担い手確保・育成に一体となって行動する体制をつく

るため、関係者からなる「建設産業担い手確保・育成コンソーシアム」(以下「コンソ

ーシアム」という。)を設置することとする。 

 

 

２．構成員 

コンソーシアムは、建設産業の担い手確保・育成について、実績、知見、能力を有

し、今後の担い手確保・育成を推進していく意志を有する者により構成（事務局： 

（一財）建設業振興基金内に設置）。 

また、コンソーシアムには、運営についての意思決定を行うための機関として、コ

ンソーシアム構成員からなる企画運営会議及び企画運営会議幹事会を設置することと

する。 

 

 

３．事業内容 

コンソーシアムは、教育訓練の実践的な役割を担う富士教育訓練センターと連携を図

り、充実した教育訓練の実践、教育訓練をはじめとした担い手確保・育成に資する提

案、担い手確保・育成に係る広報等、中核的な役割を果たすための事業を実施してい

くこととする。 

事業の実施に当たっては、アクションプログラムを策定し、「担い手育成基盤整備基

金（ソフト事業分）」を活用して、平成 26 年度から５ヵ年を目途に事業を推進してい

く。 
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建設産業担い手確保・育成アクションプログラム（第１版） 

－ 若者を建設産業に取り戻すために － 

平成２６年１０月２９日 

建設産業担い手確保・育成コンソーシアム 

 

Ⅰ．目的 

 本コンソーシアムは、建設産業の担い手確保・育成について、実績、知見、能力を有し、

今後の担い手確保・育成を推進していく意志を有する者により構成し、建設産業団体、関

係行政機関、職業訓練校、教育機関等の関係機関が一体となって、建設産業における担い

手確保・育成に取り組んでいくための体制を整備し、若年者の入職促進、育成のための事

業を具体化し、実行することを目的として設立するものである。 

 

Ⅱ．アクションプログラムの枠組み 

 本コンソーシアムは、「担い手育成基盤整備基金（ソフト事業分）」を活用し、設立から

概ね５年間を目途に活動することとし、アクションプログラム（第１版）においては、担

い手不足が特に懸念される野丁場系の技能者に当面の重点を置き、本コンソーシアム及び

富士教育訓練センターが中核的機能を担いつつ、全国的な教育訓練体系を構築することを

目指すこととする。 

このため、平成２６年度下半期～平成２７年度にかけて、以下の事業を順次、実施する

こととし、必要に応じて所要の追加・修正を行うとともに、更なる事業展開について検討

を進めることとする。 

  

Ⅲ．事業内容 

 １．地域連携ネットワーク等担い手確保・育成のためのネットワーク構築 

個社を超えて、地域の関係者が一体となって教育訓練体系を構築することを目指し、

地域連携ネットワーク等の形成に有益な情報を調査・取りまとめ・提供するとともに、

地域連携ネットワーク等担い手確保・育成のためのネットワークによる先進的な取組

を支援する。 

 

 地域における連携ネットワークの構築を促進するため、他地域のモデルとなり

得る協会等の取り組み事例の調査・分析を行い、他の地域でのネットワーク形

成のための参考となるよう資料を取りまとめ提供する。 

 

 総合工事業団体、専門工事業団体、関係行政機関、職業訓練校、工業高校等の

教育機関等の地域連携ネットワーク等、担い手確保・育成のため、複数の機関

が一体となって実施する具体的な取組に対して支援を行う。 

 

・平成２６年度下半期：５件程度 

・平成２７年度   ：上記に加え１０件程度（各ブロック１～２件程度） 
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２．教育訓練等基盤の充実・強化 

  充実した教育訓練の実践、教育訓練をはじめとした担い手確保・育成に資する提案、

担い手確保・育成のための広報等について、教育訓練の実践的な役割を担う富士教育

訓練センターと連携を図りつつ、教育訓練体系の構築に向け中核的な役割を果たすた

め、以下の事業を実施する。 

 

（１）プログラム・教材等の整備 

当面、入職前の若年者や初任者及び入職後２年目～５年目に必要なプログラ

ム・教材等の整備を進めることとする。 

（職長クラス、熟練技能者クラスの養成に必要なプログラム・教材等については、

平成２７年度以降に着手することとする。） 

 

＜若年者の入職促進に係るプログラム・教材等について＞ 

 工業高校生等を対象として行われているインターンシップや出前講座等の効

果の検証と効果的な手法の開発・提案を行う。 

 

 工業高校生等を対象として行う実習教育に必要なプログラム・教材等を整備す

る。 

 

 工業高校教員等に対し、建設産業の役割や職種ごとの仕事内容等、建設産業に

対する関心や理解を高めるための情報を整備・提供する。 

 

 工業高校教員等に対する実践的な研修機会を提供するため、専門工事業団体や

全国工業高等学校長協会事務局と連携を図り、工業高校教員の研修内容等に関

するニーズを把握するとともに、これに応じたプログラム・教材等を整備する。 

         

＜初任者及び入職後２年目～５年目に係る教材等について＞ 

 職業訓練校等が使用している既存教材（講師が独自で作成した補助教材を含む）

の収集及び同教材を使用したプログラム、訓練等の情報を整理する。 

 

 建設企業等が求める職業訓練の内容（安全衛生、技術習得・技能習得、取得さ

せたい資格等）について調査する。 

 

 収集した教材の内容を検証し、使用できるものについては他機関での利用等、

幅広い活用に向けた条件整備を行う。また、修正が必要な教材や新たに必要と

なる教材等については、優先順位を踏まえつつ順次整備する。 

 

（２）講師の発掘・育成 

 各職業訓練校等における講師候補者や、１．の地域連携ネットワークが取り組

む活動をサポートする講師候補者等の発掘・育成を支援する。 
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 建設マスター、登録基幹技能者等を講師として活用することについて、その実

現性、ニーズ等を調査・検討する。 

 

 富士教育訓練センターにおいて、各職業訓練校の講師候補者等を対象に講師養

成のための仕組みを整備する。 

 

 収集した講師情報については、全国版講師ＤＢ（人材バンク）を作成し、関係

者間で共有することとする。 

 

（３）担い手確保・育成に関する情報等の集約及び提案 

 担い手確保・育成に取り組む建設産業団体等の関係機関や有識者の持つ経験、

情報、知見を集約するとともに、本コンソーシアムの活動を通じて得られた成

果等をも踏まえつつ、関係機関に対して、担い手確保・育成に資する提案を行

う。 

 

（４）若年者の入職促進に向けた戦略的広報の推進 

    建設産業への理解の促進と魅力の発信を図るため、建設産業人材確保・育成推

進協議会（建設産業戦略的広報推進協議会）と連携して以下の事業に取り組むこ

ととする。 

 

 建設産業担い手確保・育成コンソーシアム専用 WEB ページを立ち上げ、アクシ

ョンプログラムに基づく事業の実施状況をはじめ、本コンソーシアムに関連す

る各種情報をタイムリーに提供する。 

 

 建設産業の担い手確保・育成を図るためのＷＥＢサイト（「建設現場へＧＯ！」、

「１８歳のハローワーク」、「建設産業で働く女性がカッコイイ」）の内容の充

実を図るとともに、「建設現場へＧＯ!」のロゴマークの活用等により、関係団

体等のＨＰとの相互リンク、ネットワーク化を図る。 

 

 今後、必要と考えられる情報を検討・発信  

 

  

３．職業訓練校ネットワークの構築 

   富士教育訓練センターと連携した職業訓練校のネットワークを構築するため、本コ

ンソーシアムの目的を共有し、かつ、連携が可能な職業訓練校の情報を収集するとと

もに、当該職業訓練校間の情報交換、相互協力、その他共同事業の展開等を推進する

場を設置する。 
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 本コンソーシアムの目的を共有する職業訓練校についての情報の収集・整理を

行い、職業訓練校ＤＢを構築する。また、併せて、地域において職業訓練校が

関係者と連携して取り組む優良事例を調査する。 

 

 上記職業訓練校間の情報交換や運営の相互協力を行うための「建設関連職業訓

練校等連絡会議（仮称）」を立ち上げる。 

 

Ⅳ．ワーキンググループの設置について 

建設産業担い手確保・育成コンソーシアム規約第９条に基づき、コンソーシアムに以

下のワーキンググループ（ＷＧ）を設置する。 

 

○「プログラム・教材等ＷＧ」 

「Ⅲ．事業内容２．（１）」に掲げるプログラム・教材等の整備について、専門的

観点から調査・検討、行動を行うために、学識経験者、総合工事業者、専門工事業

者、職業訓練校、教育機関等からなるＷＧを設置する。 

 

Ⅴ．事業の進め方について 

  各事業のスケジュールについては、別紙、アクションプログラム(第１版)工程表のと 

おり。 

  なお、企画運営会議については、定例的に年２回程度（３月・６月）開催し、必要が

ある場合には、随時、開催することとする。  
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確
保
・
育
成
の
た
め
の
広
報
等
に
つ
い
て
、
教
育
訓
練
の
実

践
的

な
役

割
を
担

う
富

士
教
育

訓
練

セ
ン
タ
ー
と
連

携
を
図

り
つ
つ
、
教

育
訓

練
体

系
の
構
築
に
向
け
中
核
的
な
役
割
を
果
た
す
た
め
、
以
下
の
事
業
を
実
施

①
プ
ロ
グ
ラ
ム
・
教

材
等
の

整
備

（
プ
ロ
グ
ラ
ム
・
教

材
等
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル

ー
プ
立

ち
上

げ
（
H
27
.1
.1
9）

）


当
面
、
入
職
前
の
若
年
者
や
初
任
者
及
び
入
職
後
２
～
５
年
目
に
必
要
な
プ
ロ

グ
ラ
ム
・
教
材
等
、
現
状
に
つ
い
て
検
証
を
行
い
つ
つ
、
所
要
の
整
備

②
講

師
の

発
掘

・
育

成


各
職
業
訓
練
校
等
に
お
け
る
講
師
候
補
者
や
、
地
域
連
携
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
取
り

組
む
活
動
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
講
師
候
補
者
等
の
発
掘
・
育
成
を
支
援

③
担

い
手

確
保

・
育

成
に
関

す
る
情

報
収

集
及

び
提

案


建
設
産
業
団
体
等
の
関
係
機
関
や
有
識
者
の
持
つ
経
験
、
情
報
、
知
見
を
集
約

す
る
と
と
も
に
本
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
の
活
動
を
通
じ
て
得
ら
れ
た
成
果
等
を
も
踏
ま

え
つ
つ
、
担
い
手
確
保
・
育
成
に
資
す
る
提
案

④
若

年
者

の
入

職
促

進
に
向

け
た
戦

略
的

広
報

の
推

進


建
設
産
業
へ
の
理
解
の
促
進
と
魅
力
の
発
信
を
図
る
た
め
、
建
設
産
業
人
材
確

保
・
育
成
推
進
協
議
会
（
建
設
産
業
戦
略
的
広
報
推
進
協
議
会
）
と
連
携
し
て
事

業
を
推
進

個
社
を
超
え
て
、
地
域
の
関
係
者
が

一
体
と
な
っ
て
教
育
訓
練
体
系
を
構
築

す
る
こ
と
を
目
指
し
、
地
域
連
携
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
の
形
成
に
有
益
な
情
報
を
調

査
・
取
り
ま
と
め
提
供
す
る
と
と
も
に
、
先

進
的

な
取

り
組

み
を
支

援

〈
支

援
対
象
件
数
〉


平
成
２
６
年
度
下
半
期
：
７
件


平
成
２
７
年
度
：
上
記
に
加
え
１
０
件

程
度
（
各
ブ
ロ
ッ
ク
１
～
２
件
程
度
）

富
士

教
育

訓
練

セ
ン
タ
ー
と
連

携
可

能
な
各

地
域

の
職

業
訓

練
校
間
の
情
報
交
換
、
相
互
協
力
、

そ
の

他
共

同
事

業
の

展
開

等


本
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
の
目
的
を

共
有
す
る
職
業
訓
練
校
に
つ

い
て
の

職
業

訓
練

校
Ｄ
Ｂ
を
構

築


上
記
、
職
業
訓
練
校
間
の
情

報
交
換
や
相
互
協
力
を
行
う
た

め
の
「
建
設
関
連
職
業
訓
練
校

等
連
絡
会
議
」
を
立
ち
上
げ

（
H2

6.
12
.1
0）

（
２
）
教

育
訓

練
等

基
盤

の
充

実
・
強

化
（
１
）
地

域
連

携
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
等

担
い
手

確
保

・
育

成
の

た
め
の
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
構

築

（
３
）
職

業
訓

練
校

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

の
構

築

平
成

２
６
年

度
下

半
期

～
平

成
２
７
年

度
に
か

け
て
、
以

下
に
掲

げ
る
事

業
を
順

次
、
実

施
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建設産業担い手確保・育成アクションプログラム（第２版） 

－ 若者を建設産業に取り戻すために － 

平成２７年４月２２日 

建設産業担い手確保・育成コンソーシアム 

 

Ⅰ．アクションプログラム（第２版）策定に当たっての基本的な考え方 

本コンソーシアムは、建設産業の担い手確保・育成について、実績、知見、能力を有

し、今後の担い手確保・育成を推進していく意志を有する者により構成し、建設産業団

体、行政機関、職業訓練校、教育機関等の関係機関が一体となって、建設産業における

担い手確保・育成に取り組んでいくための体制を整備し、若年者の入職促進、育成のた

めの事業を具体化し、実行することを目的として設立したものである。 

 本コンソーシアムは、「担い手育成基盤整備基金（ソフト事業分）」を活用し、設立か

ら概ね５年間を目途に活動することとし、アクションプログラム（第１版）においては、

平成 26 年度下半期～平成 27 年度にかけて、担い手不足が特に懸念される野丁場系の技

能者に当面の重点を置き、本コンソーシアム及び富士教育訓練センターが中核的機能を

担いつつ、全国的な教育訓練体系を構築することを目指すこととした。 

アクションプログラム（第２版）では、アクションプログラム（第１版）における平

成 26 年度下半期の成果を踏まえ、基本的な考え方を踏襲しつつ、平成 27 年度において、

以下のとおり具体的な取組を更に拡充・発展させていくこととする。 

 

Ⅱ．事業内容 

１．地域連携ネットワークの構築支援 

地域の関係者が一体となって教育訓練体系を構築することを目指し、地域における

担い手確保・育成のためのネットワーク（以下、「地域連携ネットワーク」という。）

の取組を支援する。 

 

（１）地域連携ネットワークの新たな支援先の選定等 

平成 27 年度においては、新たに 15 件程度を選定し、支援する。 

平成 26 年度に選定した７件のうち、実施事業として選定した２件については、引

き続き支援を行うとともに、予備調査として選定した５件については、調査結果を

踏まえ、教育訓練体系の具体化に取り組む場合には、実施事業に移行し、引き続き

支援を行う。 

 

（２）ネットワーク構築に係るアドバイザーの整備 

   地域連携ネットワークの事業化に向けて、取組上の課題を解決するため、担い手

確保・育成に関して知見を有するアドバイザーが対応できるよう体制を整備する。 

 

（３）進捗状況の把握と課題等の整理（26・27 年度実施団体） 

平成 26 年度、平成 27 年度に選定した地域連携ネットワークの取組について、そ

れぞれの内容、課題、解決方法等をとりまとめ、他地域の参考となるよう取組内容

をｗｅｂ等で発信する。また、関係者間で情報を共有するため、事業報告会を本年

度 2回程度開催する。 

 

資料編1-9



- 2 - 
 

 

２．教育訓練等基盤の充実・強化 

 地域連携ネットワークによる全国各地域の教育訓練体系の構築を支援するため、建

設産業の担い手確保・育成に取り組む関係団体・機関が、知見やノウハウ、様々な資

源を活用して、効果的な教育訓練を行うことができるよう、プログラム・教材等の条

件整備を図るとともに、建設産業における担い手確保のための広報を積極的に推進す

る。 

 

（１）プログラム・教材等の整備 

①職業能力基準の整備 

職種ごとに技能者の能力をレベル１（見習技能者）、レベル２（中堅技能者）、レ

ベル３（職長、熟練技能者）、レベル４（基幹技能者）の各レベルに段階的に分類し

た上で、それぞれのレベルで求められる職務・技能、資格等について可視化・体系

化した簡易な基準を整備することとし、型枠等躯体系職種から、順次、作成に着手

する。更に、担い手確保の観点から、生徒・未就職者等も視野に入れ、プレ入職（仮

称）として建設産業への入職促進に向けた教育訓練についても体系化する。 

 

②各職業能力レベルに対応したプログラム・教材の整備 

各地域の主な職業訓練施設における既存プログラム・教材の検証を引き続き行う

こととし、特に若年者の教育訓練を強化する観点から、レベル１に対応したプログ

ラム・教材の内容を重点的に検証する。さらに、型枠・鉄筋等の躯体系職種から、

レベル１に対応した全国の職業訓練施設等での展開が可能なプログラム・教材等の

整備に着手する。 

併せて入職前の教育訓練メニューのうち、特に資格取得や職業体験、実習等、実

質的にレベル１に近いプログラムを実施した際の就職率・定着率等への効果を調査

し、入職前の効果的なメニューについて、全国的な展開を促進する。 

 

（２）担い手確保・育成に関する情報等の集約及び発信 

  建設産業団体等がそれぞれの地域において行政機関、教育機関等との連携により実

施する担い手確保・育成に関する取組を収集したｗｅｂサイト「担い手確保・育成取

組事例集」について、現在、建設産業人材確保・育成推進協議会及び、建設産業戦略

的広報推進協議会（以下、「人材協／広報協議会」という。）の構成団体における約 150

事例が掲載されているが、今後、更に質・量ともに充実を図る。 

 

（３）若年者の入職促進に向けた戦略的広報の推進 

人材協／広報協議会との連携の上、広報業務の更なる拡充を図る。 

①人材協が運営するｗｅｂサイトの拡充 

「建設現場へＧＯ！」、「18歳のハローワーク」、「建設産業で働く女性がカッコイイ」

等のｗｅｂサイトの拡充を図るため、以下の取組を行う。 

○建設現場へＧＯ！ 

新規情報へのリンクを更に拡充するとともに、特に現場見学会等に関する情報

提供を求める教育機関等が多いことから、現場見学会等に応じる企業・行政機関、

建設産業団体等を紹介するコンテンツを構築する。 
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※民間工事を含め、発注者の理解を得ながら、現場見学会の実施や資料映像の撮影可能現場

等の確保に努める。 

 

○１８歳のハローワーク 

建設現場における作業内容やそれぞれの専門職種等が連携して建物等ができあ

がることを伝えるｗｅｂ版「施工体系図」の構築やそれぞれの専門職種の若手、

中堅、熟練工のそれぞれの仕事内容をインタビュー形式で掲載していくコンテン

ツを拡充する。 

 

○建設産業で働く女性がカッコイイ 

女性経営者、女性技術・技能者等に対するインタビューや女性の活躍を支える

建設企業情報等を掲載する。 

 

○ｗｅｂ情報更新に関する通知機能の構築 

ｗｅｂサイトの更新情報を関係者にリアルタイムで確実に周知するため、事前

に登録されたメールアドレスに対して、更新内容を自動通知する機能を構築する。 

 

②電子ライブラリーの構築 

各建設業団体等が、若年者の入職促進に資する冊子や資料等を作成するに当た

り活用することができる、建設業のしくみや建設技能者等の写真・イラスト等の

コンテンツを無料で提供する電子ライブラリーを構築する。 

 

③「建設業界ガイドブック」の刷新 

「建設業界ガイドブック」の内容を刷新し、充実を図るとともに、「建設業界ガ

イドブック概要版「ニッポンをつくる人たち、まもる人たち」を新たに制作する。 

 

３．職業訓練校ネットワークの構築 

   地域連携ネットワークにおける教育訓練体系の構築を支援するため、富士教育訓練

センターを中核とした職業訓練校のネットワークである「建設関連職業訓練校等連絡

会議」において、「２．（１）プログラム・教材等の整備」における成果を共有、活用

されるよう情報提供に努めるとともに、この場を通じた各職業訓練校間の情報交換、

相互協力を推進する。 

 

①地域における職業訓練校等の講師養成の支援 

  各地域の職業訓練校講師を養成することを目指し、富士教育訓練センターにおい

て、核となるコース・講師のもとでの教育実習を行う。 

 

②全国版講師データベースの作成 

    各地域における職業訓練の実施を支援するため、既存の職業訓練校講師をはじめ、

講師候補者を含めた各地域の講師情報を収集し、各地域の職業訓練校等に対して当

該情報を提供する全国版講師データベースを構築する。 
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③全国の職業訓練校の情報収集・発信、建設関連職業訓練校等連絡会議の拡充 

    全国の建設関連職業訓練校の訓練メニュー等を収集・情報発信するとともに、本

コンソーシアムの目的を共有する職業訓練校等に対し建設関連職業訓練校等連絡会

議への参画を呼びかけ、メンバーとして順次、追加する。 

 

Ⅲ．国の施策等との連携について 

本コンソーシアムは、建設産業団体、行政機関、職業訓練校、教育機関等の関係機関

が一体となって、全国的な教育訓練体系を構築することを目指すものであるが、平成 27

年度政府予算において、国においても建設産業担い手確保・育成に関連した様々な施策

（※）が予定されていることから、本コンソーシアムにおいても、これら施策と十分な

連携を図りつつ推進していくこととする。 

 

※国土交通省「地域建設産業活性化支援事業」、「建設業における女性活躍を推進する地域の取組

に係る調査検討業務」、厚生労働省「建設労働者緊急育成支援事業」等 
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建
設
産
業
担
い
手
確
保
・
育
成
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
第
２
版
）

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
第
1
版
）
に
お
け
る
平
成
2
6
年
度
下
半
期
の
成
果
を
踏
ま
え
、
以
下
の
基
本
的
な
考
え
方
を
踏
襲
し
つ
つ
、
平
成
2
7年
度
に
お
い
て
具
体
的
な
取
り
組
み
を
更
に
拡
充
・
発
展

さ
せ
て
い
く
。

○
本
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
の
事
業
推
進
に
当
た
っ
て
は
、
建
設
業
振
興
基
金
に
設
置
さ
れ
た
「
担
い
手
育
成
基
盤
整
備
基
金
（
ソ
フ
ト
事
業
分
）
」
を
活
用
し
、
設
立
か
ら
概
ね
５
年
間
を
目
途
に
活
動

○
担
い
手
不
足
が
特
に
懸
念
さ
れ
る
野
丁
場
系
の
技
能
者
に
当
面
の
重
点

○
本
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
及
び
富
士
教
育
訓
練
セ
ン
タ
ー
が
中
核
的
機
能
を
担
い
つ
つ
、
全
国
的
な
教
育
訓
練
体
系
を
構
築

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
第
２
版
）
に
つ
い
て

（
１
）
プ
ロ
グ
ラ
ム
・教
材
等
の
整
備

①
職
業
能
力
基
準
の
整
備

・
職
種
ご
と
に
技
能
者
の
能
力
を
レ
ベ
ル
1
～
レ
ベ
ル
4
に
分
類
し
、
各
レ
ベ
ル
に
求
め
ら
れ
る
職
務
・
技
能
、
資
格
等
に
つ
い
て
体
系
的
に

整
理
。
型
枠
等
躯
体
系
職
種
か
ら
順
次
、
作
成
に
着
手

・
生
徒
・
未
就
職
者
も
視
野
に
入
れ
、
プ
レ
入
職
（
仮
称
）
と
し
て
建
設
産
業
へ
の
入
職
促
進
に
向
け
た
教
育
訓
練
を
体
系
化

②
各
職
業
能
力
レ
ベ
ル
に
対
応
し
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
・
教
材
の
整
備

・
レ
ベ
ル
１
に
対
応
し
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
・
教
材
の
内
容
を
重
点
的
に
検
証
し
、
型
枠
等
の
躯
体
系
職
種
か
ら
整
備

・
資
格
取
得
や
職
業
体
験
、
実
習
等
、
実
質
的
に
レ
ベ
ル
１
に
近
い
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
施
し
た
際
の
就
職
率
・
定
着
率
等
へ
の
効
果
を
調
査

し
入
職
前
の
効
果
的
な
メ
ニ
ュ
ー
に
つ
い
て
、
全
国
的
な
展
開
を
促
進

（
２
）
担
い
手
確
保
・
育
成
に
関
す
る
情
報
等
の
集
約
及
び
発
信

・
担
い
手
確
保
・
育
成
取
組
事
例
集
の
拡
充

（
３
）
若
年
者
の
入
職
促
進
に
向
け
た
戦
略
的
広
報
の
推
進

①
建
設
産
業
人
材
確
保
・
育
成
推
進
協
議
会
／
建
設
産
業
戦
略
的
広
報
推
進
協
議
会
が
運
営
す
る
W
E
B
サ
イ
ト
（
「
建
設
現
場
へ
G
O
！
」

「
1
8
才
の
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
」
等
）
の
拡
充

②
電
子
ラ
イ
ブ
ラ
リ
ー
の
構
築

・
建
設
業
の
し
く
み
や
建
設
技
能
者
等
の
写
真
・イ
ラ
ス
ト
等
の
コ
ン
テ
ン
ツ
を
無
料
で
提
供

③
「
建
設
業
界
ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
」
の
刷
新

（
１
）
地
域
連
携
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
新
た
な
支
援
先
の
選
定
等

・
平
成
2
7
年
度
1
5
件
程
度
選
定

・
平
成
2
6
年
度
に
選
定
し
た
7
件
の
う
ち
、
実
施
事
業
と
し
て
選
定
し
た
2
件

に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き
支
援
。
予
備
調
査
と
し
て
選
定
し
た
5
件
に
つ

い
て
は
、
調
査
結
果
を
踏
ま
え
、
実
施
事
業
に
移
行
す
る
場
合
に
は
、

引
き
続
き
支
援
。

①
地
域
に
お
け
る
職
業
訓
練
校
等
の
講
師
養
成

の
支
援

・
富
士
教
育
セ
ン
タ
ー
に
お
い
て
、
核
と
な
る
コ

ー
ス
・
講
師
の
も
と
で
の
教
育
実
習
の
実
施

②
全
国
版
講
師
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
作
成

・
講
師
情
報
を
収
集
し
、
同
様
な
職
業
訓
練
を

各
地
で
実
施
で
き
る
体
制
整
備
を
支
援

③
全
国
の
職
業
訓
練
校
の
情
報
収
集
・
発
信
、

建
設
関
連
職
業
訓
練
校
等
連
絡
会
議
の
拡
充

・
全
国
の
建
設
系
職
業
訓
練
校
の
訓
練
メ
ニ
ュ

ー
等
を
収
集
・
情
報
発
信

・
目
的
を
共
有
す
る
職
業
訓
練
校
等
を
メ
ン
バ
ー

と
し
て
順
次
、
追
加

２
．
教
育
訓
練
等
基
盤
の
充
実
・
強
化

１
．
地
域
連
携
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築
支
援

３
．
職
業
訓
練
校
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築

平
成
２
７
年
度
に
お
い
て
、
以
下
に
掲
げ
る
事
業
を
順
次
、
実
施

※
平
成
2
7
年
度
政
府
予
算
に
よ
り
実
施
さ
れ
る
施
策
と
も
連
携
し
実
施

（
３
）
進
捗
状
況
の
把
握
と
課
題
等
の
整
理
（
26
・
2
7
年
度
実
施

団
体
）

・
地
域
連
携
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
取
組
に
つ
い
て
、
他
地
域
の
参

考
と
な
る
よ
う
取
組
内
容
を
ｗ
ｅ
ｂ
等
で
発
信

・
関
係
者
間
で
情
報
共
有
す
る
た
め
、
事
業
報
告
会
を
本
年

度
2
回
程
度
開
催

（
２
）
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
に
係
る
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
整
備

・
取
組
上
の
課
題
を
解
決
す
る
た
め
、
担
い
手
確
保
・育

成
に
関
し
て
知
見
を
有
す
る
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
が
対
応
で

き
る
よ
う
体
制
整
備 支
援

事
業
内
容

5
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富士教育訓練センターにおける 

「講師養成のための教育訓練現場実習プログラム」の試行実施について 

 

平成 27 年 7 月 16 日 

職業訓練法人全国建設産業訓練協会 

富士教育訓練センター 

一般財団法人建設業振興基金 

 

１．目的 

担い手確保・育成コンソーシアムにおける各地域連携ネットワーク等において、専

門工事業者のＯＢなどを職業訓練の講師として活用する気運が高まっているが、講師と

しての経験が不足していることが多く、富士教育訓練センターにおける講師養成・育成

支援のニーズが高いことから、今般、講師養成のための教育訓練現場実習プログラム（以

下「実習プログラム」）を試行的に実施するものである。 

 

２．概要 

実習プログラムは、各地域における講師候補者が、富士教育訓練センターで実施し

ている技能実習コースの座学及び技能訓練に講師補助として立ち会い、教育訓練カリキ

ュラムや使用している教材等の把握及び教授方法や心構えを学ぶものである。 

なお、実習プログラムを修了した者に対しては、富士教育訓練センターより、修了

証を交付することとする。 

 

３．平成 27 年度「実習プログラム」対応コース 

今年度は、以下のコースを受入可能コースとして設定することとし、第一弾として、

長崎県建設産業団体連合会（平成 26 年度地域連携ネットワーク支援先）における「鉄

筋」の講師候補者を 7 月 22 日から「４．躯体基礎コース」に受け入れることとしてい

る。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※富士教育訓練センターで実施しているこのほかのコースについても、カリキュラ 

ムや講義方法等の問い合わせなどに対応していく予定としている。 

日数 日　　程

①　６/１１（木）～　８/　７（金）

②　１/１２（火）～　３/　９（水）

コース名

1 土木施工管理基礎 ４６日

 ①　１/１２（火）～　２/　９（火）

3 建築施工管理基礎 ４６日 ①　１/１２（火）～　３/　９（水）

2 土木施工科（１） ２４日

5 型枠基礎 ２４日
①１１/　９（月）～１２/　９（水）

②　１/１２（火）～　２/　９（火）

4 躯体基礎 ４８日 ①　６/　９（火）～　８/　７（金）

6 左官基礎 ４５日
①　６/　１（月）～　７/２５（土）

②　９/２８（月）～１１/２５（水）

7 土木基礎多能工（２） ４７日 ①　８/２４（月）～１０/２４（土）

8 建築基礎多能工（２） ４７日 　①　８/２４（月）～１０/２４（土）
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建
設
産
業
担
い
手
確
保
・
育
成
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム

 

平
成
２
８
年
度
 地
域
連
携
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
支
援
先

 

 １
．
予
備
調
査
申
請
団
体
 

№
 

地
域
 

事
業
管
理
者
 

 
№
 

地
域

 
事
業
管
理
者

 

(1
) 

茨
城
県

 
（一
社
）
茨
城
県
建
設
業
協
会

 
 

(6
) 

京
都
府

 
（一
社
）京
都
府
建
設
業
協
会

 

(2
) 

東
京
都

 
（一
社
）東
京
都
中
小
建
設
業
協
会

 
 

(7
) 

和
歌
山
県

 
（一
社
）和
歌
山
県
営
繕
協
会

 

(3
) 

新
潟
県

 
（一
社
）
新
潟
県
建
設
業
協
会

 
 

(8
) 

岡
山
県

 
（一
社
）岡
山
県
建
設
業
協
会

 

(4
) 

山
梨
県

 
（一
社
）
山
梨
県
建
設
業
協
会

 
 

(9
) 

大
分
県

 
大
分
県
建
設
産
業
団
体
連
合
会

 

(5
) 

滋
賀
県

 
（一
社
）滋
賀
県
建
設
業
協
会

 
 

(1
0
) 

沖
縄
県

 
（一
社
）沖
縄
県
建
設
業
協
会

 

 ２
．
実
施
事
業
申
請
団
体

 

№
 

地
域
 

事
業
管
理
者
 

 
№
 

地
域

 
事
業
管
理
者

 

(1
) 

北
海
道

 
（一
社
）北
海
道
建
設
業
協
会

 
 

(9
) 

島
根
県

 
（一
社
）島
根
県
建
設
業
協
会

 

(2
) 

（一
社
）室
蘭
建
設
業
協
会

 
 

(1
0
) 

山
口
県

 
（一
社
）山
口
県
建
設
業
協
会

 

(3
) 

秋
田
県

 
（一
社
）秋
田
県
建
設
業
協
会

 
 

 
(1

1
) 

香
川
県

 
建
設
産
業
専
門
団
体
四
国
地
区
連
合
会

 

(4
) 

群
馬
県

 
群
馬
県
板
金
工
業
組
合

 
 

(1
2
) 

愛
媛
県

 
（一
社
）愛
媛
県
建
設
業
協
会

 

(5
) 

埼
玉
県

 
（一
社
）埼
玉
県
建
設
産
業
団
体
連
合
会

 
 

(1
3
) 

福
岡
県

 
（一
社
）福
岡
県
建
設
専
門
工
事
業
団
体
連
合
会

 

(6
) 

神
奈
川
県

 
（一
社
）横
浜
建
設
業
協
会

 
 

(1
4
) 

佐
賀
県

 
（一
社
）佐
賀
県
建
設
業
協
会

 

(7
) 

関
東
ブ
ロ
ッ
ク

 
建
設
産
業
専
門
団
体
関
東
地
区
連
合
会

 
 

(1
5
) 

鹿
児
島
県

 
（一
社
）鹿
児
島
県
建
設
業
協
会

 

(8
) 

長
野
県

 
（一
社
）長
野
県
建
設
業
協
会

 
 

 
 

 

     

専
門
紙
記
者
会
資
料
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建
設
産
業
担
い
手
確
保
・
育
成
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム

平
成
２
８
年
度

 地
域
連
携
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
支
援

（
予
備
調
査

1
0
件
・
実
施
事
業

1
5
件
）

予
備
調
査

実
施
事
業

・
関
東
地
区
建
専
連
（
実
施
事
業
）

・
東
京
都
中
小
建
設
業
協
会
（
予
備
調
査
）

※
予
備
調
査
の
色
で
標
記

・
群
馬
板
金
工
業
組
合・
北
海
道
建
設
業
協
会

・
秋
田
県
建
設
業
協
会

・
茨
城
県
建
設
業
協
会

・
新
潟
県
建
設
業
協
会

・
長
野
県
建
設
業
協
会

・
埼
玉
県
建
産
連

・
横
浜
建
設
業
協
会

・
山
梨
県
建
設
業
協
会

・
滋
賀
県
建
設
業
協
会

・
和
歌
山
県
営
繕
協
会

・
京
都
府
建
設
業
協
会

・
岡
山
県
建
設
業
協
会

・
島
根
県
建
設
業
協
会

・
香
川
県
建
設
業
協
会

・
愛
媛
県
建
設
業
協
会

・
山
口
県
建
設
業
協
会

・
福
岡
建
団
連

・
佐
賀
県
建
設
業
協
会

・
沖
縄
県
建
設
業
協
会

・
鹿
児
島
県
建
設
業
協
会

・
室
蘭
建
設
業
協
会

大
分
県
建
産
連
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＜
予
備
調
査
の
主
な
内
容
＞
 

                 １
．
予
備
調
査
申
請
団
体
 

事
業
管
理
者

 
主
な
特
徴

 

（一
社
）茨
城
県
建
設
業
協
会

 

・
先
進
事
例
の
調
査

 

・
地
域
に
お
け
る
教
育
訓
練
施
設
等
の
調
査

 

・
建
設
産
業
へ
の
親
近
感
を
醸
成
し
，
興
味
を
持
っ
て
も
ら
う
た
め
，
中
学
生
を
対
象
と
し
た
体
験
学
習
の
実
施
に
係
る
調
査
検
討

 

（一
社
）東
京
都
中
小
建
設
業
協
会

 

・
三
多
摩
連
合
，
各
区
建
設
業
協
会
，
神
奈
川
ク
レ
ー
ン
協
会
，
日
本
型
枠
工
事
業
協
会
，
東
京
都
等
行
政
と
の
連
携
を
検
討

 

・
入
職
後

2
～

3
年
目
の
従
業
員
を
対
象
と
し
た
研
修
の
ニ
ー
ズ
調
査

 

・
出
前
講
座
・
現
場
見
学
の
実
施
可
能
性
調
査

 

（一
社
）新
潟
県
建
設
業
協
会

 
・
入
職
１
～
２
年
目
の
技
能
者
等
を
対
象
と
し
た
基
礎
的
な
教
育
訓
練
の
実
施
に
向
け
て
，
県
内
の
教
育
訓
練
施
設
の
現
況
調

査
，
ニ
ー
ズ
調
査
，
教
育
訓
練
の
内
容
等
に
つ
い
て
調
査
検
討

 

①
地
域
連
携
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
に
向
け
た
調
査

・
建
設
業
団
体
（
総
合
工
事
業
・
専
門
工
事
業
）
が
現
有
す
る
人
材
確
保
・
育
成
に
係
る
組
織
の
調
査

・
人
材
の
確
保
・
育
成
に
係
る
組
織
の
連
携
方
策
の
調
査
及
び
関
係
団
体
に
よ
る
協
議
会
の
設
置

②
先
進
事
例
の
情
報
収
集

・
地
域
内
外
の
先
進
的
な
取
組
事
例
の
調
査

③
地
域
に
お
け
る
教
育
機
関
や
教
育
訓
練
施
設
等
と
の
連
携
可
能
性
に
関
す
る
調
査

・
既
存
訓
練
施
設
（
ポ
リ
テ
ク
セ
ン
タ
ー
等
）
の
訓
練
内
容
の
現
状
調
査
と
新
た
な
活
用
方
策
の
検
討

・
地
域
内
の
大
学
、
工
業
高
校
等
の
教
育
機
関
の
教
育
内
容
等
に
関
す
る
調
査

④
広
報
活
動
の
検
討

・
工
業
高
校
等
の
技
術
・
技
能
の
指
導
体
制
の
確
立
を
目
指
し
た
建
設
業
へ
の
入
職
支
援
戦
略
の
調
査
検
討

・
技
術
者
や
技
能
者
の
訓
練
、
教
育
、
処
遇
改
善
お
よ
び
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
な
ど
の
広
報
方
策
の
検
討

実
施
事
業
へ
の

移
行
可
能
性
の

検
討
・
確
認
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（一
社
）山
梨
県
建
設
業
協
会

 

・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
協
議
会
の
設
置
及
び
会
員
等
の
意
識
調
査

 

・
県
内
及
び
近
県
の
建
設
訓
練
施
設
の
現
状
調
査
及
び
活
用
方
策
の
検
討

 

・
県
内
建
設
企
業
の
求
人
，
就
職
，
定
着
状
況
又
は
，
県
内
高
校
等
の
就
職
状
況
等
を
定
期
的
に
把
握
す
る
た
め
の
シ
ス
テ
ム
の

 

検
討

 

（一
社
）滋
賀
県
建
設
業
協
会

 

・
先
進
事
例
の
取
組
の
視
察
，
分
析

 

・
専
門
工
事
業
団
体
・
行
政
・
教
育
機
関
・
教
育
訓
練
施
設
等
と
連
携
し
て
，
県
内
の
教
育
機
関
の
充
実
等
を
図
る
こ
と
に
よ
り
，
若

手
技
術
者
を
継
続
的
に
育
成
す
る
方
策
を
調
査
検
討

 

（一
社
）京
都
府
建
設
業
協
会

 

・
各
種
建
設
業
団
体
と
地
域
連
携
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
に
向
け
た
調
査

 

・
先
進
事
例
の
情
報
収
集

 

・
地
域
に
お
け
る
教
育
機
関
や
訓
練
施
設
等
と
の
連
携
可
能
性
に
関
す
る
調
査

 

・
建
設
産
業
界
が
取
り
組
ん
で
い
る
訓
練
・
教
育
，
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
等
に
つ
い
て
，
広
報
す
る
方
策
の
検
討

 

（一
社
）和
歌
山
県
営
繕
協
会

 

・
県
内
建
設
企
業
の
人
材
育
成
方
策
の
調
査
分
析
（
特
に
営
繕
協
会
会
員
や
県
内
建
築
団
体
等
へ
の
聞
き
取
り
調
査
を
実
施
） 

・
県
内
教
育
機
関
や
訓
練
施
設
の
現
況
調
査

 

・
地
域
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
の
可
能
性
検
討

 

（一
社
）岡
山
県
建
設
業
協
会

 

・
地
域
連
携
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
に
向
け
た
関
係
団
体
に
よ
る
担
い
手
確
保
・育
成
の
連
携
の
あ
り
方
に
つ
い
て
調
査

 

・
既
存
訓
練
施
設
（
岡
山
県
建
設
技
術
セ
ン
タ
ー
等
）
の
教
育
・
研
修
内
容
の
現
状
調
査
及
び
新
た
な
活
用
方
策
に
つ
い
て
検
討

 

・
戦
略
的
広
報
の
試
験
的
実
施

 

 
ⅰ
建
設
産
業
へ
の
理
解
を
促
進
す
る
た
め
の
広
報
イ
ベ
ン
ト

 

 
ⅱ
高
校
生
の
建
設
業
へ
の
入
職
促
進
事
業
（
現
場
見
学
会
・
企
業
説
明
会
）
 

大
分
県
建
設
産
業
団
体
連
合
会

 
・
建
設
産
業
団
体
，
行
政
，
教
育
機
関
等
の
連
携
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
に
向
け
た
調
査

 

・
先
進
事
例
の
情
報
収
集
及
び
地
域
に
お
け
る
教
育
訓
練
施
設
等
の
現
況
調
査

 

（一
社
）沖
縄
県
建
設
業
協
会

 

・
関
係
団
体
，
行
政
，
教
育
訓
練
機
関
と
の
連
携
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
に
向
け
た
調
査

 

・
先
進
事
例
の
情
報
収
集
，
教
育
訓
練
施
設
等
の
現
況
調
査

 

・
小
中
高
校
を
対
象
と
し
た
出
前
講
座
，
工
業
高
校
・
専
門
学
校
・
大
学
・
一
般
な
ど
を
対
象
に
合
同
企
業
説
明
会
実
施
等
の
検
討

 

・
無
料
職
業
紹
介
事
業
を
活
用
し
た
入
職
促
進
に
繋
げ
る
方
策
の
検
討
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２
．
実
施
事
業
申
請
団
体
 

事
業
管
理
者

 
主
な
特
徴

 

（一
社
）北
海
道
建
設
業
協
会

 

・
帯
広
地
区
に
お
い
て
，
入
社

3
～

5
年
以
内
の
技
術
・
技
能
職
員
を
対
象
に
潜
在
能
力
発
現
の
た
め
の
能
力
向
上
研
修
の
実
施

 

・
網
走
地
区
に
お
い
て
，
入
社

3
年
以
内
の
技
術
・技
能
・
事
務
職
員
を
対
象
に
，
建
設
業
や
労
働
安
全
の
基
礎
等
の
研
修
を
実
施

 

・
札
幌
地
区
）
に
お
い
て
，
入
社

3
～

5
年
以
内
の
社
員
を
対
象
に
，
新
入
社
員
の
指
導
者
等
と
し
て
の
能
力
育
成
研
修
を
実
施
す

る
と
と
も
に
，
広
報
担
当
職
員
の
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
研
修
を
実
施

 

・
全
道
で
，
建
設
関
連
職
種
に
つ
い
て
，
若
手
職
業
訓
練
指
導
員
等
の
指
導
技
法
の
育
成
向
上
を
図
る
た
め
の
研
修
を
実
施

 

（一
社
）室
蘭
建
設
業
協
会

 

事
業
管
理
者
の
他
，
日
胆
（
に
っ
た
ん
）
地
区
測
量
設
計
協
会
，
行
政
（
胆
振
総
合
振
興
局
，
室
蘭
開
発
建
設
部
）
と
連
携
し
て
，

 

・
合
同
新
入
社
員
研
修
，
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
研
修
を
実
施

 

・
建
設
業
の
魅
力
を
伝
え
る
効
果
的
な
広
報

 

（一
社
）秋
田
県
建
設
業
協
会

 
 

 

・
県
内
の
総
合
工
事
業
・
専
門
工
事
業
団
体
，
行
政
，
教
育
訓
練
機
関
等
と
連
携
し
，
「
建
設
産
業
担
い
手
確
保
・
育
成
検
討
委
員

会
（
仮
称
）
」を
設
置

 

・
高
校
生
を
対
象
と
し
た
現
場
見
学
会
の
実
施

 

・
新
卒
入
職
者
を
対
象
と
す
る
研
修
会
や
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
研
修
の
実
施

 

・
建
設
雇
用
管
理
実
態
調
査
の
実
施

 

群
馬
県
板
金
工
業
組
合

 

・
板
金
・
瓦
・
鉄
筋
な
ど
の
職
種
を
対
象
に
、
多
職
種
が
合
同
で
行
う
基
礎
訓
練
と
専
門
業
種
毎
で
行
う
実
地
訓
練
を
，
「
利
根
沼
田

ア
カ
デ
ミ
ー
」
を
活
用
し
て
実
施
す
る
と
と
も
に
，
研
修
成
果
を
踏
ま
え
て
，
よ
り
効
果
的
な
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
等
を
開
発

 

・
安
定
し
た
訓
練
生
の
確
保
を
目
指
す
と
と
も
に
，
各
学
校
と
連
携
し
関
連
業
界
へ
の
入
職
促
進
を
図
る
た
め
の
広
報
等
を
実
施

 

（一
社
）埼
玉
県
建
設
産
業
団
体

 

連
合
会

 

・
入
職
促
進
の
た
め
，
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
へ
の
設
置
等
，
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
，
現
場
見
学
会
等
を
実
施

 

・
合
同
新
入
社
員
研
修
，
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
研
修
の
実
施

 

・
熟
年
技
能
者
へ
の
テ
ィ
ー
チ
ン
グ
ス
キ
ル
向
上
研
修
等
の
実
施

 

・
若
手
職
員
を
対
象
と
し
た
，
施
工
管
理
技
術
者
，
技
能
士
等
の
資
格
取
得
支
援

 

・
女
性
活
躍
推
進
の
た
め
，
研
修
，
座
談
会
，
現
場
見
学
会
等
の
実
施

 

（一
社
）横
浜
建
設
業
協
会

 

・
高
校
生
を
対
象
と
し
た
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
，
出
前
講
座
の
実
施

 

・
横
浜
市
建
設
関
連
企
業
合
同
就
職
面
接
会
へ
の
参
加
等

 

・
新
入
社
員
研
修
等
の
検
討
・
実
施

 

建
設
産
業
専
門
団
体
関
東
地
区

 

連
合
会

 

「
関
東
圏
専
門
工
事
業
担
い
手
確
保
・育
成
推
進
協
議
会
（
夢
協
）
」
が
主
唱
し
て
，

 

・
出
前
講
座
，
若
者
合
宿
，
職
長
講
習
会
の
実
施

 

・
技
能
労
働
者
の
家
族
を
対
象
と
し
た
現
場
見
学
会
や
一
般
参
加
型
の
現
場
見
学
会
の
実
施

 

・
建
設
産
業
へ
の
入
職
促
進
・
定
着
率
の
向
上
を
目
的
と
し
た
技
能
労
働
者
の
処
遇
改
善
の
た
め
の
各
種
取
り
組
み
を
実
施
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（一
社
）長
野
県
建
設
業
協
会

 

・
「
担
い
手
確
保
・
育
成
推
進
協
議
会
」
に
お
い
て
，
事
業
の
拡
大
・
継
続
性
の
検
討
を
行
う
と
と
も
に
既
存
訓
練
施
設
活
用
に
向
け

た
調
整
を
実
施

 

・
豪
雪
災
害
対
応
除
雪
機
械
の
免
許
取
得
者
の
た
め
の
技
術
向
上
講
習
の
実
施

 

・
新
入
社
員
研
修
の
実
施

 

・
型
枠
・
鉄
筋
等
の
技
能
社
員
を
対
象
と
し
て
，
技
術
力
向
上
講
座
を
富
士
教
育
訓
練
セ
ン
タ
ー
に
派
遣
し
て
実
施

 

・
入
職
促
進
に
資
す
る
広
報

 

（一
社
）島
根
県
建
設
業
協
会

 

・
「
島
根
県
建
設
産
業
担
い
手
確
保
・育
成
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
」
の
設
置
，
開
催

 

・
専
門
工
事
業
（
鉄
筋
工
事
業
）
の
技
能
者
を
対
象
と
し
て
，

1
級
又
は

2
級
技
能
士
の
資
格
取
得
の
た
め
の
勉
強
会
を
開
催

 

・
専
門
工
事
業
の
担
い
手
確
保
に
資
す
る
た
め
，
就
職
企
業
説
明
会
等
へ
の
参
加
や
紙
媒
体
で
の
広
報
を
実
施

 

（一
社
）山
口
県
建
設
業
協
会

 

・
内
定
者
又
は
新
入
社
員
研
修
の
実
施

(三
田
建
設
技
能
研
修
セ
ン
タ
ー
も
し
く
は
県
内
施
設

) 

・
県
内
の
ポ
リ
テ
ク
セ
ン
タ
ー
，
西
部
高
等
産
業
技
術
学
校
を
活
用
し
，
鳶
・
鉄
筋
の
技
能
士
取
得
の
た
め
の
講
習
会
等
を
開
催

 

・
高
校
生
の
現
場
実
習
に
鳶
、
鉄
筋
系
専
門
工
事
業
の
参
加
を
促
す
と
と
も
に
，

P
R
ち
ら
し
を
作
成
し
配
布

 

・
一
般
向
け
の
「も
の
づ
く
リ
フ
ェ
ア
」に
お
い
て
，

P
R
展
示
と
作
業
体
験
を
実
施

 

・
将
来
の
技
能
講
師
養
成
の
た
め
に
富
士
教
育
訓
練
セ
ン
タ
ー
の
講
師
研
修
に
参
加

 

建
設
産
業
専
門
団
体
四
国
地
区

 

連
合
会

 

・
県
内
高
等
学
校
，
高
等
技
術
学
校
等
で
の
出
前
講
習
の
充
実

 

・
本
年
開
校
予
定
の
「
匠
の
学
舎
ア
カ
デ
ミ
ー
」
，
「職
人
育
成
塾
」
に
対
し
，

O
J
T
受
入
や
講
師
派
遣
の
協
力

 

・
若
者
の
定
着
を
図
る
た
め
，
業
種
の
垣
根
を
越
え
た
「
フ
レ
ッ
シ
ュ
マ
ン
合
宿
」
を
開
催
す
る
と
と
も
に
，
熟
練
技
能
者
を
対
象
に
若

 

者
を
指
導
す
る
た
め
の
ス
キ
ル
向
上
を
目
的
と
し
た
「
職
長
研
修
」
を
実
施

 

・
「
土
曜
学
習
応
援
団
」に
登
録
し
、
小
学
生
・
中
学
生
を
対
象
に
建
設
業
の
も
の
づ
く
り
の
魅
力
を
伝
承

 

（一
社
）愛
媛
県
建
設
業
協
会

 

・
富
士
教
育
訓
練
セ
ン
タ
ー
を
活
用
す
る
な
ど
，
中
堅
・
熟
練
技
能
者
に
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
や
使
用
教
材
等
の
把
握
，
教
授
法
を
習
得
さ

 

せ
，
技
術
者
・
技
能
者
の
育
成
に
貢
献

 

・
県
内
関
係
教
育
機
関
を
利
用
し
た
新
規
入
職
者
研
修
の
実
施
等

 

・
教
育
・
職
業
訓
練
機
関
の
教
師
等
と
建
設
業
関
係
団
体
（
事
業
者
）
と
の
意
見
交
換
会
の
開
催

 

・
建
設
業
を
目
指
し
て
い
る
人
向
け
の
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
を
開
設
・
運
営
す
る
な
ど
戦
略
的
な
広
報

 

 

（
一
社
）
福
岡
県
建
設
専
門
工
事
業

団
体
連
合
会

 

・
「
建
設
専
門
工
事
業
雇
用
促
進
・
労
働
改
善
協
議
会
」
を
定
期
的
に
開
催
し
，
技
能
労
働
者
の
雇
用
の
促
進
，
育
成
等
に
つ
い
て

討
議
し
，
研
修
所
運
営
や
団
体
活
動
に
提
言

 

・
協
議
会
の
提
言
を
踏
ま
え
，
建
設
専
門
工
事
業
の
技
能
・
技
術
研
修
所
を
運
営
し
，
新
入
社
員
研
修
等
諸
研
修
の
実
施

 

・
専
門
工
事
業
の
仕
事
と
は
ど
の
よ
う
な
仕
事
な
の
か
、
魅
力
を
伝
え
る
た
め
の
積
極
的
な
広
報

 

・
専
門
工
事
業
業
界
の
啓
発
の
た
め
，
講
師
を
招
へ
い
し
，
年

3
回
程
度
勉
強
会
を
実
施
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（一
社
）佐
賀
県
建
設
業
協
会

 
・
建
設
業
に
就
職
し
て
も
ら
い
た
い
人
，
在
職
者
，
一
般
県
民
・
市
民
を
対
象
に
，
建
設
業
に
誇
り
が
持
て
る
よ
う
な
広
報
活
動
実
施

 

・
未
就
業
者
、
新
規
入
職
者
な
ど
の
教
育
訓
練
シ
ス
テ
ム
の
検
討
及
び
研
修
の
試
行
実
施

 

（一
社
）鹿
児
島
県
建
設
業
協
会

 

・
不
足
し
て
い
る
型
枠
工
の
教
育
訓
練
を
実
施
す
る
た
め
に
，
鹿
児
島
建
築
工
友
会
や
鹿
児
島
県
技
能
士
会
連
合
会
と
連
携
し
，

指
導
者
養
成
訓
練
の
ス
キ
ー
ム
を
検
討
．
指
導
者
養
成
向
け
の
テ
キ
ス
ト
の
作
成
．

 

・
県
内
教
育
訓
練
施
設
を
活
用
し
，
型
枠
工
の
技
能
研
修
を
実
施

 

・
奄
美
地
区
に
お
い
て
，
本
土
か
ら
講
師
を
派
遣
し
て
本
土
と
同
様
の
新
入
社
員
研
修
を
実
施
．
そ
の
成
果
を
踏
ま
え
，
他
の
離
島

に
つ
い
て
も
実
施
を
検
討
．
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２．高等学校卒業生等の進路、及び建設系職業訓練校の状況 

 

 〇建設業就業者等に関する統計（KKS） 

 

 〇高等学校等の状況について 

 

 〇職業訓練校の状況及びアンケート調査結果（概要） 

 

 

 

 

  

 



１．建設業就業者（労働力調査） 

 

・建設業就業者数は平成 9 年の 685 万人をピークに減少傾向にあり、平成 9 年と平成 27 年

との比較では 155 万人が減少している。 

・技能労働者数についても同傾向があり、上記期間内で 124 万人が減少。 

 

 

 

 

（単位：万人）

就業者 技能労働者 技術者
管理・事務

業務従事者

販売

業務従事者
その他

54 536 398 8 89 10 31
57 541 393 8 98 14 27
60 530 380 10 98 18 24
63 560 388 22 106 19 24
3 604 399 33 127 22 25
6 655 433 42 127 27 25
9 685 455 41 133 31 24
12 653 432 42 126 34 21
15 604 401 36 114 34 19
18 559 375 31 107 32 16
21 517 342 32 100 29 13
24 503 335 32 98 30 7
25 499 338 27 96 30 9
26 505 341 28 98 30 9
27 500 331 32 99 28 10
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２．就業者の年齢構成（労働力調査） 

 

・建設業就業者を年齢別にみると、34 歳以下層の減少と、55 歳以上層の増加が顕著。 

・昭和 54 年と平成 27 年の比較では、34 歳以下層が 109 万人減少する一方で、55 歳以上層

が 98 万人増加している。 

 

 

 

（単位：万人）

就業者 15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上

54 536 53 151 145 121 51 16
57 541 48 144 139 135 60 15
60 530 43 114 154 133 71 14
63 560 47 103 167 139 87 17
3 604 62 99 170 142 108 23
6 655 73 114 152 166 119 32
9 685 77 130 131 182 124 41
12 653 58 140 117 177 121 41
15 604 43 137 112 155 120 37
18 559 33 119 116 123 130 39
21 517 26 97 123 103 126 42
24 503 23 79 131 102 122 47
25 499 21 74 128 105 118 53
26 505 24 73 129 107 114 59
27 500 25 70 127 108 105 64

0
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・就業者の年齢構成の高齢化は、全産業においても見られる傾向であるが、建設業は高齢化

傾向が顕著。 

 

構成比（建設業） 

 

 

構成比（全産業） 
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３．求人倍率（一般職業紹介状況） 

 

・全産業及び建設業の他職別工事業と比較し、建築躯体系工事の求人倍率は、特に高率で推

移。 

※労働力調査等の資料には野丁場系職種に関する統計なし。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：％）

全職業
 建築・土木・

測量技術者

 建設躯体工

事の職業
 建設の職業  土木の職業

2001 0.57 1.01 3.18 1.17 0.87
2002 0.51 0.81 2.84 0.98 0.62
2003 0.80 1.18 3.77 1.49 0.84
2004 0.92 1.79 5.14 1.84 1.18
2005 0.92 1.79 5.14 1.84 1.18
2006 1.02 2.00 5.52 1.91 1.29
2007 1.00 1.74 5.49 1.80 1.22
2008 0.84 1.37 4.01 1.36 1.08
2009 0.44 0.83 1.74 0.64 0.61
2010 0.48 0.84 1.62 0.66 0.59
2011 0.59 1.34 3.04 1.27 1.00
2012 0.72 2.12 4.63 1.81 1.52
2013 0.83 3.16 5.93 2.34 2.15
2014 0.97 3.69 7.03 2.84 2.66
2015 1.08 3.75 7.00 2.88 2.80
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全職業 建築・土木・測量技術者 建設躯体工事の職業

建設の職業 土木の職業
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【参考１】産業別就業者（労働力調査） 

 

・全産業に占める各産業の割合をみると、農林業、建設業、製造業の就業比率が減少傾向。 

・それらに代わり、サービス業の就業比率が大きく増加している。 

 

 

 

構成比 

 
 

 

（単位：万人）

全産業 農林業 漁業・鉱業 建設業 製造業
電気・ガス

等、運輸・

通信業

卸売・小売

業、飲食店

金融・保

険、

不動産業

サービス
業

公務 その他

54 5,479 568 57 536 1,333 382 1,228 185 980 201 9

57 5,638 502 56 541 1,380 382 1,296 206 1,065 195 15

60 5,807 464 54 530 1,453 376 1,318 217 1,173 199 23

63 6,011 435 47 560 1,454 384 1,389 236 1,284 194 28

3 6,369 391 42 604 1,550 411 1,433 263 1,446 199 30

6 6,453 346 34 655 1,496 432 1,443 262 1,542 215 28

9 6,557 324 33 685 1,442 448 1,475 253 1,648 215 34

12 6,446 297 34 653 1,321 449 1,474 248 1,718 214 39

15 6,316 266 32 604 1,178 528 1,483 232 1,705 227 59

18 6,382 250 25 559 1,161 541 1,450 234 1,871 222 71

21 6,282 242 23 517 1,073 575 1,435 275 1,859 222 61

24 6,270 224 19 503 1,032 559 1,418 275 1,954 224 64

27 6,376 208 23 500 1,035 572 1,437 273 1,997 230 101
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電気・ガス等、運輸・通信業 卸売・小売業、飲食店 金融・保険、不動産業 サービス業

公務 その他
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【参考２】職業別就業者（労働力調査） 

 

・建設技能労働者を含む生産工程従事者・労務作業者が減少傾向。 

・一方、専門的・技術的職業、保安職業・サービス職業従事者は増加傾向。 

 

 

構成比 

 
 

 

 

（単位：万人）

就業者
管理的

職業

専門的・技

術的職業
事務 販売

保安職業、

サービス職

業
農林漁業

生産工程・

労務作業
その他

54 5,479 217 426 898 784 497 605 1,797 255

57 5,638 220 471 973 838 480 543 1,862 251

60 5,807 211 538 1,021 861 501 502 1,923 250

63 6,011 228 633 1,065 930 512 469 1,924 250

3 6,369 252 733 1,206 944 552 425 2,000 257

6 6,453 235 778 1,238 943 603 369 2,026 261

9 6,557 226 824 1,273 940 637 346 2,037 274

12 6,446 206 856 1,285 911 677 321 1,931 258

15 6,316 185 906 1,230 917 729 289 1,794 265

18 6,382 185 937 1,260 881 772 269 1,805 272

21 6,282 168 968 1,295 857 804 257 1,678 255

24 6,270 153 1,010 1,214 875 880 237 1,656 245

27 6,376 144 1,054 1,256 853 912 222 1,647 287
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・なお、建設業における職業別就業者比率については、昭和 50 年代から平成初頭にかけて、

技能労働者の比率が 10％程度減少する動きが見られる。 

・しかし、以降は職業別就業者比率に大きな変化は見られない。 
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４．建設業入職者の年齢構成（雇用動向調査） 

 

※各年度で数字のバラツキが大きい（全産業で数値を採った場合、バラツキは少ない）。 

※雇用動向調査の統計作成手法（サンプル採取、推計方法等）の問題か？ 

 

 

 

構成比 

 

 

 

 

 

（単位：千人）

～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上

2000 174.9 120.9 85.4 92 58.3 22.2
2001 120.3 116 73.5 97.9 74.4 14.5
2002 118.5 125.4 83 136 70.3 17.7
2003 76.9 97 58.9 77.6 35.9 9.3
2004 72.2 73.7 64.3 86.7 73.7 16
2005 66.7 97.9 63 46.3 68.1 8.9
2006 93.8 124.8 60 61.6 65.9 8.8
2007 85.6 90.2 69.6 46.7 47 9.5
2008 53.3 83.5 51.6 47.3 36.7 6.6
2009 51.8 54.1 52.2 48.6 105.7 8.9
2010 49.5 53.7 49.8 44.5 43.7 4.7
2011 68.4 52.1 57.2 46.1 49.4 3.7
2012 83.1 47.3 55.9 31.2 35.9 10.8
2013 101.5 63.1 71.6 33.2 55 21.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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５．建設業離職者の年齢構成（雇用動向調査） 

 

※各年度で数字のバラツキが大きい（全産業で数値を採った場合、バラツキは少ない）。 

※雇用動向調査の統計作成手法（サンプル採取、推計方法等）の問題か？ 

 

 

 

構成比 

 

 

 

 

（単位：千人）

～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上

2000 121.1 157.7 102.2 84.2 131.1 55.4
2001 68.8 138.9 93.5 127.8 130.8 68.8
2002 86.8 190 97.3 163.5 146.2 69.4
2003 64.8 116.2 72.4 109.3 122.2 62
2004 44.2 107 74.1 69 106.4 26.7
2005 37.5 116.7 78.8 92.7 109.3 30.6
2006 47 141.8 75.2 81.8 113.5 34.1
2007 37.8 89.4 77.1 64.1 79.4 24.8
2008 41.5 90.3 75.3 52.4 103.2 29.1
2009 26.6 55.5 63.1 56.8 103.2 22.3
2010 21.5 59.7 51.6 45.5 83.7 30
2011 33.5 57.9 43.4 45.6 87.7 23.4
2012 25.5 49 50.6 35.9 72.7 26.3
2013 36.9 53.7 60.2 47.5 65.4 43.2
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６．新規学卒者の就業・離職状況 

 

・全産業と比較し、建設業の離職率は高率で推移。 

・全産業との離職率の開きは、徐々に小幅になってきているが、依然、全産業より高い離職

率となっている。 

 

 
 

 

 

 

新規学卒就職者の3年以内離職状況（建設業）

就職者数
離職者数

（3年目まで）
離職率

（3年目まで）
離職者数

（2年目まで）
離職率

（2年目まで）
離職者数

（1年目まで）
離職率

（1年目まで）

平成15年3月卒 30,253 14,595 48.2% 11,760 38.9% 7,829 25.9%

平成16年3月卒 28,658 13,501 47.1% 11,192 39.1% 7,317 25.5%

平成17年3月卒 29,356 12,981 44.2% 10,450 35.6% 7,075 24.1%

平成18年3月卒 30,562 12,737 41.7% 10,167 33.3% 6,570 21.5%

平成19年3月卒 31,405 11,957 38.1% 9,735 31.0% 6,054 19.3%

平成20年3月卒 30,216 10,931 36.2% 8,535 28.2% 5,475 18.1%

平成21年3月卒 28,334 9,922 35.0% 7,810 27.6% 4,703 16.6%

平成22年3月卒 31,002 11,555 37.3% 9,435 30.4% 6,091 19.6%

平成23年3月卒 30,079 11,563 38.4% 9,018 30.0% 6,087 20.2%

平成24年3月卒 32,034 12,730 39.7% 9,922 31.0% 6,240 19.5%

平成25年3月卒 35,580 11,004 30.9% 6,879 19.3%

平成26年3月卒 38,819 7,249 18.7%

新規学卒就職者の3年以内離職状況（全産業）

就職者数
離職者数

（3年目まで）
離職率

（3年目まで）
離職者数

（2年目まで）
離職率

（2年目まで）
離職者数

（1年目まで）
離職率

（1年目まで）

平成15年3月卒 682,331 280,537 41.1% 212,007 31.1% 127,550 18.7%

平成16年3月卒 703,043 293,781 41.8% 221,758 31.5% 130,998 18.6%

平成17年3月卒 734,986 299,314 40.7% 229,170 31.2% 135,354 18.4%

平成18年3月卒 781,852 301,661 38.6% 231,707 29.6% 139,313 17.8%

平成19年3月卒 801,126 283,265 35.4% 219,429 27.4% 129,415 16.2%

平成20年3月卒 802,296 272,509 34.0% 201,877 25.2% 120,704 15.0%

平成21年3月卒 754,521 245,532 32.5% 183,845 24.4% 104,465 13.8%

平成22年3月卒 644,173 223,800 34.7% 171,923 26.7% 104,568 16.2%

平成23年3月卒 658,487 235,779 35.8% 174,654 26.5% 111,209 16.9%

平成24年3月卒 692,090 248,442 35.9% 184,663 26.7% 108,453 15.7%

平成25年3月卒 717,682 189,984 26.5% 112,196 15.6%

平成26年3月卒 737,353 110,954 15.0%

新規学卒合計

新規学卒合計
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３年目までの離職率 
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【参考】転職者の前産業（雇用動向調査） 

 

※転職により建設業に入職した者の全産業は、建設業が過半。他産業からの流入よりは同一

産業内での移動が多数を占める状況。 

※なお、製造業入職者においても同様傾向がみられ、建設業の特徴的な動きとはいえない。 

 

 

 

構成比 

 

 

 

建設業入職者の前産業（転職者）
（単位：千人）

計 建設業 農林漁業 鉱業 製造業
運輸・通信

業

卸売・小売

業、飲食店

金融・保険

業、不動産

業

サービス業 その他

2000 331.3 178.7 2.3 0.4 46.3 11.6 26.1 12.1 34.4 19.4
2001 354.1 198.7 2.7 0.3 32.4 46.8 21.6 4.4 24.4 19.6
2002 345.6 244.6 0.5 0.0 34.8 6.9 19.8 5.3 18.7 14.3
2003 255.8 181.3 0.7 0.2 12.5 9.2 5.5 5.2 20.5 20.7
2004 254.9 128.2 3.9 0.0 47.0 36.9 4.3 7.1 16.7 10.0
2005 247.3 142.5 7.7 0.0 16.4 13.7 5.6 5.6 27.9 26.2
2006 271.1 143.7 0.1 1.3 25.1 11.0 5.0 5.3 61.1 18.6
2007 213.5 116.0 0.3 0.0 23.7 14.4 11.8 6.0 29.3 11.6
2008 180.3 105.9 0.4 0.1 13.5 8.9 8.8 3.9 28.0 8.8
2009 242.0 156.4 1.2 0.0 22.4 15.1 7.6 5.5 24.6 9.2
2010 166.6 89.7 0.7 0.3 21.6 14.8 8.4 3.9 23.0 4.1
2011 160.1 94.2 1.4 0.0 10.7 12.8 3.4 11.8 21.0 4.7
2012 158.4 96.0 0.6 0.2 21.4 8.0 5.3 4.1 19.2 3.4
2013 191.4 107.3 1.4 0.4 13.2 18.4 11.8 5.0 25.4 7.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2013
2012
2011
2010
2009
2008
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2006
2005
2004
2003
2002
2001
2000

建設業 農林漁業 鉱業

製造業 運輸・通信業 卸売・小売業、飲食店

金融・保険業、不動産業 サービス業 その他
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【参考】入職経路（雇用動向調査） 

 

・全産業と比較し、縁故による入職が多い。 

・一方、広告による入職は、全産業と比較して少ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成比（建設業）

職業安定

所

ﾊﾛｰﾜｰｸｲﾝﾀｰ

ﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽ

民営職業

紹介所
学校 広告 その他 縁故 出向

出向先から

の復帰

2000 21.9% 0.0% 0.2% 6.7% 9.6% 9.7% 48.3% 3.2% 0.3%
2001 19.0% 0.0% 1.2% 5.3% 12.0% 15.7% 39.4% 6.0% 1.2%
2002 23.0% 0.0% 1.2% 4.6% 11.2% 10.3% 47.8% 1.7% 0.2%
2003 23.6% 0.0% 1.1% 6.8% 9.3% 10.1% 45.7% 2.9% 0.5%
2004 23.8% 0.0% 1.2% 3.6% 7.7% 14.9% 47.2% 1.3% 0.1%
2005 21.3% 0.0% 0.6% 5.5% 8.7% 15.2% 44.9% 3.6% 0.2%
2006 25.8% 0.0% 0.3% 6.8% 12.1% 15.6% 36.2% 2.6% 0.8%
2007 24.8% 3.6% 0.5% 5.3% 9.5% 10.2% 43.6% 1.8% 0.6%
2008 35.7% 3.0% 0.6% 4.1% 10.1% 8.7% 34.9% 2.0% 0.8%
2009 32.0% 2.6% 1.0% 5.0% 6.2% 10.8% 39.7% 2.4% 0.3%
2010 25.8% 4.0% 0.4% 4.0% 5.6% 13.2% 39.9% 4.1% 3.0%
2011 32.3% 3.3% 2.0% 8.0% 11.3% 7.4% 33.4% 1.8% 0.5%
2012 29.7% 2.9% 2.2% 10.0% 7.3% 12.4% 32.4% 2.1% 1.0%
2013 27.6% 2.7% 1.6% 10.0% 9.4% 5.1% 42.3% 1.1% 0.2%

構成比（全産業）

職業安定

所

ﾊﾛｰﾜｰｸｲﾝﾀｰ

ﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽ

民営職業

紹介所
学校 広告 その他 縁故 出向

出向先から

の復帰

2000 21.5% 0.0% 0.9% 7.7% 32.3% 8.5% 26.7% 1.9% 0.5%
2001 19.3% 0.0% 1.2% 7.6% 36.6% 9.3% 23.4% 2.1% 0.5%
2002 21.6% 0.0% 1.7% 7.2% 31.7% 9.8% 24.8% 2.6% 0.6%
2003 22.5% 0.0% 1.6% 6.9% 32.5% 9.9% 23.9% 2.0% 0.7%
2004 20.3% 0.0% 1.6% 7.3% 33.5% 11.7% 23.5% 1.8% 0.4%
2005 21.2% 0.0% 1.3% 6.9% 33.4% 12.3% 22.9% 1.4% 0.5%
2006 20.7% 0.0% 1.6% 6.6% 34.2% 12.7% 22.5% 1.2% 0.4%
2007 19.1% 3.7% 1.7% 5.5% 32.3% 12.0% 23.9% 1.4% 0.4%
2008 19.7% 3.6% 1.6% 6.5% 30.9% 12.4% 23.5% 1.3% 0.5%
2009 21.2% 4.0% 2.0% 5.8% 31.4% 11.9% 21.5% 1.8% 0.4%
2010 21.5% 4.7% 2.0% 5.6% 29.2% 13.1% 21.4% 1.8% 0.8%
2011 21.0% 3.2% 2.4% 6.7% 31.0% 12.0% 21.3% 1.8% 0.6%
2012 20.8% 3.5% 2.6% 6.3% 32.2% 11.3% 20.5% 2.0% 0.8%
2013 20.1% 4.4% 2.7% 6.0% 35.8% 5.9% 21.8% 2.4% 0.9%

職 業 紹 介 機 関 等 縁故・出向等

職 業 紹 介 機 関 等 縁故・出向等
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構成比（建設業） 

 
 

構成比（全産業） 
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【参考】従業者規模別従業者（経済センサス、事業所・企業統計調査） 

 

・建設業においては、約 40％（H26 数値）の従業者が従業者 9 名以下の事業所で従事してお

り、全産業と比較し、従業者規模の小さい事業所で従事する者の割合が高い。 

・また、建設業においては従業者 9 名以下の事業所で従事する者の割合は増加傾向にあり、

全産業における傾向と逆傾向を示している。 

 

 

 

構成比（建設業） 

 

 

構成比（全産業） 

 

（単位：千人）

従業者計 1～4人 5～9人 10～19人 20～29人 30～49人 50～99人 100～199人 200～299人 300人以上

56 4,948 654 889 1,008 552 582 567 333 125 234

61 4,796 688 924 1,047 533 549 489 271 95 195

3 5,281 694 1,014 1,213 612 596 519 280 108 242

8 5,774 741 1,103 1,336 687 675 565 314 102 247

13 4,943 729 1,050 1,167 558 527 423 235 85 165

18 4,144 679 922 974 442 410 333 181 67 132

21 4,320 738 986 982 438 403 333 186 75 176

26 3,791 663 832 828 394 376 319 156 63 156
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高等学校等の状況について 

１.高等学校関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）工業高校の状況 

 

 

（２）学科数及び生徒数の推移 

 ① 学科数の推移 

 

   

 

年度 工業高校数
うち建設系高

校数

22 612 390

24 612 362

26 603 356

全国工業高等学校長協会（会員校）基本調査より

増減割合 増減割合 増減割合 増減割合 増減割合 増減割合 増減割合

12,092 4,773 1,352 2,819 518 1,639 1,509
- - - - - - -

12,079 4,776 1,225 2,786 501 1,714 1,578
-0.1% 0.1% -9.4% -1.2% -3.3% 4.6% 4.6%
11,785 4,741 1,133 2,695 499 1,628 1,588
-2.4% -0.7% -7.5% -3.3% -0.4% -5.0% 0.6%
11,495 4,663 1,096 2,594 493 1,531 1,611
-2.5% -1.6% -3.3% -3.7% -1.2% -6.0% 1.4%
11,295 4,573 1,020 2,513 485 1,459 1,730
-1.7% -1.9% -6.9% -3.1% -1.6% -4.7% 7.4%
10,529 4,412 892 2,291 431 1,252 1,682
-6.8% -3.5% -12.5% -8.8% -11.1% -14.2% -2.8%
9,919 4,211 848 2,067 382 1,127 1,666
-5.8% -4.6% -4.9% -9.8% -11.4% -10.0% -1.0%
9,565 4,101 796 1,957 349 1,050 1,661
-3.6% -2.6% -6.1% -5.3% -8.6% -6.8% -0.3%
9,529 4,084 811 1,953 348 1,021 1,660
-0.4% -0.4% 1.9% -0.2% -0.3% -2.8% -0.1%
9,424 4,056 800 1,938 342 982 1,648
-1.1% -0.7% -1.4% -0.8% -1.7% -3.8% -0.7%
-2,668 -717 -552 -881 -176 -657 139
-22.1% -15.0% -40.8% -31.3% -34.0% -40.1% 9.2%

4年度

10年度

7年度

全学科
普通科

4年度との比較

（27年度）

16年度

13年度

27年度

26年度

25年度

22年度

19年度

農業系
学科

工業系
学科

建設系
学科

年度
商業系
学科

その他
学科

○平成 26 年度の工業高校数は 603 校、うち建設系高校数は 356 校となっており、漸減

傾向にある。 

○学科数については、全学科数、工業系学科数、建設系学科数ともに大幅に減少して

きたが、平成 24 年度以降、減少幅が縮小している。 

○生徒数については、全生徒数、工業系学科生徒数、建設系学科生徒数ともに大幅に

減少してきたが、全生徒数は平成 21 年度以降横ばいで推移し、工業系生徒数、建設

系生徒数においても平成 24 年度以降は減少幅が縮小している。 
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出所：文部科学省 学校基本調査より作成 

 

 ② 生徒数の推移 

   

（人数単位：千人）

増減割合 増減割合 増減割合 増減割合 増減割合 増減割合 増減割合

5,212 3,860 143 454 64.3 532 222
- - - - - - -

4,717 3,499 133 415 62.8 450 220
-9.5% -9.3% -6.9% -8.7% -2.4% -15.5% -0.9%
4,251 3,127 119 375 60.4 377 252
-9.9% -10.6% -10.7% -9.5% -3.8% -16.2% 14.3%
4,054 2,960 113 355 55.9 338 287
-4.6% -5.3% -4.6% -5.4% -7.4% -10.3% 13.8%
3,711 2,700 102 317 51.2 281 311
-8.5% -8.8% -9.9% -10.6% -8.5% -17.1% 8.4%
3,398 2,455 90 279 42.1 235 339
-8.4% -9.1% -11.6% -12.2% -17.7% -16.3% 9.0%
3,360 2,431 88 267 37.4 221 354
-1.1% -1.0% -2.7% -4.4% -11.1% -5.7% 4.4%
3,311 2,398 84 261 35.7 209 359
-1.5% -1.3% -4.3% -2.3% -4.8% -5.5% 1.4%
3,325 2,415 84 258 35.6 207 361
0.4% 0.7% -0.5% -1.0% 0.0% -1.3% 0.7%
3,310 2,409 83 255 35.4 202 360
-0.5% -0.2% -0.6% -1.3% -0.6% -2.1% -0.2%
-1,902 -1,450 -60 -200 -28.9 -330 138
-36.5% -37.6% -41.8% -44.0% -44.9% -62.0% 62.1%

16年度

13年度

年度 全生徒数 普通科
生徒数

10年度

農業系
生徒数

その他
生徒数

建設系
生徒数

4年度

7年度

工業系
生徒数

商業系
生徒数

19年度

22年度

4年度との比較

（27年度）

25年度

26年度

27年度
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出所：文部科学省 学校基本調査より作成 
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 ③ 建設系学科数及び生徒数の推移 

   

   

出所：文部科学省 学校基本調査より作成 
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（３）高校生の進路 

 

 

 

 

 

 

 

① 高校卒業者の進路状況 

   

   

                     出所：文部科学省 学校基本調査より作成 

○高校卒業者の進路をみると、大学進学者、専修学校等進学者、就職者ともに平成

21 年度以降、ほぼ横ばいの傾向となっている。 

○工業系高校卒業者の進路をみると、大学進学者、専修学校等進学者は減少傾向か

らここ数年は横ばい傾向に、就職者は大幅な減少から平成 15 年度以降はほぼ横ば

いの傾向となっている。 
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② 工業系高校卒業者の進路状況 

   

 

   

                          出所：文部科学省 学校基本調査より作成 
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③  平成 27 年 3 月高校卒業者の進路状況（都道府県別） 

 

   

 

  出所：文部科学省 学校基本調査より作成 

  

都道府県
就  職  者

総　数
(人)

建設業への
就職者数

(人)

就職割合
(％)

【参考】

建設業地元就

職者数(人)

【参考】

地元就職割合

(%)

北海道 10,182 990 9.7% 918 92.7% 9.7% 8.8%

青森 4,092 419 10.2% 223 53.2% 10.2% 12.2%

岩手 3,584 460 12.8% 284 61.7% 12.8% 9.6%

宮城 4,732 463 9.8% 384 82.9% 9.8% 9.2%

秋田 2,641 312 11.8% 225 72.1% 11.8% 12.3%

山形 3,134 359 11.5% 292 81.3% 11.5% 9.3%

福島 5,249 487 9.3% 412 84.6% 9.3% 10.1%

茨城 5,515 423 7.7% 381 90.1% 7.7% 11.9%

栃木 3,821 291 7.6% 244 83.8% 7.6% 9.3%

群馬 3,418 273 8.0% 256 93.8% 8.0% 11.7%

埼玉 8,198 713 8.7% 558 78.3% 8.7% 9.6%

千葉 6,627 571 8.6% 487 85.3% 8.6% 10.2%

東京 6,685 746 11.2% 687 92.1% 11.2% 6.6%

神奈川 5,256 544 10.4% 450 82.7% 10.4% 7.6%

新潟 3,896 491 12.6% 454 92.5% 12.6% 7.3%

富山 2,081 186 8.9% 175 94.1% 8.9% 8.8%

石川 2,208 212 9.6% 197 92.9% 9.6% 15.1%

福井 1,787 180 10.1% 153 85.0% 10.1% 9.8%

山梨 1,480 142 9.6% 126 88.7% 9.6% 6.4%

長野 3,488 329 9.4% 305 92.7% 9.4% 5.9%

岐阜 4,360 324 7.4% 274 84.6% 7.4% 6.2%

静岡 7,140 434 6.1% 395 91.0% 6.1% 7.5%

愛知 11,819 690 5.8% 663 96.1% 5.8% 7.1%

三重 4,209 225 5.3% 193 85.8% 5.3% 4.6%

滋賀 2,284 106 4.6% 94 88.7% 4.6% 5.3%

京都 1,981 140 7.1% 116 82.9% 7.1% 5.8%

大阪 8,613 645 7.5% 581 90.1% 7.5% 6.1%

兵庫 6,319 394 6.2% 338 85.8% 6.2% 7.4%

奈良 1,395 82 5.9% 57 69.5% 5.9% 9.4%

和歌山 1,990 128 6.4% 96 75.0% 6.4% 9.6%

鳥取 1,300 127 9.8% 92 72.4% 9.8% 10.1%

島根 1,434 217 15.1% 159 73.3% 15.1% 9.6%

岡山 4,022 352 8.8% 279 79.3% 8.8% 8.9%

広島 3,515 256 7.3% 224 87.5% 7.3% 12.6%

山口 3,421 261 7.6% 206 78.9% 7.6% 10.4%

徳島 1,535 102 6.6% 76 74.5% 6.6% 11.2%

香川 1,662 170 10.2% 154 90.6% 10.2% 8.6%

愛媛 2,541 245 9.6% 195 79.6% 9.6% 8.7%

高知 1,154 135 11.7% 93 68.9% 11.7% 8.0%

福岡 7,587 706 9.3% 588 83.3% 9.3% 7.6%

佐賀 2,638 314 11.9% 214 68.2% 11.9% 7.7%

長崎 3,962 399 10.1% 178 44.6% 10.1% 9.3%

熊本 4,140 384 9.3% 217 56.5% 9.3% 11.5%

大分 2,771 341 12.3% 240 70.4% 12.3% 11.8%

宮崎 3,241 297 9.2% 168 56.6% 9.2% 9.8%

鹿児島 4,167 402 9.6% 197 49.0% 9.6% 12.8%

沖縄 2,405 294 12.2% 164 55.8% 12.2% 10.2%

計 189,679 16,761 8.8% 13,462 80.3% 8.8% 9.7%

＊就職者には大学及び専修学校等進学者のうち調査期日（5月1日）時点で就職している者を含む。

建設業の割合（建設業就職者÷就職者総数×100）

8.8%

12.2%

9.6%

9.2%

12.3%

9.3%

10.1%

11.9%

9.3%

11.7%

9.6%

10.2%

6.6%

7.6%

7.3%

8.8%

15.1%

9.8%

6.4%

5.9%

6.2%

7.5%

7.1%

4.6%

5.3%

5.8%

6.1%

7.4%

9.4%

9.6%

10.1%

9.6%

8.9%

12.6%

10.4%

11.2%

8.6%

8.7%

8.0%

7.6%

7.7%

9.3%

11.5%

11.8%

9.8%

12.8%

10.2%

9.7%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0%
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④  高校卒業者の就職割合の推移（都道府県別） 

 

                             出所：文部科学省 学校基本調査より作成 

北海道 41.30% 32.43% 27.52% 22.89% 19.98% 20.84% 18.27% 21.89% 22.92% 23.37% △ 17.93

青森 53.15% 44.57% 40.04% 33.14% 29.99% 32.70% 28.54% 31.88% 32.70% 32.61% △ 20.54

岩手 50.07% 40.72% 37.53% 31.91% 29.94% 31.47% 27.13% 29.91% 30.23% 30.62% △ 19.45

宮城 40.61% 32.58% 29.23% 23.20% 21.30% 25.30% 19.93% 23.28% 24.05% 23.87% △ 16.74

秋田 51.69% 41.04% 36.19% 31.93% 30.02% 31.52% 26.75% 29.54% 30.06% 29.68% △ 22.01

山形 49.17% 39.74% 37.18% 32.57% 29.17% 28.86% 25.00% 28.23% 29.64% 29.48% △ 19.69

福島 48.89% 39.32% 37.28% 30.41% 27.86% 30.21% 25.95% 28.53% 28.34% 29.41% △ 19.48

茨城 37.02% 27.89% 24.50% 19.84% 18.89% 20.97% 17.41% 20.00% 20.92% 21.57% △ 15.45

栃木 38.54% 30.47% 27.31% 22.07% 19.90% 22.09% 18.24% 19.81% 22.29% 21.85% △ 16.69

群馬 37.42% 27.27% 24.46% 19.92% 16.76% 17.78% 15.98% 17.89% 18.66% 19.60% △ 17.82

埼玉 29.78% 21.56% 18.92% 14.48% 13.02% 14.57% 12.14% 13.22% 13.96% 14.36% △ 15.42

千葉 26.55% 18.50% 16.54% 12.60% 11.72% 14.14% 11.34% 12.51% 13.17% 13.51% △ 13.04

東京 20.23% 12.81% 10.57% 7.52% 6.82% 7.56% 5.76% 5.89% 6.24% 6.64% △ 13.59

神奈川 22.68% 15.16% 13.68% 9.80% 8.96% 9.66% 7.81% 7.66% 7.80% 8.14% △ 14.54

新潟 42.08% 31.66% 26.13% 20.70% 17.83% 19.32% 15.75% 17.34% 18.93% 19.60% △ 22.47

富山 32.57% 26.12% 22.51% 19.45% 19.38% 20.24% 18.02% 20.60% 22.17% 22.22% △ 10.35

石川 35.55% 27.49% 23.18% 20.64% 19.69% 21.07% 19.29% 20.88% 21.95% 21.41% △ 14.15

福井 35.74% 29.59% 25.90% 24.04% 20.62% 22.40% 19.66% 23.55% 24.00% 23.82% △ 11.92

山梨 32.67% 24.94% 21.35% 17.88% 14.83% 15.60% 14.08% 15.10% 16.63% 17.31% △ 15.36

長野 33.75% 25.50% 21.37% 16.84% 14.61% 15.73% 13.49% 16.38% 18.26% 18.47% △ 15.28

岐阜 40.51% 33.00% 29.54% 25.48% 22.80% 23.77% 20.91% 22.64% 23.23% 23.60% △ 16.91

静岡 35.78% 27.14% 24.28% 21.97% 21.09% 22.91% 20.26% 21.29% 21.50% 22.03% △ 13.75

愛知 31.28% 23.62% 21.32% 18.14% 16.93% 19.43% 16.84% 17.75% 18.64% 18.71% △ 12.57

三重 40.38% 32.15% 28.73% 24.51% 23.42% 26.22% 23.94% 25.24% 26.02% 26.33% △ 14.05

滋賀 32.33% 25.30% 22.93% 17.85% 15.50% 17.44% 15.29% 16.56% 17.46% 18.48% △ 13.85

京都 25.69% 19.48% 15.92% 11.14% 9.73% 9.75% 8.49% 8.42% 8.25% 8.63% △ 17.07

大阪 27.91% 21.04% 17.70% 12.76% 11.30% 12.53% 10.70% 11.19% 11.62% 11.66% △ 16.25

兵庫 27.94% 21.24% 18.14% 13.93% 13.12% 14.71% 12.76% 13.19% 13.56% 13.78% △ 14.17

奈良 24.71% 18.90% 15.51% 11.03% 10.33% 11.78% 10.47% 10.88% 11.83% 11.70% △ 13.00

和歌山 40.43% 31.35% 25.91% 18.53% 17.76% 20.54% 19.00% 20.54% 20.85% 21.86% △ 18.57

鳥取 44.75% 38.30% 33.51% 28.62% 24.58% 24.86% 20.70% 23.81% 24.97% 25.72% △ 19.03

島根 43.14% 33.85% 29.84% 25.27% 22.25% 23.20% 19.93% 21.98% 21.93% 23.19% △ 19.94

岡山 35.25% 28.45% 25.02% 20.80% 19.26% 21.78% 18.84% 21.19% 21.97% 22.81% △ 12.44

広島 26.01% 18.83% 16.80% 13.06% 13.03% 14.16% 12.74% 13.76% 14.38% 14.80% △ 11.21

山口 38.71% 32.01% 28.69% 24.87% 24.85% 28.53% 26.58% 27.82% 28.65% 30.05% △ 8.66

徳島 39.83% 30.56% 27.52% 21.37% 20.53% 21.04% 19.34% 21.67% 22.85% 23.78% △ 16.05

香川 32.90% 25.28% 21.00% 16.42% 15.24% 17.05% 16.06% 18.79% 18.24% 20.11% △ 12.78

愛媛 37.46% 30.78% 26.32% 22.37% 19.88% 22.20% 20.09% 21.64% 21.99% 22.17% △ 15.29

高知 40.11% 31.94% 26.04% 18.44% 15.81% 19.58% 15.85% 17.77% 17.65% 18.32% △ 21.79

福岡 32.81% 25.50% 22.15% 18.52% 16.44% 18.63% 15.91% 17.25% 17.56% 18.07% △ 14.74

佐賀 46.93% 41.05% 37.89% 33.09% 29.31% 32.77% 29.92% 30.98% 32.17% 32.02% △ 14.91

長崎 44.29% 37.44% 34.69% 28.51% 27.25% 31.05% 27.88% 29.59% 29.49% 30.66% △ 13.63

熊本 42.04% 35.18% 32.93% 28.85% 26.94% 29.64% 24.10% 25.31% 25.00% 26.02% △ 16.02

大分 42.13% 35.86% 32.47% 27.77% 25.28% 27.65% 25.13% 26.22% 26.54% 26.35% △ 15.78

宮崎 46.58% 39.52% 35.58% 32.21% 31.32% 32.50% 26.59% 29.65% 29.14% 30.24% △ 16.33

鹿児島 44.88% 36.53% 32.73% 28.13% 26.02% 28.54% 25.14% 26.53% 27.72% 27.39% △ 17.49

沖縄 25.78% 18.42% 20.21% 14.06% 14.83% 17.98% 13.11% 15.24% 16.81% 16.16% △ 9.62

全国 33.07% 25.64% 22.74% 18.43% 16.92% 18.53% 15.78% 16.97% 17.53% 17.82% △ 15.25

＊就職割合＝就職者数÷高卒者数×100　（就職者には大学及び専修学校等進学者のうち調査期日（5月1日）時点で就職している者を含む）

＊赤色は前年度比減、青色は前年度比増を示している。

都道府県
Ｈ27－Ｈ4
(ポイント）Ｈ4 Ｈ7 Ｈ10 Ｈ13 Ｈ16 Ｈ19 Ｈ22 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27
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２.専修学校の状況 

 

 

 

 

（１）専修学校数の推移 

 

   

   

   
出所：文部科学省 学校基本調査より作成 

 

 

 

 

 

 

増減率 増減率

4年度 3,409 - 76 -

7年度 3,476 2.0% 86 13.2%

10年度 3,573 2.8% 125 45.3%

13年度 3,495 -2.2% 123 -1.6%

16年度 3,444 -1.5% 99 -19.5%

19年度 3,435 -0.3% 95 -4.0%

22年度 3,311 -3.6% 79 -16.8%

25年度 3,216 -2.9% 73 -7.6%

26年度 3,206 -0.3% 73 0.0%

27年度 3,201 -0.2% 73 0.0%

全学校数
うち土木・建

築系学科学

校数

年度

○専修学校数は、全学校数、土木・建築系学科学校数ともに平成 24 年度以降、減少傾

向からほぼ横ばいの傾向となっている。 

○専修学校生徒数は、全生徒数及び土木・建築生徒数ともに平成 21 年度以降、横ばい

から増加の傾向となっている。 
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（２）専修学校生徒数の推移 

   

 

   

出所：文部科学省 学校基本調査より作成 

  

（人数：千人）

増減率 増減率 増減率

4年度 862 - 220 - 31.9 -

7年度 813 -5.6% 171 -22.3% 34.9 9.5%

10年度 761 -6.4% 156 -8.8% 31.2 -10.8%

13年度 752 -1.1% 133 -14.5% 19.6 -37.0%

16年度 792 5.3% 125 -6.0% 16.9 -13.7%

19年度 703 -11.2% 95 -24.0% 11.8 -30.5%

22年度 638 -9.3% 80 -16.0% 8.4 -28.7%

25年度 660 3.5% 81 1.1% 9.2 9.8%

26年度 659 -0.1% 83 2.0% 10.2 10.8%

27年度 656 -0.5% 83 0.0% 11.4 11.3%

年度 全生徒数
工業関係
生徒数

土木建築
生徒数
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３.建設業への就職状況 

 

 

 

 

（１）高校及び工業系学科からの建設業への就職者 

   

   

   

   
出所：文部科学省 学校基本調査より作成 

高卒
就職者数(人)

増減率 増減率
対高卒就職者

割合
増減率

対高卒就職者

割合

597,658 33,591 5.6% 16,829 2.8%

- - - - -

407,914 40,264 9.9% 19,952 4.9%

-31.7% 19.9% 18.6%

327,672 28,615 8.7% 14,112 4.3%

-19.7% -28.9% -29.3%

244,505 20,788 8.5% 10,139 4.1%

-25.4% -27.4% -28.2%

208,903 15,857 7.6% 7,867 3.8%

-14.6% -23.7% -22.4%

212,600 12,312 5.8% 6,338 3.0%

1.8% -22.4% -19.4%

168,673 13,697 8.1% 7,707 4.6%

-20.7% 11.2% 21.6%

184,603 15,724 8.5% 8,383 4.5%

9.4% 14.8% 8.8%

183,584 16,818 9.2% 8,867 4.8%

-0.6% 7.0% 5.8%

189,679 16,761 8.8% 9,031 4.8%

3.3% -0.3% 1.8%

工業系高校卒業の
建設業就職者数(人)

13年度

10年度

7年度

4年度

年度

高校卒業の
建設業就職者数(人）

16年度

27年度

26年度

25年度

22年度

19年度

○高校全体及び工業系学科からの建設業への就職者数は、大幅に減少してきたが、平

成 21 年度以降は増加傾向となっている。 
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出所：文部科学省 学校基本調査より作成 
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(２) 平成 27 年 3 月高卒就職者の建設業への就職状況（都道府県別） 

 

   

出所：文部科学省 学校基本調査より作成 

  

都道府県
高卒者数

(人)

大学等
進学者

(人)

専修学校等
進学者

(人)

就  職  者
(人)

その他
(人)

北海道 43,567 18,455 11,983 10,179 2,950 23.4% 17.7%

青森 12,547 5,522 2,471 4,054 500 32.3% 16.0%

岩手 11,705 4,993 2,828 3,570 314 30.5% 27.3%

宮城 19,825 9,671 4,600 4,719 835 23.8% 30.1%

秋田 8,899 3,953 1,963 2,637 346 29.6% 26.1%

山形 10,632 4,794 2,521 3,127 190 29.4% 25.9%

福島 17,847 7,901 4,223 5,224 499 29.3% 30.3%

茨城 25,563 12,699 6,195 5,496 1,173 21.5% 30.6%

栃木 17,491 9,099 3,583 3,805 1,004 21.8% 18.0%

群馬 17,441 9,087 4,380 3,370 604 19.3% 18.3%

埼玉 57,093 32,684 13,258 8,162 2,989 14.3% 22.0%

千葉 49,065 27,214 12,159 6,621 3,071 13.5% 20.1%

東京 100,635 67,207 18,544 6,669 8,215 6.6% 23.7%

神奈川 64,590 39,856 13,569 5,256 5,909 8.1% 29.6%

新潟 19,873 9,285 6,033 3,890 665 19.6% 14.6%

富山 9,365 4,870 2,288 2,063 144 22.0% 22.8%

石川 10,314 5,603 1,929 2,206 576 21.4% 23.2%

福井 7,503 4,147 1,307 1,785 264 23.8% 25.6%

山梨 8,549 4,877 2,003 1,476 193 17.3% 21.8%

長野 18,887 9,081 5,456 3,483 867 18.4% 11.7%

岐阜 18,477 10,357 3,325 4,347 448 23.5% 13.8%

静岡 32,404 17,450 6,435 7,134 1,385 22.0% 11.7%

愛知 63,156 37,139 11,857 11,785 2,375 18.7% 8.6%

三重 15,988 8,237 3,014 4,206 531 26.3% 18.5%

滋賀 12,360 6,865 2,553 2,283 659 18.5% 26.3%

京都 22,966 15,249 4,388 1,977 1,352 8.6% 18.7%

大阪 73,852 43,896 15,937 8,607 5,412 11.7% 22.0%

兵庫 45,872 27,886 9,344 6,311 2,331 13.8% 23.5%

奈良 11,920 7,152 2,480 1,394 894 11.7% 18.4%

和歌山 9,102 4,333 2,270 1,984 515 21.8% 17.3%

鳥取 5,055 2,121 1,520 1,295 119 25.6% 23.8%

島根 6,183 2,862 1,683 1,433 205 23.2% 21.4%

岡山 17,631 8,936 3,820 4,020 855 22.8% 22.0%

広島 23,758 14,263 5,417 3,475 603 14.6% 19.6%

山口 11,384 4,944 2,766 3,371 303 29.6% 8.1%

徳島 6,455 3,188 1,528 1,532 207 23.7% 6.6%

香川 8,263 4,226 1,989 1,662 386 20.1% 13.5%

愛媛 11,462 5,959 2,775 2,516 212 22.0% 14.3%

高知 6,299 2,954 1,878 1,154 313 18.3% 19.3%

福岡 41,993 22,797 9,547 7,574 2,075 18.0% 21.8%

佐賀 8,239 3,581 1,997 2,524 137 30.6% 21.5%

長崎 12,924 5,334 3,278 3,913 399 30.3% 29.3%

熊本 15,911 7,253 4,075 4,113 470 25.9% 29.4%

大分 10,517 4,943 2,589 2,746 239 26.1% 29.6%

宮崎 10,716 4,670 2,563 3,225 258 30.1% 23.8%

鹿児島 15,214 6,417 4,249 4,154 394 27.3% 30.5%

沖縄 14,884 5,928 4,623 2,378 1,955 16.0% 32.3%

計 1,064,376 579,938 239,193 188,905 56,340 17.7% 23.4%

＊就職者には大学及び専修学校等進学者のうち調査期日（5月1日）時点で就職している者を含む。

就職者の割合（就職者÷高卒者数×100）

17.7%

16.0%

27.3%

30.1%

26.1%

25.9%

30.3%

30.6%

18.0%

18.3%

22.0%

20.1%

23.7%

29.6%

14.6%

22.8%

23.2%

25.6%

21.8%

11.7%

13.8%

11.7%

8.6%

18.5%

26.3%

18.7%

22.0%

23.5%

18.4%

17.3%

23.8%

21.4%

22.0%

19.6%

8.1%

6.6%

13.5%

14.3%

19.3%

21.8%
21.5%

29.3%

29.4%

29.6%

23.8%

30.5%

32.3%

23.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%
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（３）高卒就職者における建設業就業者割合の推移（地域別） 

  

   

出所：文部科学省 学校基本調査より作成 
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（４）学歴別建設業入職者数の推移 

 

   

  

出所：文部科学省 学校基本調査より作成 

増減割合 増減割合 増減割合 増減割合 増減割合 増減割合

62,774 33,591 20,677 1,085 6,153 752
- - - - - -

78,581 40,264 28,281 1,770 6,580 1,177
25.2% 19.9% 36.8% 63.1% 6.9% 56.5%
58,526 28,615 23,161 1,919 3,538 787
-25.5% -28.9% -18.1% 8.4% -46.2% -33.1%
42,346 20,788 16,589 1,915 1,995 570
-27.6% -27.4% -28.4% -0.2% -43.6% -27.6%
32,859 15,857 13,255 1,877 914 465
-22.4% -23.7% -20.1% -2.0% -54.2% -18.4%
32,816 12,312 16,425 2,381 738 498
-0.1% -22.4% 23.9% 26.9% -19.3% 7.1%
31,193 13,697 13,826 2,396 428 442
-4.9% 11.2% -15.8% 0.6% -42.0% -11.2%
37,024 15,724 17,033 2,955 435 528
18.7% 14.8% 23.2% 23.3% 1.6% 19.5%
40,053 16,818 18,942 2,889 468 588
8.2% 7.0% 11.2% -2.2% 7.6% 11.4%

40,343 16,761 19,342 2,792 510 590
0.7% -0.3% 2.1% -3.4% 9.0% 0.3%

-22,431 -16,830 -1,335 1,707 -5,643 -162
-35.7% -50.1% -6.5% 157.3% -91.7% -21.5%

＊赤は30%以上の増減率

4年度との比較

（27年度）

16年度

13年度

27年度

26年度

25年度

22年度

19年度

短期大学
高等専
門学校

4年度

10年度

7年度

全入職者数
高等学校 大学 大学院年度
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３．職業能力基準関連資料 

 

 〇職業能力評価基準リーフレット（中央職業能力開発協会） 

 

 〇大工技能者職業能力基準（木造技能者育成検討委員会） 

  ・大工技能者職業能力基準（案）技術・技能 

  ・大工技能者職業能力基準（案）職業意識 

  ・大工技能者職業能力評価シート 

 

 〇技能検定の概要 

 

 〇建設業の業種別団体・資格等・登録基幹技能者一覧 

 

 

 

 

  

 



職業能力評価基準の
ご案内

中央職業能力開発協会

見える化

職業能力評価基準の
ご案内
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職業能力評価基準

今 求 られている人材マネジメントめ、今 求 られている人材マネジメントめ

▪

▪
▪

▪
▪
▪

～自社が従業員に求める職業能力や人材像の明確化、
　　　公正な人事評価制度の構築、人材育成体系の効果的設計～

客観的で具体的な能力評価の共通言語・ものさしにより

企業の人材ニーズと従業員の職業能力の整合を図ることができれば、
相乗効果により大きな力となり、企業価値向上の実現に繋がる

この実現のために　　　　　　　　　　　　　のご活用を提案します。

自社が求める能力要件を具体的に示したい
従業員が納得できる評価基準を整備したい
従業員の能力を客観的に把握し、効果的に
人材育成を行いたい

どのように仕事をすれば企業から評価され
るのか知りたい
キャリア形成の目標・指針がほしい
自身の能力を客観的に把握したい

昨今の企業を取り巻く厳しい環境の中における雇用システムの構造的な変化により、企業の人事システ
ムも個人の能力や仕事の成果に基づくものへと変わってきています。このため、企業は従業員に求める職
業能力を、従業員は自らの職業能力を 互いに分かりやすい形 で示せるような共通言語の整備が重要になっ
ています。

厚生労働省では、働く人の能力が適正に評価され、一人ひとりの能力が最大限に発揮される社会の実
現を目指しそのインフラ整備を推進しています。この職業能力評価基準は、能力を適正に評価するため
の公正で透明性の高い仕組みづくりのために平成14年度から策定されているものです。

職業能力評価基準は、仕事をこなすために必要な「知識」と「技能・技術」に加え、成果につながる
典型的な「職務行動例」について、担当者から組織部門責任者までの4つのレベルを設定し、業種別、職種・
職務別に整理・体系化しています。

企業において期待される責任・役割の範囲と職務のレベルに応じて必要な職業能力を記述しています。

仕事の内容を　職種　→　職務　→　課業（能力ユニット）　→　能力細目　へ細分化し、課業（能力ユニット）ごとに求
められる職業能力を記述しています。企業の実態に応じて必要な能力ユニットを組み合わせたり、評価基準をカスタマイ
ズして人事評価や人材育成の指針等として利用することが可能です。

仕事を効果的、効率的に遂行するために保有すべき「知識」と「技能・技術」に加え「成果につながる行動」を具体的に
記述しています。

業界団体との連携によって、実際の企業の現場を調査することにより作成されているため、業界が求める人材ニーズに即
した内容が掲載されています。

今、求められている人材マネジメント

企業は 従業員は

職業能力評価基準

職業能力評価基準とは

職業能力評価基準の特徴
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o e

職　務 能力細目

能力細目

職務遂行のための基準

職務遂行のための基準

共通能力ユニット

選択能力ユニット

職　務

職　種

職　務

共通能力ユニット

選択能力ユニット

能力細目

必要な知識

職務遂行のための基準

職業能力評価基準の構成

全体構成（様式1）

能力ユニット別職業能力評価基準（様式3）

職務概要書

職種別能力ユニット一覧（様式2）

全体構成（様式1） 職種別能力ユニット（様式2） 能力ユニット別職業能力評価基準（様式3）

様式1では、職種を「職務」×「レベル」の
マトリックスとして体系化し、全体構成とし
て一覧を示しています。

様式2では、職務構成や一人ひとりの職務
内容の違いを能力ユニットの組み合わせ
により反映できるように「職種別能力ユ
ニット一覧」として示しています。

各様式のほかに、「職務」について、その
概要、仕事内容、求められる経験・能力、
関連する資格等についてとりまとめてい
る「職務概要書」もご参照ください。

様式3は、Plan（計画）-Do（実行）-See（評価）とい
う仕事のサイクルに沿って設定されており、この
サイクルに沿って能力ユニットを「能力細目」に
細分化し、各細目ごとに「職務遂行のための基準」
を記述しています。
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▪

▪ ▪

▪
▪
▪
▪
▪
▪
▪

▪

▪
▪
▪
▪
▪

▪
▪
▪
▪
▪
▪
▪

▪
▪
▪
▪
▪
▪
▪
▪
▪

▪
▪
▪
▪
▪
▪
▪
▪
▪
▪
▪
▪

▪
▪
▪
▪
▪
▪
▪
▪
▪
▪
▪
▪
▪

この職業能力評価基準は、これまでに業種横断的な事務系職種のほか53の幅広い業種にわたり272職
種626職務約6,800ユニットの整備を完了しています。（平成27年5月末現在）

職業能力評価基準はすべてインターネット上で公開しており、無料でダウンロードいただくことが可
能です。
また、実際に多くの企業において様々な用途でご使用いただいている豊富な活用事例も公開しておりま

す。詳しくは、下記をご覧ください。

電気機械器具製造業
プラスチック製品製造業
フルードパワー分野
ファインセラミックス製品製造業
自動車製造業（「組立」職種）
光学機器製造業
パン製造業
軽金属製品製造業
鍛造業
金属プレス加工業
石油精製業
ねじ製造業

▪鋳造業

スーパーマーケット業
卸売業（食品・菓子・雑貨等）
DIY業
コンビニエンスストア業
専門店業

▪百貨店業（「販売」職種）
（「店舗マネジメント」職種）

クレジットカード業
▪信用金庫業

ホテル業
市場調査業
外食産業
広告業
フィットネス産業
クリーニング業
在宅介護業
ボウリング場業
写真館業
産業廃棄物処理業
ビルメンテナンス業
旅館業
施設介護業

▪添乗サービス業

印刷業
アパレル分野
エンジニアリング業
自動販売機製造・管理運営業
イベント産業
プラントメンテナンス業
ウェブ・コンテンツ制作業

（モバイル）

経営戦略
人事・人材開発・労務管理
企業法務・総務・広報
経理・財務管理
経営情報システム
営業・マーケティング・広告
生産管理
ロジスティクス
国際事業

総合工事業
鉄筋工事業
型枠工事業
防水工事業
左官工事業
造園工事業
電気通信工事業

ロジスティクス分野
【運送業・倉庫業】

マテリアル・ハンドリング業
事務系職種のほか  計53業種

（H27.06）

職業能力評価基準 検 索又は、

〔お問い合わせ先〕

〒160-8327　東京都新宿区西新宿7-5-25　西新宿木村屋ビルディング11階
TEL 03-6758-2815／2817　  FAX 03-3365-2716
メールでのお問い合わせはホームページをご覧ください。

能力開発支援部  評価制度開発課
中央職業能力開発協会

屋外広告業

製造業関係

卸売・小売業関係

金融・保険業関係

サービス業関係

その他

職業能力評価基準の整備状況（平成27年5月現在）

事務系職種

建設業関係

運輸業関係

当協会では、厚生労働省の委託を受け職業能力評価基準を
策定するとともに、普及促進を図っています。

http://www.hyouka.javada.or.jp/  

▪ディスプレイ業
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大工技能者　職業能力基準　（技術・技能）　枠組（案）

● 服装・装具・保護具、工具の正しい取扱いができる ● ← ● 服装・装具・保護具、工具の正しい取扱いの指導ができる ● ←
● ● ← ● ● ←

● ● 手道具の使い方と手入れ方法を理解して、一通りできる ● 手道具の使い方と手入れに習熟している ●
＜手道具＞

● ● ● 木工機械の使い方を修得している ● 自在に木工機械を操り、木材加工ができる。

＜木工機械＞ ● 木工機械の使用方法を第三者に正しく説明、指導できる

● ● 道具、丸のこ、釘打ち機を自在に扱える

● ● のみ、かんなの研ぎができる ● 道具の手入れ、研ぎ等を第三者に正しく指導できる

● ● ● 住宅に用いる様々な木材の樹種を理解し扱える ● 樹種の性質を第三者に正しく説明できる

● 構造材の名称が分かる ● 「劣化の軽減」や防腐・防蟻措置の知識がある ● 必要に応じてＤ１樹種や薬剤処理材を使用できる ● 木材の手配、加工方法、仕上げ方法の総合的な知識

● 住宅部材の名称が分かる ● ● 主な建材の特性・知識がある ● 材の見立て、樹種の選択についての総合的な知識

● 建材の知識、性能を第三者に正しく説明できる

● 木の特性（木表・木裏、元・末、心材・辺材）を理解している ● 木材の基礎知識（乾燥・収縮・強さ）がある。 ● 丸太や曲がり材の知識があり、自在に加工できる

● 伏図が読み取れる ● 簡単な伏図が作成できる ● 各階の伏図が作成できる ● 伏図作成にあたり、力の流れを第三者に正しく説明できる

● 軸組図が作成できる ● 木取りができる

● 構造材の木拾いができる ● 住宅1棟の見積ができる

● 木工事の見積ができる

● 設計図面が読み取れる ● 設計図書・仕様書を理解できる

● 指示を受けて、木造住宅の設計補助ができる ● 木造住宅の設計補助ができる ● 木造住宅の設計及び申請業務ができる

● 指示を受けて、簡単な原寸型板を基に、加工ができる ● 原寸型板を基に、加工ができる

● 簡単な原寸型板が作成できる ● 単一部品の原寸型板が作成できる ● 全体構成を考え、原寸型板を作成できる

● 他業種と相番で仕事できる ● 他業種と協議により相番の日取りを調整できる ● 他業種と納まり等の協議、検討ができる

● 指示を受けながら、簡単な墨付けができる ● 簡単な墨付けができる ● 住宅1棟分の墨付けができる ● 丸太や太鼓梁を使用した住宅の墨付け、加工ができる

● 指示を受けて、一定の継手・仕口の加工ができる ● 一定の仕口・継手の加工ができる ● 構造材の仕口・継手を理解し加工ができる ● 構造材の加工方法を第三者に正しく指導できる

　（ほぞ穴、蟻、鎌等） 　（ほぞ穴、蟻、鎌等） ● 指示を与え、加工のミスや問題点を指摘できる

● 柱などの仕上げ加工ができる。（機械および手加工）

● 指示を受けて、地縄張りができる ● 地縄張りができる ● 現場と地縄の整合性を判断できる。 ● 各関係者と協議し、地縄の変更ができる

● 指示を受けて、水盛り・遣り方ができる ● 水盛り・遣り方ができる

● 材料の指示を受けて、運搬ができる ● 作業を見ながら、判断して材料の運搬ができる

● ● 作業手順を理解し、構造部材の建て方ができる ● 建物仕様を理解し、正確に構造部材の建て方ができる ●

● 建て入りの確認、建て入れ直しができる

● 指示に従って、接合金物の取付ができる ● 作業手順を理解して接合金物の取付ができる ● 接合金物の位置、仕様を理解して取付ができる ● クレテック等の種々の金物工法へ対応を指示できる

● 指示に従って、土台の据付ができる ● 作業手順を理解して土台の据付ができる ● 土台の役割を理解して据付ができる ●
● 指示に従って、筋かいの取付ができる ● 金物使用法を理解して筋かいの取付ができる ● 仕様を理解して筋かいの取付ができる

● 土台、柱、床組等の防腐・防蟻処理ができる

● 材料の指示を受けて、運搬ができる ● 次の作業を判断して材料の運搬ができる

● 指示に従い、下地材の取付ができる ● 作業手順を理解し、下地材の取付ができる ● 建物仕様を理解して、正確に下地材を取付できる

● ●
● 指示に従い、防水紙の張込みができる ● 作業手順を理解し、防水紙の張込みができる

● ● ● 内外装の改修に伴う解体作業ができる ●
● 水平垂直が見れる

● 建物を見て構造が想定できる ● 仕上がりをみて下地が想像できる

● 木製建具の切込調整ができる ● 不具合をみて原因が想定できる

● アルミサッシの調整ができる ● 改修工事に伴う作業手順が分かる

● 指示に従い、サッシ取付部の防水処理ができる ● 作業手順を理解し、サッシ取付部の防水処理ができる

● 指示に従い、アルミサッシの取付ができる ● 作業手順を理解し、アルミサッシの取付ができる

● ● ●

● ● フローリング張りができる ● ロスや割付を判断し、フローリング張りができる ● 無垢材を用いて床、壁、天井の仕上げができる

● 化粧板の割付の判断ができる

● ●
● 大壁仕様の洋間造作の加工・取付ができる ● 大壁仕様の和室造作の加工、取付が出来る。 ● 真壁仕様の和室造作ができる

● 既製の枠材等を取付け造作ができる ● 枠材等を図面から拾出し、加工、組立、取付が出来る

● ● 既製の家具部材を組立できる ● 家具部品を作成して取付けできる ● 作り付け家具を加工し取付けられる

（建具、システムキッチン、洗面化粧台など）

● プレカットされた階段を組立て手順に従って取り付けられる ● 折れ階段を墨付け、加工し取り付けられる ● ストリップ階段を加工、取り付けられる

● 直階段を墨付、加工し取り付けられる

○ 枠組壁工法に用いる木材の種類を理解している ○ 構造材の仕口・継手の工作方法を理解している ○
○ 壁・床パネルに必要な釘と金物の種類を理解している ○ 開口部を含め内外装の工作法を理解している ○

○ 指示に従い床・壁パネルを組み立てられる ○ 作業手順を理解して、壁・床パネルを組み立てられる ○ 壁パネルに加え、床組の加工、組み立てができる ○
● ● 断熱施工を正確にできる ● 断熱施工を理解し、仕様を決定できる

● 手摺の加工・取付ができる ● ●

● プレカットの納まり、継手・仕口が分かる ● 住宅の架構の構造的理解がある ● 住宅の架構を自在に組み立てることができる

● 木材にかかる力の種類（圧縮､引張､曲げ､せん断）

● 基準法に基づく壁量計算、4分割法の理解

● 性能表示の存在壁量、必要壁量の考え方

● 火打ちの役割と配置 ● 水平構面の基礎的な理解 ● 水平構面の役割、耐力壁線を理解している

● Z,D,Sマーク金物の違いを理解している ● 基準法に基づく接合部の仕様の理解

● スパン表の基礎的な理解 ● スパン表の活用ができる

● 労働安全衛生法に関する法規の基礎的な理解 ● ← ● ←
● 建築関連法規の概要の理解 ● 建築の業務に関する法規の基礎的な知識 ● 建築基準法・告示レベルの理解

● 建設業法に基づく請負契約 ● 瑕疵担保責任履行法（瑕疵担保責任10年間義務化） ● 建設業法

● 都市計画に関する法規の基礎的な理解 ● 木造住宅の構造・設備に関する理解 ● 行政施策の情報収集と対応提案

○ ３級建築大工技能士 ○ ２級建築大工技能士 ○ １級建築大工技能士 ※ 職業訓練指導員

○ 技能士補

◎ 安全衛生教育（雇入れ時） ◎ ◎ ◎

◎ ◎ ※

◎ ◎

◎ 足場の組立て等作業従事者特別教育 ◎ 足場の組立等作業主任者技能講習

◎ ◎

◎ ◎

◎ 木造建築物の組立て等作業主任者技能講習

※ ２級建築施工管理技士(建築） ○ 主任技術者 ○ １級建築施工管理技士

○ ２級建築施工管理技士(躯体） ○ 登録建築大工基幹技能者

※ ２級建築施工管理技士(仕上げ） ※ 監理技術者

※ 主任技術者

※ 木造建築士 ※ ※ １級建築士

○ 普通自動車免許

○ 準学士レベル ○ 学士レベル ○ 修士レベル

＜資格 凡例＞　◎：仕事をする上で必須の資格　　○：取得する事が望ましい資格　　※：ステップアップしていく上で望ましい資格

大工技能者および派生・専門職種の技能範囲

※ 技能の修得は必要はないが、知識・経験として理解している

●

学校教育法

社寺等伝統系大工 ●

標準大工（大工見習い）

２×４大工

フレーマー（建て方大工）

木材加工大工

内装・造作大工

リフォーム系大工

●

● ●

指導員

●

●

●

●

● ●

●

● ●

●

●

●

●

●

●

● ● ●

破風・鼻隠しの加工・取付作業ができる

構造用合板、普通合板、耐水性合板、コンパネ等の知識
がある

＜電動・エア工具＞

移動式クレーン特別教育（1ｔ未満）

［共通］
基本

２級建築士

●

［施工］
2×4

丸ノコ、タッカ、電気ドリル、釘打ち機、インパクトドライバ、イン
パクトレンチ、コンプレッサ、レーザ水準器、振動ドリル

［施工］
仕上

●

●

［施工］
手刻

ﾘﾌｫｰﾑ

●

（根太掛、根太、間柱、窓まぐさ、２階根太､胴縁、縦胴縁、構
造用合板、たるき、野縁、野縁受けなど）

職長・安全衛生責任者教育

自由研削といしの取替え等の業務特別教育

手押しカンナ、自動カンナ（プレ-ナー）、角ノミ、大入れルー
ター、ホゾ取り機、万能木工機、モルダー、超仕上げかんな盤
等

小型移動式クレーン技能講習（1ｔ以上5ｔ未満）

住宅に用いる一般的な木材の樹種を理解して扱える

サイディング張りができる

職長・安全衛生責任者教育（再）

トラス等の小屋組の形式や使用する金物を理解している

和室の造作

枠材の加工・取付

リフォーム

工程を考慮し、構造部材の建て方の指示ができる

（土台、柱、梁・胴差・桁類、大引、小屋梁、小屋束、母屋、棟
木など）

（土台、柱、梁・胴差・桁類、大引、小屋梁、小屋束、母屋、棟
木など）

建てられた時代の架構形式を理解し、必要な構造補強を
指示できる。

作業手順を理解して、構造用合板、石膏ボードを張り付け
られる

（根太掛、根太、間柱、窓まぐさ、２階根太､胴縁、縦胴縁、構
造用合板、たるき、野縁、野縁受けなど）

ロスを判断し、仕様を理解して構造用合板、石膏ボードを
張り付けられる

軒仕舞

（根太掛、根太、間柱、窓まぐさ、２階根太､胴縁、縦胴縁、構
造用合板、たるき、野縁、野縁受けなど）

指示に従い、手順を確認しながら、軒仕舞の作業ができ
る

屋根下地

指示に従い、作業手順を確認しながら、構造部材の建て
方ができる

指示に従い、作業手順を確認しながら、フローリング張り
ができる

指示に従い、手順を確認しながら、サイディング張りがで
きる

水平構面

壁仕上げ

階段の加工・取付

天井仕上げ

外部仕上げ

省エネ構造
バリアフリー施工

法適合性
コンプライアンス

耐力壁
木質構造理解

各部
（床、壁、天井、外

部）の仕上げ

造作物加工・取付

電動工具の使い方と手入れ方法を修得している

天井下地

地縄張り

床下地

床組

各職方との連携

土台組

水盛り・遣り方

図面の理解・作成

伏図・木拾い

設計図書

木材・木造知識

樹種

木材知識

特性

原寸型板作成

構造材の加工

墨付け

構造材加工

＜電動・エア工具＞

内部真壁の住宅、太鼓梁を用いた住宅、入母屋の住宅
などの墨付から木材加工、造作までに対して、一般的
な早さ・精度がある

構造材にプレカットを使用し、一部造作・枠材の加工
が必要な住宅において、一般的な早さ・精度がある

構造材のプレカット、既製の建材部品を使用した住宅
において、ロスを考慮した正確な取付けができ、一般
的な早さ・精度がある

区分の目安
（職務概要）

木材や架構の基礎的な知識がある。　簡単な継手・仕
口の加工作業を知っている。　大工道具,電動工具の安
全な使い方を知っている。

作業工程・役割を理解し、プレカットされた部材を用
い住宅の建て方、下地取付、仕上げ作業が出来る。

のみ、かんな、のこ、げんのう、墨つぼ、墨差、下げ振り、スコ
ヤ、差しがね

足場と高所での安全作業、危険予知、建設機械等の災害防
止、応急処置に関する正し知識がある

手道具の使い方と手入れを第三者に正しく指導すること
ができる＜手道具＞

親方（棟梁）を補佐、または親方（棟梁）の代理とし
て設計・営業を行う。工事管理を行う。技能、知識を
第三者に正しく説明、指導ができる。

住宅一棟分の伏図の作成、木拾い、構造材の加工がで
きる。手元への指示、各職方との段取りの調整ができ
る。

生産レベルの目安
（作業の精度・早さ）

構造材のプレカット、既製の建材部品を使用した住宅
において、上司の指示を受け、手順を確認しながら作
業を行うことができる

安全衛生作業法

のみ、かんな、のこ、げんのう、墨つぼ、墨差、下げ振り、スコ
ヤ、差しがね

足場と高所での安全作業、危険予知、建設機械等の災害防
止、応急処置について指導ができる

一般的な電動工具が使える

道具の知識・管理

手道具

工具の扱い

電動工具
木工機械

のみ、かんなの研ぎの知識がある

一般的な手道具を使える

＜手道具＞

のみ、かんな、のこ、げんのう、墨つぼ、墨差、下げ振り、スコ
ヤ、差しがね

丸ノコ、タッカ、電気ドリル、釘打ち機、インパクトドライバ、イン
パクトレンチ、コンプレッサ、レーザ水準器、振動ドリル

道具、丸のこ、釘打ち機を安全に使用できる

上級熟練大工

経験年数（目安） ～５年 ５年～ １０年～

大工技能者
対象イメージ

訓練校で訓練中の大工や見習いとして修業中の大工
訓練校での訓練（2～3年制）を修了し、現場での経験
を積んだ工務店大工／一人親方

レベル６

165

EQF レベル３ レベル７レベル４

工務店大工／一人親方工務店大工／一人親方

130

★★★

職業レベル レベル１ レベル２ レベル３

（土台、柱、梁・胴差・桁類、大引、小屋梁、小屋束、母屋、棟
木など）

基礎・土台の墨出し、金物位置の調整・穴あけの位置の
指示ができる

（土台、柱、梁・胴差・桁類、大引、小屋梁、小屋束、母屋、棟
木など）

１５年～

名称 見習い大工 標準大工 上級大工

レベル４

級数 ― ★ ★★

レベル５

賃金指標（目安） 65 100

作業手順を理解し、内装の改修に伴う解体作業ができる

●

［計画］
設計
法規

指示に従い、作業手順を確認しながら、断熱施工ができ
る

高所作業車運転技能講習(10ｍ以上）

指示に従い、作業手順を確認しながら、構造用合板、石
膏ボードを張り付けられる

小屋組、階段に関する一般的な規矩術を理解している

壁・床パネルに加え、小屋組みの加工、組立てができる

指示に従い、作業手順を確認しながら、内装の改修に伴
う解体作業ができる

床の段差解消、通路の拡張などを建物構造を理解して上
で改修ができる

床材の厚さを考慮した施工計画を立て、段差なく仕上げ
る事ができる

［施工］
躯体

［施工］
現場

●

● ●

○

○

●

●

●

●

●

●

●

●

資格

建設業法

建築士法

その他

丸のこ等取扱査業者安全衛生教育（特別教育に準じる教育）

上級大工・上級熟練大工

●

●

労働安全衛生法

●

●

●

［共通］
手道具
木材

職長・安全衛生責任者教育（再）

玉掛特別教育（１ｔ未満） 玉掛技能講習（１ｔ以上） ＲＳＴ講座・新ＣＦＴ講座

高所作業車運転特別教育(10ｍ未満）

樹種（スギ、ヒノキ、ベイマツ、ケヤキ、クリ）の知識がある

指示に従い、作業手順を確認しながら、既製の家具部材
を組立できる。

開口部・金属製建具工事

床仕上

バリアフリー施工

２×４ フレーミング

省エネルギー施工

作り付け家具の
加工・取付

各部
（床、壁、天井、屋

根）の下地

壁下地

軸組

地縄
水盛り・遣り方

建て方

小屋組み

架構・接合部

職業能力開発促進法

外壁下地

木造の基礎知識
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大工技能者　職業能力基準　（職業意識）　枠組（案）

● 就業規則や工事関連の諸ルール及び法令につ
いて、内容を理解している。

● 就業規則や工事関連の諸ルール及び法令につ
いての内容を理解して、遵守している。 ←

● 就業規則や工事関連の諸ルール及び法令につ
いての内容を理解し、他者の範となるように
行動で示し、指導している。

● 普段顔を合わせる範囲で、現場の利害関係者
を理解している。

● 建て主、設計者及び元請等の利害関係者を理
解している。

←
● 建て主、設計者及び元請等の利害関係者を理

解して、連携が取れている。

● 仕事に関する法的または倫理的な事項につい
て、過去の問題となった具体例（事例）を
知っている。

←

● 仕事に関する法的または倫理的な問題につい
ての具体例（事例）を理解し、それが現場に
及ぼす影響を理解している。

● 仕事に関する法的または倫理的な問題につい
ての具体例（事例）を理解し、現場に及ぼす
影響や対処法を検討している。

● しなければならない仕事の手順を故意に省く
ことなく、指示されたとおりに正確に作業を
行っている。

● しなければならない仕事の手順を故意に省く
ことなく、正確に作業を行っている。 ←

● しなければならない仕事の手順の内容を理解
し、他者の範となるように行動で示し、指導
している。

● 指示された仕事が社会的道徳や環境、安全な
どと明らかに矛盾する場合には、その矛盾点
を指摘できる。

● 遂行すべき仕事が社会的道徳や環境、安全な
どと明らかに矛盾する場合には、矛盾点を指
摘し、上司の判断を仰ぎ、問題解決を行って
いる。

● 遂行すべき仕事が社会的道徳や環境、安全な
どと明らかに矛盾する場合には、たとえ大き
な成果が得られそうな場合であっても断念し
ている。

←

● 不測の事態に面しても直ちに報告し、上司の
指示に従い冷静に行動できる。

● 不測の事態に面しても直ちに報告し、上司の
判断を仰ぎ、適切な問題解決を行っている。

● 不測の事態に面しても冷静な現状分析に基づ
き、適切な問題解決を行っている。

←

● 始業時間や休憩時間、就業規則、諸規定、作
業所ルール等をきちんと守り、現場の一員と
して行動している。

←

● 始業時間や休憩時間、就業規則、諸規定、作
業所ルール等を遵守し、他の作業者にも知ら
せて現場の統率を取っている

←

● 作業が円滑に進むように、上司や同僚と常に
情報を共有し、協力して仕事を進めている。 ←

● 作業全体が円滑に進むように、情報を共有し
て協力できる環境を築いており、他の作業者
の作業状況を観察する等してアドバイスして

←

● 自分の担当作業をきちんと行ったうえで、余
力がある場合には進んで周囲の仕事を手伝っ
ている。

← ← ←

● 自分勝手な単独行動をとることなく、周囲に
気を配っている。

● チームワークを取るために後輩や同僚等との
雑談や話の輪に加わろうと努力している。

● お互いに協力し合って、作業者同士の良好な
関係を保っている。

● 作業者同士のチームワークが取れているかを
観察し、良好な関係が保てるように調整して
いる。

● 休みを取る場合は事前に上司に休暇願を提出
して承認を得ており、仕事を無断で休んで段
取りや工程計画に影響を与えない。

← ← ←

● 自分から明るく元気のよい挨拶をし、上司な
どからの問いかけにはハキハキ答えている。

● 現場において上司や作業者達とともに他職種
の人達と積極的にコミュニケーションの場に
参加している。

←

● 工事終了後も利害関係者及び現場関係者と良
い人間関係を維持するように意思疎通を図
り、コミュニケーションを活発にしている。

● 業務上の報告・連絡・相談をきちんと行って
いる。

● 報告、連絡、相談の大切さを理解して、日々
の業務内容を上司、先輩に報告している。

● 日々の活動の中での、報告、連絡、相談を自
ら率先して実施し、その重要性を部下や後輩
に認識させている。

←

● 現場において上司や作業仲間とともに他職種
の人たちと積極的にコミュニケーションの場
に参加してる。

● 上司の指示により、現場関係者とのコミュニ
ケーションの場に参加している。

● 地域の行事等には上司とともに参加して、近
隣・周辺に対して普段から挨拶するなどのコ
ミュニケーションをとっている。

● 地域の行事等に参加し、近隣・周辺に対して
普段から部下や作業者にマナーよく挨拶する
ように率先垂範または指導している。

● 人にお願いするときは丁寧な言葉使いで依頼
し、内容を正しく伝えている。

← ← ←

● 大工道具、電動工具の手入れや管理を自分で
行っている。

● 自分の道具の手入れを行っており、円滑に作
業が開始できるように備えている。

● 後輩や部下等に対して、道具の手入れや管理
の範となり、指導できている。

←

● 工具が壊れたらすぐに会社に報告している。 ● 工具が壊れたらすぐに報告し、修理に出して
使えるようにしている。

● 会社の工具や機械の状態を把握し、必要に応
じてメンテナンスや買替の判断をしている。

←

● 会社の道具と個人の持ち物を区別し、扱って
いる。

←
● 会社の道具と個人の持ち物を把握し、整然と

管理が出来ている。
● 会社の道具と個人の持ち物を把握しており、

扱い方を観察して指導している。

● 使用経験の無い器具・工具の使用技能の習得
に上司の指導の下に取り組んでいる。

● 電動工具を安全に使い、管理している。 ● 木工機械を安全に使い、使用前の点検、使用
後の清掃、刃研ぎ等の管理をしている。

←

● 上司や先輩の作業を見ながら、自分の技能を
高める努力を行っている。

● 目標工程に沿って、1日の目標を立てて段取
りが出来ている。

← ←

● あいばんで作業ができる。 ● 他職の段取りができる。 ← ←

● 人の指示を聞いて仕事ができる。 ← ← ←

● 資材搬入時に材料確認をしている。 ● 納品書の保管・管理ができている。 ● 会社の在庫を把握している。 ←

● 建築大工としての責任感や厳しさを理解して
緊張感をもって仕事に取組んでいる。

● 建築大工としての責任感や厳しさを理解して
緊張感をもって仕事を遂行している。 ←

● 建築大工としての責任感や厳しさを理解して
緊張感をもって仕事を遂行し、他者の範とな
るように行動で示している。

● 現場において適切な言葉遣いや言動、望まし
い行動の規範を理解して、心がけている。

● 現場において適切な言葉遣いや言動、望まし
い行動の規範を身に付けて、仕事を遂行して
いる。

● 現場において適切な言葉遣いや言動、望まし
い行動の規範を率先して示し、日常業務の具
体的な場面において部下の行動を指導してい

←

● 指示を受けて、分かり易く工事写真を撮るこ
とができる。

● 各部位、各工程毎に工事写真を撮り、施工内
容を記録している。

● 各部位、各工程毎に工事写真を撮り、施工内
容を記録・管理しており、部下、後輩等への
手本や顧客への説明資料として活用してい

←

● 指示された内容、打合せ事項、上司からのア
ドバイス等をメモに取っている。

● 打合せ事項や数量、スケジュール等をメモに
取り、確認して間違いを無くしている。

← ←

● 公私の区別は明確にしている。 ← ← ←

● 安全衛生のルールに従い、安全装置や保護具
の使用・着用を適切に行っている。

● 建設業の労働安全衛生法について基本的考え
方を理解している。

● 建設業の労働安全衛生法を理解し、無災害に
なるような安全推進、危険防止措置を率先し
て行っている。

←

● 自分が危険だと思うことについては、主体的
に上司に伝え、作業場を整理整頓し、事故に
つながりかねないことを無くすよう気を配っ
ている。

● 労働災害を防止するための危険予知活動等、
現場の一員として積極的に参加している。

←

● 労働災害を防止するための危険予知活動等に
ついては、率先垂範して現場において活動を
推進している。

● 作業で生じたごみの抑制、分別について、そ
の現場に応じた適切な対応を行っている。

● 環境問題への社会的取組みについて理解し、
ごみの抑制、分別について、できることを率
先してするように心がけている。

● 環境問題への社会的取組みについて理解し、
ごみの抑制、分別について、できることを自
ら現場において業界等と協力して実施してい

←

● 現場の材料の無駄を無くすこと、リサイクル
を心がけている。

● 現場の材料の無駄を無くすこと、リサイクル
を心がけ、普段の業務で意識的に実践してい
る。

● 現場の材料の無駄を無くすこと、リサイクル
を心がけ、現場において出来る事を立案し
て、部下や後輩達に対して手本を示してい

←

● 現場の近隣周辺に対して挨拶や会釈等をする
ことで、現場のイメージを良くすると同時に
地域社会の一員として仕事をしている。

← ←

● 現場の近隣・周辺等に対して、代表して挨拶
に行ったり、現場のイメージを良くする活動
を推進している。

● 現場及び近隣の掃除を行い、地域に配慮して
いる。

←
● 現場及び近隣の掃除を率先して行い、部下や

後輩達に対して手本を示している。
←

● 指示を受けて現場の整理整頓が出来る。 ● 工程ごとに整理整頓を心がけ、整然と作業が
できている。

←
● 整理整頓を常に行い、他者の範となるように

行動で示し、部下を指導している。

● 養生の必要性、注意点を理解して、指示を受
けて養生が出来る。

● 養生の必要性を理解して、工程の仕上がり毎
に養生して仕事を遂行している。

● 他職の段取りを理解して、手戻りが無いよう
に、工程の仕上がり毎に養生している。

←

● 現場における喫煙ルール、周辺道路での喫煙
禁止を遵守している。

← ← ←

● 事前に指示を受けた場所に駐車・駐輪してい
る。

● 近隣等に対して影響を配慮し、事前に指示を
受けた場所に駐車・駐輪している。

← ←

● 騒音や振動、粉塵など、現場周辺の住民への
影響に気を配って作業を進めている。

● 近隣等に対して騒音や振動、粉塵など健康に
影響を与えないようにするにはどうしたらよ
いかを考えている。

● 近隣等に対して騒音や振動、粉塵など健康に
影響を与えないようにする具体的方法の立案
に協力している。

● 近隣等に対して騒音や振動、粉塵など健康に
影響を与えないようにする具体的方法を立案
して活動を推進している。

● 仕事で問題に直面した際は、一人で悩まずに
上司や同僚に率直に相談し、より良い問題解
決を図っている。

● 部下・後輩の倫理的な相談に対して適切な助
言を与えるとともに、解決に向けて一緒に取
組んでいる。

● 部下の行動の法令、諸ルールへの適合性を確
認し、倫理、社会道徳に則った行動をとるよ
うに指導している。

←

● 指示された仕事に関心を持ち、自分が納得い
くように上司、先輩の仕事の進め方を観察し
ながら早くチームに溶け込めるように努力し
ている。

● 部下や後輩等の実施した作業に対して気付い
た事項を指摘したり、自分の知識や仕事のコ
ツ等を説明して早くチームの中で溶け込める
よう働きかけている。

←

● リーダーまたは手本を示す役割として、現場
や社の内外を問わず人をうまく引きつけてい
る。

● 分からないことを上司、先輩に積極的に質問
して業務内容を早く覚えようとしている。

● 業務や作業に不慣れな後輩等に対しては、見
本を自分でやって見せて孤立しないように配
慮している

← ←

● 上司の指示に基づいて後輩等と話合ったり、
悩みを聞いたりして人間関係を良くしようと
している。

● 部門の部下または作業班の構成員の特性や性
格等を把握して、お互いに意思疎通できるよ
うに、一人一人に合わせた具体的な声の掛け
方をしている。

←

● 作業中に後輩等から作業等について相談や質
問をされた時は、分かる範囲で分かりやすく
説明しようとしている。

● 作業中に後輩等から作業等について相談や質
問をされた時は、じっくり聞き、自らの体験
や事例を生かして説明し、相互の意思疎通を
図っている。

←

現場マナー

人材育成

安全衛生の推
進

環境保全

レベル４

作
業
の
効
率
と
職
業
人
と
し
て
の
自
覚

道具の
活用・管理

作業の効率化

職業人として
の自覚

安
全
管
理
と
環
境
保
全

法令・諸ルー
ルの理解

法令・諸ルー
ルの遵守

チ
ー

ム
ワ
ー

ク
と
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ

ン
能
力

チームワーク

コミュニケー
ション能力

上級熟練大工

レベル１ レベル２ レベル３

- ★★★★★

上級大工

社
会
的
責
任
と
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

見習い大工

★

標準大工
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評価実施日
年 月 日

大工技能者

職業能力評価シート

社名 評価者　氏名

所属 年齢 本人　氏名

最終学歴 高校 専門学校
大学 大学院 年卒業
（ ）

※シートの記入時間の目安は約30分です。

Ver.3.2

社員 ・ 請負
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大
分類

中
分類

番号

０ 5年未満
（2年＝0.4）

１ 5～10年未満
（8年＝1.6）

２ 10～15年未満
（11年＝2.4）

３ 15～20年未満
（19年＝3.8）

４ 20年以上

0 4 0 4

０ 少し理解してい
る

１ ある程度理解し
ている

２ 完全に理解して
いる

３ 規則・法令の指
示ができる

４ 適切に指導して
いる

０ 少し理解してい
る

１ ある程度理解し
ている

２ 完全に理解して
いる

３ 理解し適切な会話
をしている

４ 理解し問題を処
理している

０ 指示され手順通
りできる

１ ある程度理解し
ている

２ 完全に理解し作
業している

３ 作業手順を指示
できる

４ 適切に指導して
いる

０ どうするか分か
らない

１ 指示通りに仕事
する

２ 会社に相談する ３ 仕事を行わない ４ 会社に矛盾点を
指摘できる

０ どうするか分か
らない

１ 指示を待ってい
る

２ 直ぐに監督に報
告している

３ 監督に報告しそ
の場に対応

４ 会社に報告し指
示している

0 20 0 20

内容
本人
評価

上司
評価

①
経
験
年
数

経験
年数

0

大工になっての経験年数

小計

評価点数

割合 0% 0%

②
社
会
的
責
任
と
法
令
順
守

社
会
的
責
任

1

会社の就業規則や工事関係の諸ルール及び法令について理解している

2

建て主、設計者及び元請等の関係者との信頼関係について理解している

法
令
順
守

3

しなければならない仕事の手順をわざと省くことなく、作業を行っている

4

仕事が社会的道徳などと明らかに矛盾する場合は、断っている

5

現場で問題が起きた場合、解決のための適切な行動をとっている

小計

評価点数

０ 少しできている １ ほぼできている ２ 実践している ３ 言葉遣い行動共
に模範的

４ 適切に指導して
いる

０ 不十分である １ 理解している ２ 実践している ３ 模範的に仕事し
ている

４ 適切に指導して
いる

０ メモを取ってい
ない

１ 理解している ２ 実践している ３ 模範的である ４ 適切に指導して
いる

０ 少し理解してい
る

１ 理解している ２ 責任感を持ち取
組んでいる

３ 模範的に取り組
んでいる

４ 適切に指導して
いる

０ していない １ 指示され行って
いる

２ 実践している ３ 記録を整理し会
社に提出

４ 後輩の指導に役
立てている

0 20 0 20

割合 0% 0%

③
職
業
人
と
し
て
の
自
覚

職
業
人
と
し
て
の
自
覚

6

社会人として適切な言葉遣いや望ましい行動を心がけている

7

公私の区別を明確にしている

8

打合せ事項等は、メモに取り間違いを無くようにしている

9

建築大工としての責任感や厳しさを理解して、緊張感をもって仕事に取組んでいる

10

自分の仕事の工事写真を工程ごとに記録・整理している

小計

評価点数

割合 0% 0%
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大
分類

中
分類

番号 内容
本人
評価

上司
評価

０ 指示に従ってい
る

１ 次作業を考慮し
行っている

２ 周囲を考え作業
している

３ 周囲を考え指示
をしている

４ 適切に指導して
いる

０ 指示に従ってい
る

１ 進捗状況を報告
している

２ 実践している ３ 情報共有を率先
している

４ 情報共有を指導
している

０ 指示された作業を
行っている

１ 作業の余力はな
い

２ 実践している ３ 作業内容を指示
している

４ 協働の指導をし
ている

０ 配慮していない １ 無断で休暇･遅刻
は行わない

２ 工程を考え休暇
をとる

３ 工程を考え指示
している

４ 休暇等を適切に指
導している

０ 関係者には挨拶
している

１ 他職も含め挨拶
している

２ 近隣にも積極的
に挨拶する

３ 近隣配慮を指示し
ている

４ 適切に指導して
いる

０ 不得意である １ 行う努力をして
いる

２ 実践している ３ 模範的である ４ 適切に指導して
いる

０ 不得意である １ 相手によりでき
る

２ 誰とでもできる ３ 積極的に行って
いる

４ 適切に指導でき
る

０ 指示され行って １ 聞かれたら行っ ２ 積極的に行って ３ 報告・連絡を指 ４ 適切に指導して

④
チ
ー
ム
ワ
ー
ク
と
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

チ
ー
ム
ワ
ー
ク

11

作業指示に従い、単独行動をとることなく、周囲に気を配って作業をしている

12

作業が円滑に進むよう同僚や他職と進捗状況を共有し、協力して仕事を進めている

13

自分の担当作業をきちんと行った上で、余力がある場合には進んで周囲の仕事を手伝っている

14

休みを取る場合には休暇願等を出して承認を得ており、無断で休んで段取りや工程計画に影響
を与えないように配慮している

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力

15

近隣･他職･関係者と挨拶ができ、問いかけにはっきりと返事をしている

16

人にお願いをする時には、内容を正しく伝え、丁寧な言葉使いで依頼している

17

現場関係者とコミュニケーションを活発にし、良い人間関係を維持している

18

仕事の上で、進捗状況や問題点などの報告・連絡を会社にしている

０ 指示され行って
いる

１ 聞かれたら行っ
ている

２ 積極的に行って
いる

３ 報告・連絡を指
示している

４ 適切に指導して
いる

0 32 0 32

０ 指示され行って
いる

１ 理解し行ってい
る

２ 積極的に行って
いる

３ 指示を出し模範と
なっている

４ 適切に指導して
いる

０ 指示され行って
いる

１ 理解し行ってい
る

２ 積極的に行って
いる

３ 指示を出し模範と
なっている

４ 適切に指導して
いる

０ 指示され行って
いる

１ 理解し行ってい
る

２ 積極的に行って
いる

３ 指示を出し模範と
なっている

４ 適切に指導して
いる

０ 指示され行って
いる

１ 理解し行ってい
る

２ 積極的に行って
いる

３ 指示を出し模範と
なっている

４ 適切に指導して
いる

０ 指示され行って
いる

１ 理解し行ってい
る

２ 積極的に行って
いる

３ 指示を出し模範と
なっている

４ 適切に指導して
いる

0 20 0 20

22

現場内や周辺道路における違法駐車に配慮している

小計

評価点数

割合 0% 0%

⑤
現
場
マ
ナ
ー

現
場
マ
ナ
ー

19

整理整頓、ゴミの分別・抑制に心がけ、できることを行っている

20

養生の必要性を理解し、他職の段取りを意識して、工程毎に必要な養生を行っている

21

現場内や周辺道路における喫煙ルールや禁煙マナーに配慮している

23

現場の近隣等に対して挨拶を行い、騒音や粉塵などの影響を与えないように配慮している

小計

評価点数

割合 0% 0%
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大
分類

中
分類

番号 内容
本人
評価

上司
評価

０ なにもしていな
い

１ 一応心掛けてい
る

２ 普段から心掛け
ている

３ 実践している ４ 安全の指導を
行っている

０ 知っている １ 理解し、実践し
ている

２ 道具は落下防止
ひも付き

３ 日頃から指示を
怠らない

４ 適切に指導して
いる

０ 着用していない １ 建方時は着用し
ている

２ 高所では着用し
ている

３ 常に着用してい
る

４ 適切に指導して
いる

０ 着用していない １ 高所作業時に着
用している

２ 常に着用し親綱を
足場等に連結して
いる

３ ハーネス型安全帯
を活用している

４ 適切に指導して
いる

０ 使用していない １ 使用しない時も
ある

２ 作業の効率を考
え使用

３ 常に使用してい
る

４ 適切に指導して
いる

0 20 0 20

０ 区別していない １ 自分の工具は大切
にしている

２ どちらも大切に
している

３ 大切に扱うよう指
示している

４ 適切な指導をし
ている

０ 報告していない １ 報告している ２ 報告し 修理に ３ 報告するよう指 ４ 適切な指導をし

29

会社の工具と個人の道具を区別して扱い、どちらも大切に管理している

30

会社の工具が壊れた時にはすぐに報告し、必要に応じて修理に出している
道
具
の
管

⑥
労
働
安
全
衛
生
管
理

安
全
衛
生
の
推
進

24

現場・工場での作業の安全を心がけている

25

高所から物を投げない、落とさないよう、道具や資材を管理している

26

現場作業ではヘルメットを着用している

27

現場作業では安全帯を着用している

28

電動工具等の安全装置を適切に使用している

小計

評価点数

割合 0% 0%

０ 報告していない １ 報告している ２ 報告し、修理に
出している

３ 報告するよう指
示している

４ 適切な指導をし
ている

０ ほとんどやって
いない

１ 時々手入れをし
ている

２ いつも手入れを
している

３ 手入れを怠らない
よう指示している

４ 適切な指導をし
ている

０ 手道具の名前を
知っている

１ 一通りの手道具は
持っている

２ のみ、かんなの研
ぎができる

３ のみの桂を直して
いる

４ 台直しかんなを
使っている

０ 一通りの電動工具
を持っている

１ 一通りの電動工具
を使える

２ 丸鋸は3台以上を
使い分けている

３ エアー(釘打ち機)を3
台以上持っている

４ 電動工具の正しい
使用法を指導して
いる

０ プレーナーで平ら
に削れる

１ 角のみでホゾが掘
れる

２ ルーターで大入れ
蟻掛が作れる

３ モルダーで化粧廻
縁を作れる

４ 木工機械の正しい
使用法を指導して
いる

0 24 0 24

33

一般的な電動工具の使用方法と手入れ方法の習得とその技能はどのくらいか

木
工
機
械

34

据付型木工機械の使用方法の習得とその技能はどのくらいか

小計

評価点数

割合 0%

⑦
道
具
の
知
識
と
管
理 電

動
工
具

0%

手
道
具

32

手道具の使用方法や手入れ方法の習得とその技能はどのくらいか

管
理

31

手道具や電動工具の手入れを日頃から行い、円滑に作業を開始できるように備えている
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大
分類

中
分類

番号 内容
本人
評価

上司
評価

０ 柱・梁に使う樹種
を知っている

１ フローリングに使う
樹種を知っている

２ ドア枠に使う樹種
を知っている

３ 農林規格の樹種区
分を知っている

４ 樹種による使分け
を指導している

０ 芯材と辺材が分
かる

１ 柱の元・末が分
かる

２ 木表・木裏が分
かる

３ 乾燥と収縮の関
係が分かる

４ 曲がり材の使い方
を指導できる

０ 集成材と無垢材
が分かる

１ 羽柄材など部位別
に樹種、品質が分
かる

２ 木材の定尺が分
かる

３ 化粧用集成材の使い
分けができる

４ 丸太材の使い方を
指導できる

０ 構造用合板が分
かる

１ ボードの不燃・準
不燃が分かる

２ ボードの釘ピッチと
縁空を知っている

３ 1類と2類の合板を使
い分けられる

４ 正しい使用法を指
導している

０ 繊維系とプラスチッ
ク系の断熱材を知っ
ている

１ 防湿フィルムの止め
方を知っている

２ 気流止めの必要な場
所を知っている

３ 筋交いやコンセント
部分の正しい施工法
を知っている

４ 正しい施工法を指
導している

0 20 0 20

０ 一般的な住宅は一通
り理解している

１ 一般的な住宅は完全
に理解している

２ 伝統的な木造もあ
る程度分かる

３ 船枻（せがい）造
りが分かる

４ 伝統的な木造を指
導している

０ 仕口・継手を知
らない

１ プレカットの仕口・
継手を知っている

２ 仕口の金物（羽子板
等）の取付けができ
る

３ 車知栓や込栓の仕
口・継手を知ってい
る

４ 木造架構を自在に組
み上げる技能を指導
できる

小計

評価点数

割合 0% 0%

41

仕口・継手の種類と使用法、その加工法を知っている

⑧
木
材
・
建
材
の
知
識

樹
種

35

住宅に用いる一般的な樹種の知識をもっている

ボードや合板の種類を理解し使用している

39

断熱材の種類と正しい施工法を理解している

建
材
の
知
識

37

木材の種類と使用法についての知識をもっている

木
材
の
知
識

36

木材の特性についての知識をもっている

38

40

一般的な木造住宅や伝統的な木造の架構（構造体）の部位の名称を理解している

木
造
架
構

る る できる

０ まだ、理解して
いない

１ 金物の種類と取付
け方がわ分かる

２ Z,D,Sマーク金物
の違いが分かる

３ 仕上げに応じて金物
を使い分けられる

４ 金物の使い分けを
正しく指導できる

０ 知らない １ 耐力壁の役割を
知っている

２ 耐力壁とアンカーボ
ルトの関係を知って
いる

３ 耐力壁と柱の金物の
関係を知っている

４ 耐力壁の正しい施工
法を指導している

０ 不十分である １ 火打ちの使い方を
知っている

２ 厚物合板の川の字と
四周止めを知ってい
る

３ 耐力壁線を知って
いる

４ 水平構面の役割を
説明できる

0 20 0 20

0% 0%

42

接合部の仕様を理解し、金物を仕上げに応じて選択できる

⑨
木
造
の
知
識 43

筋交いや構造用合板の耐力壁のつくり方や役割を知っている

44

火打ちや厚物合板による水平構面のつくり方や役割を知っている

小計

評価点数

割合

耐
力
壁
と
水
平
構
面
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大
分類

中
分類

番号 内容
本人
評価

上司
評価

０ 平面図から部屋の
構成が分かる

１ 平面詳細図から仕上
げの位置が分かる

２ 矩計図から高さ関係
の位置が分かる

３ 設計図面から納ま
りを考えられる

４ 設計図面の読み方
を指導できる

０ 見たことがない １ 見たことはある
程度

２ 特記仕様書を見て
理解している

３ 図面、仕上げ表、特
記の違いを気を付け
ている

４ 特記を理解し指導
している

０ 伏図を読み取れ
ない

１ 伏図から部材の位
置が分かる

２ 簡単な伏図が作成
できる

３ 伏図・軸組図が作
成できる

４ 間違いを指摘し正し
い伏図を指導できる

０ 木拾いはできな
い

１ 断面や長さ等を
読み取れる

２ 定尺を考慮して継手
位置の修正ができる

３ 木拾いができる ４ 木拾いを指導で
きる

０ 拾いはできない １ ボードや合板の拾
いができる

２ 羽柄材の拾いがで
きる

３ 造作材の拾いがで
きる

４ 木工事の拾いを指
導できる

0 20 0 20

０ 指示を受けて穴あ
けはできる

１ 指示を受けて据付
を補助できる

２ 土台の据付ができ
る

３ 墨や据付の確認が
できる

４ 土台の据付の指導
ができる

０ 指示を受け道具の
準備ができる

１ 図面を見て金物の
準備ができる

２ 完全に建方の手順を
理解している

３ 全ての段取りの指
示ができる

４ 段取りの指導をし
ている

小計

評価点数

割合 0%

50

土台の墨出し、据え付け、アンカー用穴明けができる

51

建て方の作業手順を理解し、道具や金物の段取りができる

⑩
図
面
の
理
解

49

構造材だけでなく、羽柄材や造作材、ボードや合板等の木工事の見積ができる

45

平面図などの一般図、矩計図などの詳細図を読むことができる

47

伏図や軸組図等の構造図が読み取れる

46

設計図面以外の標準仕様書や特記仕様書を見て、仕上げ等の仕様が理解できる

設
計
図
書

伏
図
と
木
拾
い

48

伏図や軸組図等を用いて、構造材の木拾いができる

0%

０ 指示を受け部材の
運搬ができる

１ 指示を受けずに部材
の運搬ができる

２ 金物、筋交いを含め
建て方ができる

３ 棟梁として建方を
仕切れる

４ スピーディーな建
て方の指導ができ
る

０ 指示を受け作業
ができる

１ 歩留まり良く野地を
割り付け作業ができ
る

２ 構造用合板等の面材
耐力壁が正しく施工
できる

３ 筋交いが正しく施工
されているかチェッ
クできる

４ 野地や耐力壁作業
の指導ができる

０ 接合金物の位置、仕
様はまだ分からない

１ 指示を受けて取付
けができる

２ 仕様を確認し取付け
ができる

３ 正しく金物が使われ
ているかチェックで
きる

４ 接合金物の正しい使
用法を指導できる

0 20 0 20

54

接合金物の位置、仕様を確認し、取り付けができる

⑪
建
て
方

建
て
方

52

小計

評価点数

割合 0% 0%

建て方を理解し、部材の運搬、建て方、建て入れ直しができる

53

野地板張りや耐力壁取付け作業ができる
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大
分類

中
分類

番号 内容
本人
評価

上司
評価

０ 基本的な施工法を
知っている

１ 指示を受けて作業
ができる

２ 鋼製束の取付け、高
さ調整ができる

３ 和室の大引の取付
けができる

４ 取付け、調整のコ
ツを指導できる

０ 基本的な施工法を
知っている

１ 指示を受け正しく
施工できる

２ 手順を理解し、普通
の速度で作業できる

３ 仕様を理解し、早く
施工できる

４ 場数を踏んでおり、
早く正しい施工を指
導できる

０ 基本的な施工法を
知っている

１ 指示を受け正しく
施工できる

２ 仕上げや断熱材を考
慮し施工できる

３ 機器の施工要領を見
て、早く正しく下地
を施工できる

４ 場数を踏んでおり、
早く正しい施工を指
導できる

０ 基本的な施工法を
知っている

１ 指示を受け正しく
施工できる

２ 隙間や通気止め位置
を判断し施工できる

３ 設備貫通部を含め、
早く正しく施工でき
る

４ どのような部位でも
正しい施工法を指導
できる

０ 基本的な施工法を
知っている

１ 指示を受け正しく
施工できる

２ 気密のとり方を理解
し、施工できる

３ 取合い部を含め、早
く正しく施工できる

４ 場数を踏んでおり、
早く正しい施工を指
導できる

0 20 0 20

０ 基本的な施工法を
知っている

１ 指示を受け正しく
施工できる

２ 施工基準を理解し通
常の速さで施工でき
る

３ 早く正しく施工で
きる

４ 施工基準の内容や
施工のコツを指導
できる

０ 基本的な施工法を
知っている

１ 指示を受け正しく
施工できる

２ 通気を確保しながら
ジョイント部や出隅
を施工できる

３ 外壁材の種類、厚さ
に合わせ、早く正し
く施工できる

４ 場数を踏んでおり施
工上の問題点を踏ま
え正しく指導できる

外
部
下
地
等
工

60

防水紙（透湿防水シート等）を施工基準に従い張り込みできる

61

通気層を確保する外壁材（サイディング等）の下地を正しく施工できる

0% 0%

各
部
下
地
等
工
事

56

間柱、窓台、まぐさの取付けができる

⑫
下
地
等
の
取
付
け

55

大引きの取付け、調整ができる

57

根太、野縁、各種下地の取付けができる

58

防湿シート付繊維系断熱材等を正しく施工できる

59

外張り断熱、付加断熱を正しく施工できる

小計

評価点数

割合

を施工できる く施工できる え正しく指導できる

０ 基本的な施工法を
知っている

１ 指示を受け正しく
施工できる

２ 化粧破風、鼻隠しの
施工が正しくできる

３ 化粧破風、鼻隠しを
含め軒天の施工が早
くきれいにできる

４ 場数を踏んでおり施
工上の問題点を踏ま
え正しく指導できる

０ 基本的な施工法を
知っている

１ 指示を受け正しく
施工できる

２ 先張りシート、防水
テープを使い正しく
施工できる

３ 正しい施工が普通よ
り早くきれいにでき
る

４ 場数を踏んでおり施
工上の問題点を踏ま
え正しく指導できる

０ 基本的な施工法を
知っている

１ 指示を受け正しく
施工できる

２ 重量や点検を考慮し
下地を含め取付けで
きる

３ 正しい施工が普通よ
り早くきれいにでき
る

４ 場数を踏んでおり施
工上の問題点を踏ま
え正しく指導できる

0 20 0 20

防水や外壁材との取り合いを考慮し、玄関ドア、シャッターの取付けが正しくできる

建
具
の
取
付
け

⑬
外
部
廻
り
工
事

工
事

62

軒天の上げ裏、破風、鼻隠しの取付けが正しくできる

63

防水や外壁材を考慮し、サッシの取り付けが正しくできる

小計

評価点数

割合 0% 0%

64
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大
分類

中
分類

番号 内容
本人
評価

上司
評価

０ 基本的な施工法を
知っている

１ ボード張り、フロー
リング張りができる

２ 割付を行い、下地合
板上にフローリング
を施工できる

３ 根太の上に厚物フ
ローリングを施工で
きる

４ 場数を踏んでおり施
工上の問題点を踏ま
え正しく指導できる

０ 長押や落掛等の和室
の造作の名前を知っ
ている

１ 指示を受け仕上げの
手伝いができる

２ 大壁仕様の和室造作
ができる

３ 真壁造の和室の長押
が入れられる

４ 場数を踏んでおり施
工上の問題点を踏ま
え正しく指導できる

０ 枠材加工・取付の概
要を知っている

１ 既製枠材の加工・取
付ができる

２ 無垢材の造作材を加
工・取付けできる

３ 角柄、メチ入り相欠
き留めができる

４ 場数を踏んでおり施
工上の問題点を踏ま
え正しく指導できる

０ 既成品の取付け補
助ができる

１ 指示を受け取付け
ができる

２ 下地を含め既製品の
取付ができる

３ 簡単な造作家具を無
垢材で加工取付けで
きる

４ 框型の造作家具の製
作、取付けができる

０ 階段の加工取付け
の知識がある

１ 指示を受け取付け
補助ができる

２ ﾌﾟﾚｶｯﾄ階段の取付
ができる

３ 折れ階段の加工･取
付ができる

４ ｽﾄﾘｯﾌﾟ階段の加工･
取付ができる

0 20 0 20

０ したことはない １ 簡単な原寸型板を基
に加工できる

２ 矩計棒（献竿）の
作成ができる

３ 原寸型板を作成し、
加工ができる

４ 矩計棒や原寸型板
の作成指導ができ
る

０ 墨付けはできな
い

１ 指示をうけながら簡
単な墨付ができる

２ 仕口・継手の墨付
ができる

３ 住宅一棟分の墨付
ができる

４ 丸太・太鼓梁の墨
付の指導ができる

67

建具廻りの枠材について、加工・取付ができる

仕口・継手を理解し構造材の墨付ができる

小計

評価点数

割合 0% 0%

⑭
仕
上
・
造
作
工
事

各
部

仕
上
工
事

65

せっこうボード等のボード類、フローリング張り等の施工ができる

和
室
の
造
作

66

和室の造作ができる

造
作
家
具
の

製
作
・
取
付

68

既製品（システムキッチン、洗面化粧台、建具）の取付、造作家具の製作・取付ができる

階
段

加
工
・
取
付

69

階段の加工・取付ができる

枠
材

加
工
・
取
付

⑮
構
造
材
の

矩
計
棒

70

矩計棒（献竿）や原寸型板の作成やそれを用いた加工や寸法の検査ができる

墨
付

71

０ 刻みはできない １ ホゾ穴、蟻、鎌の
刻みはできる

２ 追っかけ大栓等の
刻みができる

３ 加えて、曲がりを考
慮しメチを入れられ
る

４ 全ての仕口・継手
の指導ができる

0 12 0 12

０ 指示を受け作業
ができる

１ 仕様を理解し作
業ができる

２ 正しい作業がで
きる

３ 正しい作業の指
示ができる

４ 仕様が適切か判
断できる

０ 指示に従ってい
る

１ 一日の目標を立
てている

２ 目標設定し段取
りしている

３ 工程の指示をし
ている

４ 工程を管理し指
導している

０ 指示に従ってい
る

１ 他職を考慮し相
番できる

２ 相番･他職の段
取りができる

３ 段取りの指示を
している

４ 適切な工程管理
をしている

０ 把握していない １ 大まかに把握し
ている

２ 正確に把握して
いる

３ 正確に把握し工
程を確認

４ 搬入計画等を指
導している

０ していない １ 資材の受け取り
のみを行う

２ 資材の受け取り
確認を行う

３ 納品書の管理を
行う

４ 資材管理の指導
をしている

0 20 0 20

72

構造材の仕口・継手の刻みができる

77

資材搬入時には、資材の確認や納品書の管理をしている

小計

評価点数

割合 0% 0%

の
墨
付
・
加
工

小計

評価点数

割合 0% 0%

刻
み

⑯
作
業
の
効
率
化

作
業
の
効
率
化

73

会社や監督からの指示を受けて、仕様を理解し正しく作業ができる

74

工程に沿って一日の目標を立て、段取りや作業が出来ている

75

工程に沿って、相番作業や他職の段取りができる

76

現場に乗込む前に、必要な資材等の搬入計画・他業種の乗込み計画を把握している
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大
分類

中
分類

番号 内容
本人
評価

上司
評価

０ 仕事に興味は
持っている

１ あまり質問はし
ない

２ 積極的に質問し
ている

３ 質問に答えてい
る

４ 質問するよう指
導している

０ 指摘はまだでき
ない

１ 間違いのみを指
摘する

２ 作業法を指摘す
る

３ 指摘し説明して
いる

４ 丁寧に指導して
いる

０ まだ見せるほど
ではない

１ 時々、やって見
せている

２ 常に、実践して
いる

３ 不慣れな者に絶
えず配慮

４ 適切に配慮する指
導をしている

０ まだ把握できる
まででない

１ 意思疎通に心が
けている

２ 具体的に声をか
けている

３ 絶えず不慣れな
者へ配慮

４ 不慣れな者への配
慮を指導している

０ まだ体験を説明
できない

１ 分かる範囲で心
がけている

２ しっかり聞き説
明している

３ 絶えず心がけて
いる

４ 説明するよう指
導している

0 20 0 20

０ 持っていない １ 3級建築大工技能
士

２ 技能士補 ３ 2級建築大工技能
士

４ 1級建築大工技能
士・枠組壁建築技
能士

０ 講習を受けてい １ 丸鋸の安全教育 ２ 玉掛技能講習 ３ 足場組立技能講 ４ 木造組立技能講

81

部下の特性や性格を把握し意思疎通できるよう、一人一人に合わせ具体的に声を掛けている

82

作業について相談、質問された時しっかり聞き、体験や事例で分かりやすく説明している

⑰
人
材
育
成

人
材
育
成

78

仕事に興味を持ち、分からないことは先輩に積極的に質問し、納得して仕事している

79

後輩の作業で気付いた事項を指摘したり、自分の知識や仕事のコツ等を説明している

80

仕事に不慣れな後輩等に対し、見本を自分でやって見せて孤立しないよう配慮している

小計

割合 0% 0%

評価点数

大工
技能
士

労安
衛法

大工技能士の資格を持っている

83

84

労働安全衛生法に係る講習を受け資格を取得している

０ 講習を受けてい
ない

１ 丸鋸の安全教育 ２ 玉掛技能講習
（1t以上）

３ 足場組立技能講
習

４ 木造組立技能講
習

０ もっていない ４ 木造・二級・一
級建築士

0 12 0 12

⑱
資
格

衛法

評価点数

割合

小計

建築
士

85

0% 0%

建築士の資格を持っている
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大
分類

中
分類

番号 内容
本人
評価

上司
評価

0 4 0 4

0 12 0 12

0 20 0 20

0 20 0 20

0 20 0 20

0 20 0 20

0 32 0 32

0 20 0 20

0 20 0 20

評価点数

割合 0% 0%

評価点数

割合 0% 0%

評価点数

割合 0% 0%

0% 0%

基
本
的
な
立
振
舞
い

②
社会的
責任

評価点数

割合 0% 0%

③
職業人

としての
自覚

評価点数

割合 0% 0%

④
チーム
ワーク

評価点数

割合 0% 0%

⑥
労働安全衛

生管理

評価点数

割合 0% 0%

⑤
現場

マナー

評価点数

割合

0% 0%

基
本
事
項

取
組
み
姿
勢

①
経験
年数

⑱
資格

⑰
人材
育成

⑯
作業の
効率化

評価点数

割合

0 24 0 24

0 20 0 20

0 20 0 20

0 20 0 20

0 20 0 20

0 20 0 20

0 20 0 20

0 20 0 20

0 12 0 12

評価点数

割合 0% 0%

評価点数

割合 0%

割合 0%

0%

0% 0%

0% 0%

0% 0%

0% 0%

0%

0% 0%

0%

評価点数

0%

評価点数

⑦
道具の知識

と管理

⑧
木材･建材
の知識

⑨
木造の
知識

⑩
図面の
理解

木
材
・
木
造
の
知
識

⑮
構造材の
墨付･加工

⑪
建て方

⑫
下地等

の取付け

⑬
外部廻り

工事

評価点数

割合

⑭
仕上･造作

工事

評価点数

割合

評価点数

割合

評価点数

割合

評価点数

割合

割合

大
工
技
能
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大
分類

中
分類

番号 内容
本人
評価

上司
評価

0 112 0 112

0 84 0 84

0 92 0 92

0 306 0 306

総合レベル レベル１ レベル１

総合評価

総合点数

総合割合 0% 0%

基本的な立振舞いに関する点数

割合

レベル１ レベル１

0% 0%

レベル１ レベル１

0% 0%

0% 0%

割合

レベル レベル１ レベル１

※総合評価にあっては、「基本的な立振舞い」×0.25、「木材・木造の知識」×0.5、「経験年数と資格」×4.0、「人材育成と作業効率」×2.0

　の重みづけを行い評価している。

※その他の評価にあっては、重みづけをしていない。

基本的な
立振舞い

評価

レベル

木材・木造
の知識

木材・木造の知識に関する点数

割合

レベル

大工技能

大工技能に関する点数

0%

25%

50%

75%

100%
①経験年数

②社会的責任と法令順守

③職業人としての自覚

④チームワークとコミュニケーション

⑤現場マナー

⑥労働安全衛生管理

⑦道具の知識と管理

⑧木材･建材の知識

⑨木造の知識

⑩図面の理解

⑪建て方

⑫下地等の取付け

⑬外部廻り工事

⑭仕上･造作工事

⑮構造材の墨付･加工

⑯作業の効率化

⑰人材育成

⑱資格

自己評価

上司評価
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＜コメント＞

（技能）

（素行）

本人：

（技能）

（素行）

＜次期　目標設定＞

評価者：

本人：
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大
分類

中
分類

番号

０ 2×4住宅の名称は一
通り理解している

１ 2×4住宅の名称は完
全に理解している

２ 構造用合板の張り方
の原則を理解してい
る

３ フィンクトラスの切
妻屋根ができる

４ トラスによる寄棟
屋根ができる

０ 継手を知らない １ 2×4の一般的な継手
を知っている

２ たて枠の欠き込みと
穴あけの原則を知っ
ている

３ 上枠・頭つなぎの補
強法が分かる

４ 606支持柱の取付け方
が分かる

０ まだ、理解して
いない

１ 金物の種類と取付
け方がわ分かる

２ C,Zマーク金物の
違いが分かる

３ 帯金物を省略する場
合の合板お張り方が
分かる

４ 金物の使い分けを
正しく指導できる

０ 耐力壁の役割を
知らない

１ 耐力壁の役割を
知っている

２ ストラップアンカー
の必要な場所が分か
る

３ 耐力壁が十字に交わ
る場合の隅柱構成が
分かる

４ 耐力壁の正しい施工
法を指導している

０ 不十分である １ 床根太の継手の原則
を知っている

２ 床開口の限度と補強
法を知っている

３ 床枠組みの補強法を
全て理解している

４ 床枠組みの役割を
説明できる

0 20 0 20

内容
本人
評価

上司
評価

42

接合部の仕様を理解し、金物を選択できる
⑨
木
造
（
2
×
4
）
の
知
識

木
造
架
構

40

２×４住宅の部位の名称や架構（構造体）を理解している

41

継手や接合部の補強法を知っている

耐
力
壁
と
水
平
構
面

43

耐力壁のつくり方や役割を知っている

小計

評価点数

割合 0 % 0 %

44

床枠組みのつくり方や役割を知っている
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技能検定の概要

受検資格（実務経験年数）

1級

2級

3級

とび（とび作業）

(1) 鋼管を使用して真づか小屋組の作業を行う。 標準時間　1時間30分　　打切り時間　1時間50分

(2) そり(こした)にのせた重量物の運搬の作業を行う。 試験時間　10分

(3) 3種類の重量物の目測の作業を行う。 試験時間　5分

(1) 鋼管を使用して片流れ小屋組の作業を行う。 標準時間　1時間30分　　打切り時間　1時間50分

(2) 3種類の重量物の目測の作業を行う。 試験時間　5分

型枠施工(型枠工事作業)

(1)　作業試験は、型起こし台（合板パネル）上に基礎型枠
（片側半分のもの）の下ごしらえ及び組立てを行う 。

標準時間　5時間　　打切り時間　5時間30分

(2)　ペーパーテストは、躯体図及び仕様等に従い、型枠加
工図（下ごしらえ図）に必要な寸法、パイプサポートの位置
等について行う。

試験時間　2時間

2級
型起こし台（合板パネル）上に基礎型枠（片側半分のもの）
の下ごしらえ及び組立てを行う。

標準時間　5時間　　打切り時間　5時間30分

鉄筋施工(鉄筋施工図作成作業)

1級
2階建て鉄筋コンクリート造の建築物の基礎伏図、はり・床
伏図、各部断面リスト等に基づき、柱、大ばり及び小ばりの
鉄筋施工図並びに加工絵符（えふ）の作成について行う。

試験時間　3時間

2級
2階建て鉄筋コンクリート造の建築物のはり・床伏図、断面
リスト等に基づき、スラブの鉄筋施工図並びに加工 絵符
（えふ）の作成について行う。

試験時間　2時間30分

鉄筋施工(鉄筋組立て作業)

1級
曲げ加工した鉄筋を使用し、図面及び仕様に従い、基礎、柱
及びはりの取合い部の鉄筋の組立てを行う。

標準時間　1時間40分　　打切り時間　2時間10分

2級
曲げ加工した鉄筋を使用し、図面及び仕様に従い、基礎、柱
及びはりの取合い部の鉄筋の組立てを行う。

標準時間　1時間20分　　打切り時間　1時間40分

左官（左官作業）

(1) 壁、天井及びそで壁の一部と仮定された下地に所定の塗
り仕上げを行う。

標準時間　4時間50分　　打切り時間　5時間15分

(2) 吹付け下地(普通合板)に仕上げ吹付けを行う。 試験時間　10分

(1) 壁及びそで壁の一部と仮定された下地に所定の塗り仕上
げを行う。

標準時間　4時間50分　　打切り時間　5時間15分

(2) 吹付け下地(普通合板)に仕上げ吹付けを行う。 試験時間　5分

建築大工（大工工事作業）

1級
振隅木小屋組の平面図、振隅木及び配付たる木の現寸展開図
を作成し、木ごしらえ及び墨付けをした後、加工組立てを行
う。

標準時間　5時間30分　　打切り時間　5時間45分

2級
柱建て四方転びの平面図、正面図、側面図及び柱の現寸展開
図を作成し、木ごしらえ及び墨付けをした後、加工組立てを
行う。

標準時間　5時間30分　　打切り時間　5時間45分

3級
材料に直接墨付けした後、桁、はり、つか、むな桁及びたる
木の加工組立てを行い、切り妻小屋組の一部を製作する。

標準時間　2時間45分　　打切り時間　3時間

1級

2級

1級

7年
（2級合格後　2年、3級合格後　4年）

2年
（3級合格後　0年）

0年
（検定職種に関する学科に在学する者及び検定職種に関する訓練科において職業訓練を受けている者等も受検可能）

1級

２級
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４．建設関連職業訓練施設の訓練実施状況の検証 

 

 〇富士教育訓練センター  

・平成 27 年度訓練生募集案内 

・訓練コース実施状況（建築・土木） 

・建築躯体系訓練コースカリキュラム概要・カリキュラムシート 

 1）型枠基礎 

 2）左官基礎 

 3）躯体基礎 

 4）鉄筋基礎 

 5）建築基礎多能工(1) 

 6）建築基礎多能工(2) 

 

 〇三田建設技能研修センター 

  ・平成 27 年度受講生募集案内 

  ・訓練・講習コース及びテキスト（建築・土木） 

 

 〇企業等の職業訓練校 

  ・金子架設工業株式会社 

  ・株式会社岩野商会 

  ・職業訓練法人広島建設アカデミー 
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富士教育訓練センター　訓練コース実施状況等について（建築）

レベル１ レベル２ レベル３ レベル４
コース名 ■建築施工管理基礎【年2回募集】 ■建築施工管理中級【年1回募集】　

コース概要
将来の現場管理者を育成するため､建築工事の概論､設計図､積算､施
工計画､測量､仮設工事､躯体工事及び安全管理等について基本的な技
術･技能を修得する。

建築施工管理の基礎を復習し､建築計画､設計構造､施工計画､実行予
算及び､安全管理について向上をはかる。　（２級施工管理技士のレベ
ル）

コース名 ２級建築施工管理技士試験準備講習 １級建築施工管理技士試験準備講習

コース概要
建築学、土木工学、都市工学、衛生工学、電気工学又は機械工学等に
ついて習得し、２級建築施工管理技士試験の学科試験を準備する。

建築学、土木工学、都市工学、衛生工学、電気工学又は機械工学等に
ついて習得し、１級建築施工管理技士試験の学科試験を準備する。

コース名 ■管工事施工管理基礎【年1回募集】　 ■管工事施工管理中級（給排水・衛生・空調設備）

コース概要
給排水・衛生・空調設備工事経験が０～１年の者を対象に、現場で必要
な資格を修得させ、併せて設備工事管理者としての最低限必要な技術・
技能を学ぶ。

二級管工事施工管理技士と同程度の内容を修得させ、実務に必要な技
術技能を学ぶ。

コース名 ■管工事施工管理中級（給排水・衛生設備）

コース概要
二級管工事施工管理技士と同程度の内容を修得させ、実務に必要な技
術技能を学ぶ。

コース名 ■管工事施工管理中級（空調設備）　

コース概要
二級管工事施工管理技士と同程度の内容を修得させ、実務に必要な技
術技能を学ぶ。

コース名 ２級管工事施工管理技士試験準備講習 １級管工事施工管理技士試験準備講習

コース概要

コース名 第二種電気工事士コース　 第一種電気工事士コース（コース１学科・コース２実技）

コース概要
第二種電気工事士筆記試験の受験に必要な知識について、全般的な
準備とともに、実務に必要になる建設用各種の技能講習資格を取得す
る。

コース名 ■躯体基礎【年1回募集】　

コース概要
初心者に対して､建築工事の概要､工具類の取扱い､測量の基礎､仮設
工事､躯体工事､鉄筋コンクリート工事及び安全作業法の基本的な技能
を修得させる。

コース名 ■型枠基礎【年3回募集】

コース概要
型枠工事の概要、工具類の取扱い、型枠工事の施工法及び安全作業
法について基礎的な技能を修得させる。

コース名 ■躯体多能工（鉄筋施工、型枠技能者対象）【年1回募集】

コース概要
型枠技能者に対して、他の業種を修得させ、多能工化を図る。建築工事
の概要、工具類の取扱い、鉄筋工事の施工法及び安全作業法につい
て、基本的な技術を修得する。

コース名 ■躯体多能工（仮設施工、型枠・鉄筋技能者対象）【年1回募集】

コース概要
型枠・鉄筋技能者に対して、他の業種を修得させ、多能工化をはかる。
仮設工事の概要、仮設機材、図面の見方、施工法及び安全作業法につ
いて、基本的な技術を修得する。

コース名 ■躯体多能工（型枠施工、鉄筋技能者対象）【年1回募集】

コース概要
鉄筋技能者に対して、他の業種を修得させ多能工化を図る。建築工事
の概要、工具類の取扱い、型枠工事の施工法及び安全作業法につい
て、基本的な技術を修得する。

コース名 ■左官基礎【年2回募集】 ■左官施工管理中級【年1回募集】　

コース概要
伝統工法である、｢漆喰塗｣｢プラスター塗｣｢土壁塗｣｢珪藻土塗｣等の基
本を学び左官工法を活用した、内外仕上げ工法ができる技能者を育成
する。

左官実務経験者に仕上工事及び左官工事の関連工種ができる技術・
技能を修得する。
（総合的な施工能力を養い、サブコンとしての技術力を強化する）

コース名 ■タイル施工基礎【年1回募集】

コース概要
タイル工事経験が０～１年の者を対象に、現場で必要な資格を修得さ
せ、併せてタイル工事において最低限必要な技術・技能を学ぶ。

コース名 ■建設機械運転基礎【年1回募集】

コース概要
建設機械について､構造､機能､メンテナンス､運転操作､施工法及び安
全作業法を教育訓練し､基礎的な技能を修得させる。

コース名 ■建築基礎多能工（１）【年1回募集】　

コース概要

建築工事に携わる技能者を対象に、とび施工、仮設施工、鉄筋施工、
鉄骨施工、鋼製下地施工、ﾎﾞｰﾄﾞ貼り施工を学び、且つ関連作業の資格
を取得させ、安全作業、作業間調整を行い、他業種との連携ができる多
能工として現場実務に携わる人材を育成する。

コース名 ■建築基礎多能工（２）【年1回募集】

コース概要

建築基礎多能工（１）コース修了者を対象に、型枠施工、フローリング施
工を学び、且つ関連作業の資格を取得させる。施工実習として一連の
作業を体験させ、安全作業、工程管理、作業間調整を行い、他業種との
連携ができる多能工として現場実務に携わる人材を育成する。

コース名 ■測量（１）【年2回募集】　 ■施工測量【年1回募集】　

コース概要
測量の概要、測量器材の取扱、器械の設置法、距離、高さ、角度の測
定方法を教育訓練し、測量の基礎的な技能を修得する。

縦横断測量、図面作成、丁張杭位置出し等を復習し、設計図面より丁張
りが出せる技術を修得する。

コース名 ■測量（２）【年1回募集】　

コース概要
測量の基礎を復習し、縦横断測量、図面作成、丁張杭位置出しを教育
訓練し、測量の技術の向上をはかる。

コース名 ■リフォーム施工（タイル工法）【年1回募集】

コース概要

リフォーム等の際、特に女性の繊細な感性が求められる場合がある。こ
のコースは、女性を対象に、建築内外装、インテリア、ガーデニング、
アートモザイク等に幅広く使用されているタイルのリフォーム施工ができ
る人材を育成し、女性の技術・技能の向上を目指す。

コース名 ■リフォーム施工（内装仕上）【年1回募集】　

コース概要

リフォーム等の際、特に女性の繊細な感性が求められる場合がある。こ
のコースは､女性を対象に､リフォーム内装施工の主要部である鋼製下
地のボード施工とクロス･長尺シート等の仕上施工ができる人材を育成
し、女性の技術・技能の向上を目指す｡

コース名 ■リフォーム施工（左官工法）【年1回募集】　

コース概要

リフォーム等の際、特に女性の繊細な感性が求められる場合がある。こ
のコースは、女性を対象に、左官施工のうち「漆喰塗」「珪藻土塗」「置き
引き工法」「スタッコローラー仕上」等の基本を学び、リフォーム施工に左
官仕上ができる人材を育成、女性の技術・技能の向上を目指す。

コース名 ■リフォーム内装施工（鋼製下地・ボード）【年1回募集】

コース概要

【設備・管工事技能者対象】
リフォーム等におけるユニットバス、システムキッチン洗面化粧台等の
水回り配管工事完了後の内装工事（鋼製下地・ボード）の施工ができる
人材を育成する。

コース名 ■リフォーム内装施工（クロス・長尺シート）【年1回募集】　

コース概要

【設備・管工事技能者対象】
リフォーム等におけるユニットバス、システムキッチン洗面化粧台等の
水回配管、ボード立込完了後の内装工事（クロス・長尺シート）の施工が
できる人材を育成する。

コース名 ■リフォーム建築配管施工【年1回募集】　

コース概要

【内装技能者対象】
リフォーム工事では、給排水衛生配管工事と内装仕上工事が相互に関
連する｡内装仕上技能者が配管工事の知識と技能を習得し、住居系配
管工事の施工ができる人材を育成する。

コース名 ■建築入職時導入教育【年2回募集】　

コース概要
建築工事における入職時教育として、専門校事業の種類請負形態、建
築用語、施工法等の基礎的な技術を習得させる。
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施
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）
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女
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対
象
コ
ー
ス

測
量
コ
ー
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コースの実施状況

毎年 ほぼ毎年 ２年に１回 まれに 実施なし
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富士教育訓練センター　訓練コース実施状況等について（土木）

レベル１ レベル２ レベル３ レベル４
コース名 ■土木施工管理基礎【年4回募集】　 ■土木施工管理中級【年1回募集】 土木施工管理上級　

コース概要
将来の現場管理者を育成するため､土木工事の概論､図面の見方､積
算､施工計画､測量､建設機械及び安全管理等について基本的な技術･
技能を修得する。

土木施工管理の基礎を復習し､測量､施工計画実行予算､施工管理及び
安全管理等について向上をはかる。　（２級施工管理技士のレベル）

土木施工管理の中級を復習し、問題解決能力の向上をはかる。（１級施
工管理技士のレベル）

コース名 ２級土木施工管理技士試験準備講習　[カリキュラム]
１級土木施工管理技士試験準備講習　[カリキュラム]
１級土木施工管理技術検定・実地試験準備講習　[カリキュラム]

コース概要
土木工学、都市工学、衛生工学、交通工学又は建築学等について習得
し、２級土木施工管理技士試験の学科試験を準備する。

試験準備講習では、土木工学、都市工学、衛生工学、交通工学又は建
築学等について習得し、１級土木施工管理技士試験の学科試験を準備
する。また、技術検定・実地試験準備講習では１級土木施工管理技術
検定・実地試験準備をする。

コース名 ■土木施工科（１）【年2回募集】　

コース概要
実務経験１～３年者に、土工事概論、土木材料、土木測量、設計図の見
方、土木施工法及び安全管理について基礎的な技術・技能を修得させ
る。

コース名 ■土木基礎多能工（１）【年1回募集】

コース概要
土木工事に関わる技能者を対象に鉄筋・型枠・仮設の施工方法を学び
関連作業の資格を取得させ、安全作業・作業間調整を行い他業種との
連携が出来る多能工として現場実務に携わる人材を育成する。

コース名 ■土木基礎多能工（２）【年1回募集】

コース概要
土木基礎多能工（１）の修了者を対象に重機土工事・構造物工事の一
連作業を体験させ安全作業法の基礎的な技能を習得する。

コース名 ■トンネル施工管理中級【年1回募集】

コース概要
トンネル工事における施工管理者に､施工方法､機械設備施工計画、実
行予算管理、及び安全管理等について教育訓練し、工事責任者として
の人材を育成する。

コース名 ■土木入職時導入教育【年2回募集】　

コース概要
土木工事における入職時教育として、工事概要、材料の種類と名称、土
木工事の種類と施工法等の基礎的な技術を習得させる。

コース名 ■地質調査技術者の入職時教育【年1回募集】

コース概要

ボーリング技術や孔内試験など現場作業の基礎技術を習得し、また調
査計画の立案や発注者との渉外、報告書のとりまとめなど、地質調査
業務の全般を対象に業務遂行上で重要となるポイントや勘所などを習
得する。
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コースの実施状況

毎年 ほぼ毎年 ２年に１回 まれに 実施なし
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カリキュラム概要・カリキュラムシート 

■富士教育訓練センターで実施されたレベル１を対象とした建築躯体系訓練コースについて収集・整理 

 
 

コース名 レディメイド or オーダーメイド 訓練日数 

型枠基礎 レディメイドコース 24 日間 

左官基礎 レディメイドコース 45 日間 

躯体基礎 レディメイドコース 47 日間 

鉄筋基礎 オーダーメイドコース（全鉄筋） 18 日間 

建築基礎多能工(1) レディメイドコース 46 日間 

建築基礎多能工(2) レディメイドコース 47 日間 
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三田建設技能研修センター　訓練・講習コース及びテキスト（建築）

レベル１ レベル２ レベル３ レベル４
コース名 新入社員実務研修　建築技術コース 4日間

テキスト

施工計画ガイドブック（工事編１）
品質管理建築施工管理チェックリスト（新訂3版）
建築数量積算基準・同解説
建築工事内訳書標準書式
工事請負契約約款
新入社員マニュアル　等

コース名 １級技能士　鉄筋施工科　（通学制15日間・通信制）

テキスト 鉄筋技能士教育テキスト（社団法人全国鉄筋工事業協会）

コース名 技能検定実技試験受検前講習（鉄筋施工図作成コース）2日間

テキスト   実技試験例題　等

コース名 技能検定実技試験受検前講習（鉄筋組立て作業コース）1日間

テキスト   実技試験例題　等

コース名 1級技能士　型枠施工科　（通学制15日間・通信制）

テキスト
型わく施工必携
（社団法人日本大工工事業協会）

コース名 技能検定実技試験受検前講習（27年度は実施なし）

テキスト

コース名 1級技能士　とび科　（通学制15日間・通信制）

テキスト 技能士とび科教科書（当協会編）

コース名 技能検定実技試験受検前講習（とび作業コース）2日間

テキスト
1・2級とび技能検定実技試験例題
質量及び重心

コース名 1級技能士　配管科　（通学制18日間・通信制）

テキスト
1級技能士コース配管科教科書（職業能力開発大学校）
1級技能士コース配管科選択・建築配管施工法（職業能力開発大学校）

コース名 ３級技能検定実技試験受検前講習（建築配管）2日間 ２級技能検定実技試験受検前講習（建築配管）3日間 １級技能検定実技試験受検前講習（建築配管）3日間

テキスト
実技試験作業手順
作業試験例題
ペーパーテスト例題　等

実技試験作業手順
作業試験例題
ペーパーテスト例題　等

実技試験作業手順
作業試験例題
ペーパーテスト例題　等

コース名 ３級技能検定学科試験受検前講習（建築配管）1日間 ２級技能検定学科試験受検前講習（建築配管）1日間 １級技能検定学科試験受検前講習（建築配管）1日間

テキスト 独自テキスト 独自テキスト 独自テキスト

コース名 職長・安全衛生責任者研修  2日間

テキスト
職長・安全衛生教育テキスト
（建災防刊2,000円）

コース名 測量技能研修 4日間

テキスト 測量士補受験用図解テキスト測量の基礎知識

コース名 足場の組立て等作業主任者技能講習　 2日間

テキスト
「足場の組立て等工事の作業指針」
厚生労働省労働基準局安全課監修
建設業災害防止協会編集・発行

コース名 型枠支保工の組立て等作業主任者技能講習　 2日間

テキスト
「型枠支保工組立て・解体工事の作業指針」
厚生労働省労働基準局安全課安全対策室監修
建設業災害防止協会編集・発行

コース名 石綿作業主任者技能講習　 2日間

テキスト
「石綿作業主任者テキスト」
  中央労働災害防止協会編集・発行

コース名 伐木等の業務特別教育（胸高直径70㎝未満）  2日間

テキスト

コース名 小型車両系建設機械業務特別教育　 2日間

テキスト

コース名 高所作業車特別教育　 2日間

テキスト

コース名 酸素欠乏・硫化水素危険作業特別教育　 1日間

テキスト

コース名 刈払機取扱作業者安全衛生教育　 1日間

テキスト

コース名 自由研削砥石特別教育　 1日間

テキスト

コース名 車両系建設機械運転技能講習（解体用）　 1日間

テキスト
「車両系建設機械運転者教本（解体用）」
建災防刊

コース名 車両系建設機械運転技能講習（整地・運搬・積込み用及び掘削用）　 2日間

テキスト
「車両系建設機械運転者教本」
建災防編

コース名 車両系建設機械運転技能講習（解体用）技能特例講習

テキスト

コース名 小型移動式クレーン運転技能講習　 3日間

テキスト
「小型移動式クレーンの運転」
社団法人日本クレーン協会

コース名 玉掛け技能講習　 3日間

テキスト
「玉掛作業者必携」
社団法人日本クレーン協会発行

コース名 高所作業車運転技能講習　 2日間

テキスト
「高所作業車運転者教本」
厚生労働省労働局安全課監修建設業労働災害防止協会発行

コース名 フォークリフト運転技能講習　4日間

テキスト
「フォークリフト運転士テキスト」
厚生労働省安全衛生課編
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三田建設技能研修センター　訓練・講習コース及びテキスト（土木）
レベル１ レベル２ レベル３ レベル４

コース名 新入社員実務研修　土木技術コース 4日間 土木積算研修  2日間 土木施工管理技術検定試験受験準備講習（１級） 3日間

科目
テキスト

土木施工管理技術テキスト（土木一般、施工管理、法規3冊セット）
新入社員マニュアル　等

国土交通省土木積算基準（最新版）
建設機械損料算定表（最新版）
当協会オリジナルテキスト

  講習会用テキスト
試験問題解説集録版
土木施行管理技術テキスト

コース名 施工計画研修 2日間

科目
テキスト

「施工学」
（株）建設施工学アカデミー発行

コース名 土木施工管理技術検定試験受験準備講習（２級） 3日間

科目
テキスト

講習会用テキスト
試験問題解説集録版
土木施行管理技術テキスト

コース名 2級建設機械施工技術検定試験受験準備講習 4日間

科目
テキスト

建設機械施工技術の基礎知識(建設機械施工技術検定テキスト）
建設機械施工技術検定問題集
追加問題集

コース名 2級建設機械施工技術検定実地試験受験準備講習 1日間

科目
テキスト

実地試験の受験対策模擬コースで、バックホー、トラクターショベルを使っての実機操作演
習

コース名

科目
テキスト

コース名 給水装置工事主任技術者試験受験準備講習 3日間

科目
テキスト

  技研研修センターオリジナルテキスト、模擬テスト

コース名 仮設安全監理者資格取得講習会（足場編） 1日間

科目
テキスト

専用テキスト

レベル１ レベル２ レベル３ レベル４
コース名 ２級建設業経理士試験受験準備講習 2日間

科目
テキスト

建設業経理事務士「ガイドブック」2級
建設業経理事務士「傾向と対策」2級

1級・2級舗装施工管理技術者試験受験準備講習 3日間

 技研研修センターオリジナルテキスト
①土工工学《土工、コンクリート構造物、安全施工、建設機械、造園、共通》
②施工管理《施工管理、施工計画》
③舗装工学《設計、材料、施工、補修》
④舗装工事関連法規《労働、建設業、道路交通、建設副産物、環境保全》
⑤応用試験対策《経験記述指導》
⑥模擬試験《解答、解説》
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 日時：平成 27 年 5 月 15 日 PM2:10～ 
於：金子架設工業株式会社 職業訓練校 

（千葉県市原市八幡北町 2-1-7） 

ヒアリング参加者 

（敬称略） 

金子架設工業株式会社 

 総務部部長・職業訓練校校長 
赤羽基宣 

建設業振興基金 長谷川周夫、今泉登美男 

現代計画研究所 樋口祥一 

ヒアリング内容（順不同） 

□訓練校概要・訓練課程概要・待遇等 

・今年度の訓練生は８名。 

（とび職：5 名［高卒・中卒］、管理社員（事務）：1 名［大卒］、工事管理：1 名［高卒］、鍛冶・溶

接：1名［高卒］） 

・設立：平成 5 年（今期 24 期目） 

・訓練生は原則自宅からの通勤。（一部寮から） 

・訓練期間：4/2～5/30・・・訓練校 

6/1～7/31・・・OJT（現場配属） 

 ・訓練時間：8:00～17:00、6/1 以降は現場の状況に合わせた勤務時間。 

 ・新規雇用より 3 年間は月給制。3 年 4 ヶ月後に賃金カーブ等を示し、本人が日給月給/月給（社会保

険は会社で加入する。直用）を選択する。ほぼ日給月給を選択する。 

 ・4/2～4/4AM：本社にて座学、4/6～訓練校にて実技訓練開始 

 ・実技指導は金子架設社員で管理職長が担当する。 

 ・資材受入からスタートし、①仮囲い組立、②枠組足場（４段）、③単管本足場、④養生、⑤玉掛け・

ラフター・ユニック（合図・ブロック組払し）、⑥番線結束等を実践する。②～⑥で２週間程度の

訓練であり、繰り返し行う。Ex）②枠組足場であれば、2 日で組立・1 日で払し。 

 ・訓練課程において資格取得は行わない。経験年数を必要とする技能講習でなければ重量制限等があ

り、現場で役に立たない。 

 ・鉄骨組立については敷地の規模、訓練生だけでは技術的に無理であることから訓練課程には含まれ

ていない。 

 ・現在の敷地は大成建設の協力会を通じて交流のある三裕（ミヒロ）建設工業の敷地を借りて行って

いる。現在の場所は 5 年目で、場所は敷地の確保状況に応じて千葉県下で移動している。（千葉県

の認定職業訓練校） 

 ・認定職業訓練校であり、訓練生 1 人当たり 40～45 万程度の助成がある。 

 ・定着率は 30％程度。2～3 年で辞める。辞める理由としては思い描いていた世界と違う、仕事が厳

しい、などの他、親の仕事を継ぐ（建設業やその他業種）などもある。 

 ・現場に配属されても足場等は触らせてもらえない。資材運搬からスタートする。 

 ・鉄骨の組立に関われるのは 5 年目程度。柱の上や梁の上に乗るなど、経験を積ませる。 
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□訓練課程修了後のキャリアアップ 

 ・３年：技能資格等の取得 

 ・４年：作業主任者 

 ・10 年：一級技能士 

・かつては一級技能士の資格取得は 15 年程度であったが、現在は 10 年前後で取得している。二・三

級技能士は高校生で取得できる。 

・金子架設では６～７割のとびが一級技能士を取得している。取得していないのは若いとびである。 

・管理部門の人員が不足した場合、技能職から配置転換することはある。 

 

□施工体制 

・とび職として、鉄骨・支保工・足場の全てが出来なければ元請けから仕事を請け負えない。コンク

リート打設等は専門工がおり、とび職では単価が合わない。 

・現在、金子架設の直用で 230 名、二次下請を含めれば 450～460 名/日が動いている。 

・直用の職人は管理職長（15～17 名）の下、職長ごとに 15～25 名の班に分かれて仕事を請け負う。 

・鉄骨・支保工・足場の全てが出来なければ工事が進む度に人員を入れ替えなければならなくなって

しまう。足らない部分については他の班から応援に回すことで対応する。 

・現在の主力は 40～50 代が中心である。 

 

□新卒等の募集について 

 ・千葉・埼玉・東京の工業高校を対象として新卒募集を行う。 

 ・インターンシップ等の要請は多いが、現場の受け入れ体制として人員的余裕がないことや元請けの

理解が得られないことなどから全て断っている。 

 ・訓練風景をビデオに撮影・編集し、DVD 化・高校への配布を検討している。 

 ・高校生は町場のとびしか見たことがない。野丁場のとび職と町場のとび職は全く異なる。野丁場は

厳しい。（時間・安全衛生等） 

 ・工業高校の実技講習は大工の課程が多い。工業高校には足場等の資材がないため、実技講習がない。

（田無工業は足場資材・クレーン、葛西工業は足場資材を持っている。） 

 

□訓練校実習風景 
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事例●１１ 株式会社岩野商会(長野県長野市) 

 

 

 

若手技能者を企業内訓練校で育成、 
処遇改善や社内活動等により定着促進 

＜ポイント＞ 

▼(株)岩野商会は、内装業に特化した企業内訓練校を運営 

▼「専門工事業者にとって技能は宝」「（社員として）定年まで勤めてもらえる企業に」と

の先代社長の願いを実現するために訓練校を設立 

▼人材育成に留まらず、自社の広報のみならず、建設業全体のＰＲに向けたCM放送、

ソフトボール部の活動支援、退職金制度の充実など、企業のイメージアップと入職・

定着促進のための多彩な活動を展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

背景と動機 

バブル期の職人の養成は、当時、社会的ニーズが低く、３K、５K と言われた業界に

おいて定着率も低く、技能レベルにバラツキがあった。バブル後の低成長期において、

OJT 教育と OFF－JT 教育を組み合わせることにより、技能習得の平準化を目指すとと

もに、将来を見据えた人材育成を行うこととした。職人を使い捨てにしたくないという先

代社長の思いが強く影響している。 

概要と成果 

昭和 55 年に労働省より「岩野高等職業訓練学園」として認定。平成元年、長野県知事

認可職業訓練法人「岩野高等職業訓練協会」設立。中央職業能力開発協会等と連携し、

現在は「岩野建設専門技能訓練学園」として、長野、松本、金沢の 3 校で人材育成する。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

【苦労･工夫した点】かつては離職者も多く、新卒者の採用にも苦戦したため、、会社や業界

のイメージアップが必要と考え、。職人が出演するテレビ・ラジオ CM やリクルート用 DVD

の配布を行い広報を行った。また、一度採用活動を中断すると学校側が自社への入職支

援に積極的でなくなることから、継続的な働きかけが重要であると認識している。その際

に、自社の処遇改善への取組や入職後の人材育成等にも関心が高く、安定採用へ貢献。

岩野職業訓練学園内の実技室でタイル張りの訓練

を行う若手技能者 

POINT 

座学を勉強する学園内の教室 

ソフトボール部「ロックフィールダーズ」結成のポス

ター。23 名の部員のイラストも掲載されている 若年者へのリクルート 

 

職人が出演するテレビとラジ

オ CM を放送。高校等へリクル

ート用 DVD の配布、現場見学

会を通じて、職長から内装業の

仕事を紹介する等、入職促進

活動に力を入れている。 

・27 年度（26 年 3 月卒）の採用は高卒（職人）10 名、大卒
（営業）2 名と順調である。28 年度（27 年 3 月卒）は高卒
（技能職）5 名、大卒（営業）を 3～4 名、計 10 名前後を
採用予定。 

・「会社の CM をテレビでみたよ」等の声もあり、会社のイ
メージアップ、学生や両親に会社を知ってもらえるきっ
かとなっている。 

・後輩から「是非、岩野商会に入社したい」と既に入社し
た先輩を通じての打診件数も増えてきている。 

成
果

株式会社岩野商会 

所 在 地／長野県長野市大字北長池 2051 番地 

TEL：026-263-7000 

FAX：026-263-7004 

資 本 金／9,600 万円 

従業員数／380 人 

Ｕ Ｒ Ｌ／http://www.iwano.co.jp/ 

PROFILE 

職業訓練学園 

 

岩野建設専門技能訓練学園
には、「インテリアサービス科」
および「防水施工科」を設けて
いる（入社後 4 月からの１年
間）。その成果は、2 月の技能
照査で評価。合格すると技能
士補の資格が与えられる。 

・訓練学園の卒業生は、退職者も含めて延べ 580 人、在

職者のうち卒業生は 100 人強。直近 3 年間では卒業生

20 数名のうち、退職者は 1 名のみ（入社直後の退職）。

・OJT だけでなく、OFF-JT も組み入れて１年間学習する

ことにより、技能習得の平準化を実現。 

成
果

処遇改善と社内活動の充実

 

固定月給、賞与、週休二日

制、退職金制度等を導入。更

に職員の昇進モデルを提示。

労働組合も以前からあり、労使

懇談会を 2 ヶ月に一度開催。ま

た、ソフトボール部を設立、社

内報の配布、新人研修会の開

催等、社内活動を支援。 

・固定月給制等の処遇改善により、独立よりも定年まで
勤めたいとする者が多数。労働組合との懇談会等を通
じて、経営状況等を共有、過去に退職金制度の見直し
を行おうとした際にも、労使間の信頼関係により改定す
ることができた。今後は業績改善を受け、給与等、職員
の努力に報いていく。また、社内報の配布、新人研修
会（年 5 回開催）等により、職員間のコミュニケーション
を活発化。 

・昨年、ソフトボール部は準優勝、部員間の団結が生ま
れた。社内活動により、若年者が安心して働ける環境
作りに成功。仕事に対しても、やる気や責任感を持って
臨むようになり、処遇改善等と併せて定着促進に貢献。

成
果
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認定職業訓練の実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

訓練生は社員として給料をもらいながら 1 年間の訓練に取り組む。訓練は体系的に学

ぶことと、知識が大事であることを学ぶことを目的としている。 

【訓練内容】基本は床材、壁装（クロス）、インテリアサービス。 

【スケジュール】講義は毎週、木曜日と金曜日、午前中は座学、午後は実技。座学は 2 日間だ

が、残りは 800 時間の現場実習。忙しいと座学がおろそかになるため、それは

崩さないようにしている。 

【 指 導 員 】座学は外部の１級建築士に依頼。現場実習は一人ずつ職長について行う。 

【成果の測定】4 月からの 1 年間、学科と実技を学び、その成果は 2 月の技能照査で評価す

る。合格すると技能士補の資格が与えられる。 

【育成方針】訓練生は即、現場の戦力とはしない。現場実習において訓練生は施工体制

人員から外している。このことにより、作業効率よりも育成に力点を置いた指

導ができるし、現場の生産性への影響もない。事故を起こさせないために車

の運転もさせない。 

【 教 材 】使用教材は、「壁装」、「床仕上げ施工科テキスト プラスチック床材編」、「建築

概論」、「建築生産概論」、「建築（1）」～「建築（5）」、「建築製図」等 

【 助 成 金 】活用している助成金は、認定職業訓練助成事業費補助金、キャリア形成促進

助成金等 

 

 

《参考 1》岩野職業訓練学園のカリキュラム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【座学】   

科目 担当 時間 

基
礎
学
科 

建築概論 講師・指導員 30

建築生産概論 講師・指導員 20

室内装飾概論 講師・指導員 40

建築構造 講師・指導員 40

建築製図 講師・指導員 30

安全衛生 講師・指導員 20

関係法規 講師・指導員 20

ISO 品質システム 講師・指導員 10

合計   210

専
攻
学
科 

インテリア計画 講師・指導員 20

材料 講師・指導員 30

施工法 講師・指導員 50

仕様及び積算 講師・指導員 20

合計   120

【実技】   

科目 担当 時間 

基
礎
実
技 

測定基本実習 講師・指導員 30 

機械操作基本実習 指導員 35 

製図基本実習 講師・指導員 35 

安全衛生作業法 指導員 20 

合計   120 

専
攻
実
技

インテリア製図実習 講師・指導員 80 

インテリア施工実習 指導員 260 

器工具使用法 指導員 40 

合計   380 

選択
実技

作業の段取実習 指導員 80 

施工作業の実習 指導員 500 

合計   580 

    

総訓練時間    1410 

 
現状の課題（現在、取組を実施する上で苦労している課題） 

現在、業界全体で若手技能者の育成を行う意識が薄い状況。内装業界は、一人親方等の小規模なところが多く、個者での人

材育成は困難。また、育成しても早期に離職してしまう等の理由により、入社後の人材育成に消極的な企業も少なくはない中

で、岩野商会は、協力会社の親族を岩野商会に入社させ、職業訓練を実施、2～3 年の経験を踏まえ、技能を習得した後、二

次以下の親族会社に戻ることも有効な人材育成と考えている。岩野社長は、「この業界に残ってさえくれれば、業界全体のボ

トムアップに繋がる。」と考えている。 
所属する団体の参加企業とともに、今後、岩野商会の職業訓練校の活用等、人材の確保・育成について検討している。個者

では難しい人材育成を、業界全体で考えることが必要。 
 

●業務職昇進コース 

●技能職昇進コース 
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 日時：平成 27 年 10 月 23 日 9：00～11：30 於：株式会社 岩野商会 

ヒアリング参加者 

（敬称略） 

岩野商会 岩野彰、岩野貴弘、小山田俊三 

野原産業 清田広秋、村田孝幸 

芝浦工業大学 蟹澤宏剛、渡部恒也、布施 朋美 

建設業振興基金 長谷川周夫、今泉登美男 

現代計画研究所 樋口祥一、松井渓 

ヒアリング内容（順不同） 
①．企業概要 
 設立:昭和 30 年 2 月 1 日 
 資本金：9,600 万円 
 売上高：6,904 百万円（平成 25 年度実績） 
 代表者名：代表取締役社長 岩野彰 
 従業員数：380 名 （工事部の技能者は約 100 人） 
 平均年齢：40 歳 
 事業内容：内装・インテリア事業、防水加工事業、ビルメンテナンス事業、 

サイン／イベントプロデュース事業、テントシート事業、３Ｍ販売特約店 フィルム販売事業 
 事業所：・本社：長野市 ・支店：東京、松本、佐久、新潟、北陸（金沢） 

・営業所：長野北、名古屋 ・出張所：上田  ・製作センター：長野市 
 工事部の社員技能者は長野県内、新潟、北陸地域を担当。その他の東京支店等では基本的に外注。 

 
②．育成する人材像、入職者について 

認定訓練校の概要 
 認定職業訓練校「岩野建設専門技能訓練学園」、昭和 55 年開校、35 年目。 
 訓練期間：1 年間（4 月～3 月）。 
 インテリアサービス科、防水施工科。 
 生徒：10 名（2015 年度） 
 長野県の内装技能者の確保、育成を目的。 
 週 3～4 日間は訓練校での訓練。残りの日数で現場作業を行う。 
 訓練校では、午前中は学科、午後に実習の時間割で訓練を実施。 

入職者について 
 長野県内の出身者が中心。 
 高卒、専門学校卒で入社。工業高校よりも普通高校の出身者が多い。 
 募集方法としては学校への求人、採用の説明の他に、就職サイトを使用。 
 長野県内、北陸地域でリクルート用にテレビ CM を放映。就職希望者へのアピールの他に、地域

の認知度を高めて、両親の心配を払拭したいという狙いがある。 
 自社と仕事内容を紹介するリクルート用の DVD も作成し、学校へ配布している。 
 今年度の就職希望者の殆どはウェブサイトの採用ページを見て応募している。 
 内装はインテリアという言葉でイメージして来る人も多い。10 年程前から、志望者には現場見学

会を実施して、職人を見せて話を聞かせてミスマッチを防いでいる。 
 近年の工業高校生は、ゼネコンに入りたがらない人も少なくない。ゼネコンは責任が重くて休め

ないので、職人になりたいという人もいる。 
 

③．人材育成の内容について 
育成計画・技能者の評価 

 4 月に入校してから、まず床仕上げの 2 級技能検定課題を基本から習得する。次に壁装の技能検

定課題の訓練を行い、再度おさらいとして床仕上げを行う。修了して 2 級技能検定を受ける。 
育成・指導方法 

 職業訓練指導員免許を持つ熟練の社員技能者が指導。 
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 訓練校での指導が主の現場作業を引退した 70 歳代以上の嘱託社員の他、現場作業と並行して指

導をする 30 歳代からの現役の技能者が指導に関わる。 
 指導者自身も全員が職業訓練校の OB であり、道具の持ち方から施工方法、指導方法は自社のや

り方として共有されている。 
 テキストも有るが、指導方法が共有化されているため、実技で使用することは少ない。 
 訓練生 2～3 人につき１人の指導員がつく体制で、一つ一つ作業方法を見て指導を行う。 
 現場での作業も指導員となる技能者が OJT を行う。作業グループは固定せず、現場の規模に合

わせて変えている。 
 

④．その他 
技能者の就労条件について 

 職人をサラリーマン化したいという先代の方針で、技能者の社員化が社風として定着している。 
 技能者の給与体系は年齢給で同水準。賞与、残業代、役職手当、退職金。 
 作業スピードは社員として一定水準に平準化できるので歩合給は無し。 
 資格も技能検定等は皆が取得できるので資格給も無し。 

キャリアパスについて 
 自社のウェブサイトに昇進コースのキャリアパス像を提示している。 
 実体的には計画的に昇進をさせていない。昇進させたい人がいても、技能職は残業が多いため、

残業代の手取りを求めて管理職になりたがらない事が多い。 
継続教育 

 技能検定や競技会に出場する社員は、仕事の後や空いている時間に訓練校の実習室を使用して練

習している。 
外国人技能実習生 

 ベトナム人技能実習生を 3 名受入れている。 
作業支援ロボットの導入 

 資材搬入搬出作業において、ベテラン社員の腰痛による休業を防ぐため、作業支援用ロボットス

ーツをレンタル契約で導入。 

 
●技能職昇進コース 
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⑤．実習風景 
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職業訓練 

会員企業への新人入職者を対象に集合

研修型の社会人としての意識改革や躯体

系職種の職業訓練を実施 

･H26 年度実績：４社から 17 名が参加 

 

・昭和 55 年の開校から平成 26 年度までに

793 名の修了生を送り出し、その多くが中

国地方の建設現場で活躍 

・職業訓練は、建設基礎知識を習得させる

ことにより、現場に配属された際の戸惑い

を軽減するとともに、企業の壁を越えた訓

練生間の連帯感（同期生）を共有すること

により定着率が向上 

事例●０４  職業訓練法人広島建設アカデミー(広島県広島市) 

 

 

  

工業高校等への出前講座と入職後の 
職業訓練を実施 

 

▼出前講座の実施により、入職後の仕事の内容に関するミスマッチを解消 

▼職業訓練は、実習施設等が無くても地域の建設業者が汗をかく覚悟さえあれば全国

どこでも実施可能 

▼定期採用が難しい中小建設業者でも、集合型の職業訓練を実施することにより、入

職者が企業の壁を越えた同世代との連帯感を共有、定着率が向上 

背景と動機 

職業訓練法人広島建設アカデミーは、リーダー企業の福井建設(株)が中心となり、地域

建設業の発展のため「地元で人材を採用し、地元で育てていくべき」との考えのもと、これ

に賛同した主に躯体系職種の専門工事業者等と設立。 
 

概要と成果 

昭和４５年から福井建設単独で企業内職業訓練を開始。昭和５５年に約８社の参加を得

て、複数社が一緒になった職業訓練を実施。昭和５８年に職業訓練法人の認可を得て、現

在の「職業訓練法人広島建設アカデミー」に至る。個社で行うことが難しい新人社員教育を

共同で実施している。また、広島県内の工業高校生を対象に出前講座を実施し、仕事の内

容を伝えることにより入職促進やミスマッチの解消を図っている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【苦労･工夫した点】費用面で苦労した。出前講座については、当初、本アカデミーが負担し

ていたが、途中から、広島建設工業協会等の支援を受けるようになり、継続的に

実施が可能となった。また、職業訓練の実施は、当初会員企業の持ち寄りだった

が、認定職業訓練の認定を受けることで費用の負担が軽減された。カリキュラム

等は、労働局の指導や会員企業等の協力により、整備することができた。 
 

認定職業訓練の実施体制 

職業訓練の最大の特徴は、専用の訓練施設を保有せず、広島県認定の短期課程の職

業訓練を実施（4 月～6 月上旬）。会員企業の新規学卒者を対象に４月～６月に職業訓練を

実施し、限られた予算でも安定的な運営を実現することや訓練生の安全確保を重視した結

果、現在のスタイルを確立。 

【事 務 局】 申し込みの受付や、助成金申請などの手続きは福井建設が行なう。。 

【場   所】 座学は東広島市にある公共の職業訓練センターを借用、実技は福井建設(株)

の加工場等を利用。 

【指 導 員】 福井建設等に所属する一級技能士などの有資格者。常勤 2 名が学科・実技を

担当、必要に応じ非常勤 3 名を派遣。訓練用工具類は福井建設が提供。 

【教   材】 使用教材は、「職長教育テキスト」、「建築現場実用語辞典改訂版」、「酸素欠乏

症の防止」等 

【スケジュール】  50 日間で 392 時間に及ぶ短期集中訓練によって、とび、型枠、鉄筋の躯

体工事の基礎を教育。4 訓練コースが設けられる。 

研修を修了した訓練生は、事務局である福井建

設（株）にて修了式が行われる 

同じ目的をもった同世代との集中訓練は、強い連

帯感を生み、定着率の向上にも寄与する 

出前講座 

工業業高校生等を対象に「とび」、「型枠」、

「鉄筋」、「左官」の４職種のうち、学校の希望

に応じた出前講座等（技能体験）を実施 

･H26 年度実績：８回開催 

 

・専門工事業に対する理解が深まり、建設業

への入職意欲が向上 

・工業高校等との連携事業の実施による会員

企業への入職強化 

※H26 年度実績：会員企業への入職者 17 名

中３名が出前講座実施校の卒業生 

・入社前のイメージと違うことから生じるミスマ

ッチ（離職）の解消 

POINT 

地域の建設企業、工業高校が連携して取り組む

広島建設アカデミーの教育訓練体系 

 

会員企業が採用 

広島建設アカデミー 

社員を 
派遣 

在学生に対する 

「出張教育」 

在学生の資格 

取得支援 

「出前講座」 

訓練終了後 

各社に帰る 

会員企業 高等学校 

会員企業が募集 

在学生に対する

「出前講座」 
在学生の資格 
取得支援 
「出前講座」 

成 果 成 果

職業訓練法人 広島建設アカデミー 

所 在 地／広島県広島市中区舟入南 4-14-15  

福井建設(株)内 

TEL：082-235-1877 

会 員 数／25 社 

Ｕ Ｒ Ｌ／http://fukuikensetu.co.jp/academy/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福井建設株式会社 

所 在 地／広島県広島市中区舟入南 4-14-15 

TEL：082-235-1877 

資 本 金／7,300 万円 

従業員数／80 人 

Ｕ Ｒ Ｌ／http://fukuikensetu.co.jp/ 

PROFILE 
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広島建設カリキュ 

《参考 1》広島建設アカデミーのカリキュラム（平成２７年度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

《参考 2》広域団体認定訓練助成金以外で活用できる助成金(平成 27 年度予定) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

▼広島建設アカデミーが受給する助成金 
○認定職業訓練助成事業費補助金（運営費）／厚生労働省、広島県 

 受 給 額  一人当たり 9,200 円/単位×10 単位×県予算執行状況による減額率

○建設労働者確保育成助成金（経費助成）／厚生労働省 

 受 給 額  一人当たり 1,800 円/単位×10 単位 

 

▼訓練生を派遣した会員企業が申請することにより受給することができる助成金 
○キャリア形成促進助成金※1／厚生労働省 

 受 給 額  政策課題対応型訓練(OFF-JT)賃金助成 

一人当たり 800 円×392 時間 

○建設労働者確保育成助成金※2（賃金助成）／厚生労働省 

 受 給 額  一人当たり 5,000 円×職業訓練実施日数 
 

※1  あらかじめ職業能力開発協会へ職業能力開発推進者の届出を行い、アカデミーでの認定

訓練を従業員の能力開発計画に組み入れることが必要である。 
※2  キャリア形成促進助成金の受給が条件となる。 
 

コース 科目 内容 時間 合計 

1.建築躯体 
基礎コース 
 

1 社会 ①社会人の責任と義務  ②挨拶と集団行動 21 210 
2 建築構造 ①建築概論 ②生産概論 ③構造概論 

④力学概論 ⑤計画概論 ⑥設備概論 
14 

3 測量 ①概論 ②水準測量 ③多角測量 
④墨出作業方法 

35 

4 鉄筋組立作業法 ①仕様及び積算 ②施工図 ③鉄筋工作機 
④器工具の取扱い方 ⑤加工・組立作業法 

49 

5 足場組立作業法 ①種類 ②材料 ③施工図 ④仕様及び積算

⑤器工具の取扱い方 ⑥安全衛生 ⑦関係法

規 

35 

6 型枠組立作業法 ①種類 ②材料 ③施工図 ④仕様及び積算

⑤機械操作使用法 ⑥器工具の取扱い方 
⑦安全衛生 ⑧関係法規 

56 

2.建築躯体 
工作コース 

1 RC 施工安全衛生 
作業法 

①機械操作使用法 ②器工具使用法 ③保護

具の正しい取扱法 ④整理整頓 ⑤仮設(単管

足場)工事施工実習 ⑥型枠工事工作・施工実

習 
⑦鉄筋工事工作・施工実習 ⑧クレーン等の

知識 
⑨玉掛けの方法及び合図の作法 

98 98 

3.土工基礎 
コース 

1 土工工事作業法 ①掘削の方法 ②湧水の処理・排水の方法 
③砂及び岩石の性質 ④酸素欠乏危険作業 
⑤安全衛生 ⑥関係法規 

14 28 

2 コンクリート作業

法 
①種類 ②材料 ③構造  
④コンクリート打設法 

14 

4.建築仮設 
工事施工 
コース 

1 仮設工事一般 ①仮設の種類 ②仮設工事の目的 ③仮設材

料 
3.5 56 

2 仮設工事計画 ①計画概論 ②構造力学 ③仮設計画作成 7 
3 安全関係法規 ①安全衛生 ②用具の選定及び取扱い 3.5 
4 仮設施工実習 ①仮設材の種類、選定及び取扱い ②用具の

種類及び取扱い ③重量物の運搬作業法 ④

枠組足場組立、解体安全作業法 

35 

5 修了試験 ①学科試験 ②実技試験 7 
建築基礎躯体工科時間数 392 

現状の課題（現在、取組を実施する上で苦労している課題） 

認定職業訓練助成事業費補助金の受給要件は、平成 27 年度から１訓練コースにつき、短期は 1 名以上の参加となった。

受給しやすいよう受給要件が緩和されたが、訓練に係る費用であっても助成金対象経費でないものがあるので、それら

は手当しなければならない。 

助成金の活用により企業負担を

大幅に軽減 

広島県認定の職業訓練を実施

する広島建設アカデミーは、認定

職業訓練助成事業費補助金（運

営費）と建設労働者確保育成助

成金の経費助成を受給。会員企

業はキャリア形成促進助成金と建

設労働者確保育成助成金(賃金

助成)が受給できる。 

これらの助成金の活用により会

員企業が負担する訓練費用を 23

万円/人に軽減しているとともに、

この他、賃金助成を受けることによ

り企業が訓練期間中に支払う賃

金負担も、大幅に軽減できる。 
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５．プレ入職等に対する建設業団体・建設関連企業等の取組み 

 

 〇建設業団体等による一般向けプログラム 

・平成 23 年度 

・平成 24 年度 

・平成 26 年度 

 

    〇総合工事業団体による取組み（カリキュラム概要・カリキュラムシート） 

 1）一般社団法人千葉県建設業協会 

 2）一般社団法人石川県建設業協会 

 3）一般社団法人大阪建設業協会 

 

 〇専門工事業団体による取組み（カリキュラム概要・カリキュラムシート） 

 1）千葉県鉄筋業協同組合 

 2）全国クレーン建設業協会神奈川支部・神奈川建設重機共同組合 

 3）関西鉄筋工業協同組合・近畿建設躯体工業共同組合・関西圧接業協同組合 

 

 〇富士教育訓練センターでの実習プログラム 

（カリキュラム概要・カリキュラムシート） 

 1）工業高校１年生を対象とした体験実習 

 2）建築系大学生を対象とした施工管理実習 

 

 〇教員向けの施工体験実習（カリキュラム概要・カリキュラムシート） 

 

 

 

  

 



実施団体 対象 概要

・現場見学会
・建設現場実習

若年技術者 ・2級土木・建築施工管理技術検定準備講習会 1,928 千円

行政・企業・学校 ・協議会の設置 100 千円

岩手県 （一社）岩手県建設業協会 新規入職者 ・新規入職者教育[2日間]

建設労働者
・建設雇用改善優良事業所の表彰
・建設技能グランプリ大賞・功労賞
・「私たちの主張」（建設労働者）

786 千円

40歳未満の土木若手技術者 ・土木奨励賞 1,316 千円

高校生（建設系３年生） ●小型車両系建設機械（バックホー・ローダー）の運転操作[実日数9日間/106名] 1,950 千円 18,396 円

高校生（県内建設業への内定者） ●ローラーの運転操作講習 600 千円

山形県 （一社）山形県建設業協会 教師（進路指導担当教諭） ・懇談会 180 千円

福島県 （一社）福島県建設業協会 高校生 ・現場見学会 4,000 千円

・現場見学会
・建設現場実習
・現場見学会（建設系学科）
・インターンシップ（2年生）[5日間]
・建築技術検定試験（建築科2年生）、建築製図検定試験（建築科3年生）
・建築大工専門の技術者からの指導（ものコン）
・アスファルト舗装施工実習（企業技術者による授業）
・ポケットパーク建設実習（企業技術者による授業）
・木造住宅講習会及び釜戸ベンチ（企業技術者による授業）
・仕事説明会（技術者の講話）
・入職促進用パンフレットの作成・配布

教師 ・鉄筋作業に関する基礎知識・鉄筋組み立て作業の実習（教員研修）
小中学生 ・総合学習支援活動
新規採用社員 ・新規採用社員研修会
入社3～5年の建設技術者 ・レベルアップ研修会
現場代理人及び指導者 ・能力向上研修会

・県内実習（起工測量・丁張り、建設機械の扱い方、CADによる図面作成、安全教育
　　　　　　　　工事写真の撮り方、コンクリート試験実験
●小型移動式クレーン運転技能講習（富士教育訓練センター）4泊5日/32名]

一般 ・提言冊子、地元メディアへの掲載・出演、地域貢献活動
埼玉県 （社）埼玉県建設業協会 高校生（建設系高校） ●小型車両系建設機械運転特別教育支援[学科7h＋実技6ｈの計2日間/人数不明] 1,920 千円

・現場見学会 210 千円

・職業体験学習[富士教育訓練センター/日数・人数不明] 1,890 千円

東京都 （社）東京建設業協会 高校生（建設系高校） ・東京都建設系高校生作品コンペディション2011（作品展示・表彰） 5,500 千円

・鉄筋基礎技術コース（足場、鉄筋、型枠、測量実習）（富士教育訓練センター）[3泊4日/5名]
●安全衛生教育（小型移動式クレーン運転技能講習）（富士教育訓練センター）[4泊5日/37名]

山梨県 （社）山梨県建設業協会 高校生（建設系高校） ・現場見学会 2,719 千円

新潟県 （社）新潟県建設業協会 小学生 ・現場見学会[1日] 350 千円

・現場見学会[1日or2日間]
・現場実習[1日]

新入社員 ・新規入職者教育（富士教育訓練センター）[3日間] 1,183 千円

岐阜県 （一社）岐阜県建設業協会 教師（工業系高校） ・懇談会及び現場研修会[1日] 1,253 千円

高校生
専門校生

・建設論文の募集・表彰 700 千円

行政、会員
高校生

・高校生現場実習の実施（インターンシップ）
●教育訓練合宿研修会（富士教育訓練センター）[約44名]
・出前授業
・意見交換会
・建設現場見学会
・スキルアップ研修[1日]

保護者（合宿研修会参加者） ・現場見学会（富士教育訓練センターにて研修中の生徒の見学）
高校生（建設系学校） ・建設業のイメージ調査（アンケート）
会員企業 ・雇用実態の調査（アンケート）
若手技術者・技能者 ・追跡調査

石川県 （社）石川県建設業協会 高校生（主として会員企業内定者） ●玉掛け技能・小型移動式クレーン運転技能講習（富士教育訓練センター）[5泊6日/21名] 1,527 千円 69,409 円

・現場見学会[1日]
・現場実習[2～4日間]

三重県 （社）三重県建設業協会 高校生 ・建設現場見学会[1日] 1,622 千円

滋賀県 （社）滋賀県建設業協会 一般 ・夢けんせつフォトコンセプト 1,030 千円

京都府 （社）京都府建設業協会 一般 ・現場見学 2,500 千円

高校生
・三田建設技能研修センター[１日]
　（建設機械試乗体験、型枠施工グループ、鉄筋施工グループ）

444 千円

小学生・保護者 ・親子現場見学会 306 千円

一般 ・動画制作・配信 6,000 千円

高校・大学・専門学校の生徒で卒業後大学、
専門学校等で建設等を学ぼうとする者

・現場実習[5～7日間] 1,721 千円

会員企業、高校の校長 ・連絡協議会 19 千円

奈良県 （社）奈良県建設業協会 小学生（4～6年生） ・絵画コンクール 1,200 千円

和歌山県

・現場見学会[1日] 162 千円

・現場体験実習[3日間] 101 千円

高校生 ・現場見学会[1日] 1,200 千円

行政・教育機関・学識経験者・関係団体 ・協議会 60 千円

岡山県
・現場見学会
・測量体験
・意見交換会

高校生 ・現場実習[3日間]
高校生 ・現場見学会
一般 ・PR誌の配布 2,000 千円

・1日目座学[積算、設計図、CAD、写真管理等]
・2日目現場実習[レベル測量、丁張、工事概要、工法]
・現場見学会[1日]
・現場体験セミナー[1日]

一般 ・地元新聞への広告掲載 1,900 千円

・現場見学会[半日又は1日] 900 千円

・インターンシップ[4～5日間] 1,300 千円

・現場実習
・現場見学会
・感想文集の制作 1,300 千円

福岡県 （社）福岡県建設業協会 一般 ・広報誌 4,500 千円

佐賀県 （社）佐賀県建設業協会 一般 ・PR活動 9,500 千円

・現場実習[3日間][2～7日間] 1,115 千円

・企業の技術者等による専門科目授業

教師
・現場見学
・現場実習（含インターンシップ）

教師 ・企業との現場見学会・懇談会
高校生 ・現場実習（インターンシップ）[3日間] 1,000 千円

新卒内定者 ・成績優秀者の表彰 120 千円

・現場実習
・現場見学会
・優秀卒業生表彰

鹿児島県 （社）鹿児島県建設業協会 一般 ・イベント（重機械試乗体験、高校生による製作物展示） 3,000 千円

・現場見学会
・インターンシップ

8,306 千円

平成24年度  建設業団体等における人材確保・育成に関する取組

800 千円

600 千円

・現場実習[3日間] 2,100 千円

10,000 千円

1,600 千円

1,500 千円

1,657 千円

1,121 千円

・静岡県建設産業の主張2012（若手建設技術者・技能者による意見発表）

青森県 （社）青森県建設業協会

秋田県 （一社）秋田県建設業協会

千円3,006

4,000 千円

高校生（建設系高校）
大学生

2,173 千円

（一社）大阪建設業協会大阪府

熊本県 （社）熊本県建設業協会

（一社）静岡県建設業協会静岡県

（一社）愛知県建設業協会愛知県

（社）富山県建設業協会富山県

（社）長野県建設業協会長野県

神奈川県 （社）神奈川県建設業協会 高校生（工業高校）

1,200 千円

355 千円

2,700 千円

928 千円

事業実施経費

3,920 千円高校生（建設・農業）、専門学校の生徒（一社）北海道建設業協会北海道

茨城県 （社）茨城県建設業協会 高校生等

宮城県 （社）宮城県建設業協会

高校生（工業高校）

高校生（建設系高校）（一社）千葉県建設業協会千葉県

高校生

（社）栃木県建設業協会栃木県

群馬県 （社）群馬県建設業協会

高校生

山口県 （社）山口県建設業協会

徳島県 （社）徳島県建設業協会

香川県 （社）香川県建設業協会

高校生（建設系学校）

教師（建設系学校）

高校生（社）福井県建設業連合会福井県

高校生
高等技術専門校生

（社）鳥取県建設業協会鳥取県

大学生

兵庫県 （社）兵庫県建設業協会

島根県 （社）島根県建設業協会

訓練費用/人
［参考］

39,452 円

沖縄県 （社）沖縄県建設業協会 高校生

高校生

高校生

高校生（社）宮崎県建設業協会宮崎県

長崎県 （社）長崎県建設業協会

大分県 （社）大分県建設業協会

高校生

広島県 （社）広島県建設工業協会

高校生（工業高校）

高校生（社）愛媛県建設業協会愛媛県

高知県 （社）高知県建設業協会

資格取得を行う実習費用内訳について

秋田県 小型車両系建設機械特別教育のみ実施経費項目が記載　※学校・生徒の負担なし

・県災防委託費　（講師謝金、重機リース料、テキスト代、重機燃料、搬送代、

　　　　　　　　　　　　学科会場借り上げ料等）

・バス借り上げ費（学校-講習会場往復）

対象
青：生徒等 緑：資格取得を行う実習 紫：講座・座学等

赤：教師 ベージュ：職業体験・インターンシップ 白：広報イベント、その他
灰：一般 オレンジ：現場見学会等 社員向けセミナー、連絡協議会等
社員、会員、業界団体等

概要
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実施団体 対象 概要

・建設現場見学会
・建設現場実習

主に高校生等 ・パンフレット作成（建設業入門2011） 1,500 千円

小中学生 ・パンフレット作成（建設のしごとってなに？） 600 千円

一般 ・広報活動（ホームページ等） 1,500 千円

行政、建設業協会、専門工事業団体 ・懇談会の設置 150 千円

青森県 （社）青森県建設業協会 若年技術者 ・2級土木・建築施工管理技術検定準備講習会 1,640 千円

・建設現場見学会
・受験準備講習会（2級土木施工管理技術者・2級建築施工管理技術者）
・CAD検定試験準備講習会（指導講習）

生徒保護者
・保護者に対する建設現場見学
・現場代理人等との交流

小中学生 ・建設業ふれあい事業に対する助成
事業所 ・表彰

宮城県 （社）宮城県建設業協会 建設労働者 ・建設技能グランプリ大賞・功労賞 518 千円

高校生（建設系３年生）（113名） ●小型車両系建設機械（バックホー・ローダー）の運転操作[実日数8日間/113名] 2,140 千円 13,938 円

高校生（県内建設業への内定者） ●ローラーの運転操作講習 700 千円

行政・関係機関・業界 ・推進協議会の設置 69 千円

教師（進路指導担当） ・懇談会の実施 264 千円

・建設現場見学会
・建設現場実習[3～5日間]
・建設現場見学会[1日]
・建設現場実習[3～5日間]

高校生

・鉄筋コンクリート製ベンチの施工技術の習得
・木造在来軸組工法による小屋組、鉄骨造接合部の教材模型の製作
・企業技術者による授業「アスファルト舗装工事実習」
・伝統技法習得

教師（工業科） ・工業科教員の安全教育に関する指導力の向上
・県内実習（起工測量・丁張り、建設機械の扱い方、CADによる図面作成、安全教育
　　　　　　　　工事写真の撮り方、コンクリート試験実験
●小型移動式クレーン運転技能講習（富士教育訓練センター）4泊5日/44名]

高校生 ・出前講座（県内8校）
新入社員 ・新入社員研修（富士教育訓練センター）[3日間] 2,320 千円

・建設現場見学会 119 千円

・職業体験学習[富士教育訓練センター] 1,468 千円

高校生（建設系） ・東京都建設系高校生作品コンペディション2011
新入社員 ・新入社員研修[2日間] 、フォロー研修（入社後半年） 190 千円

若手技術者 ・コミュニケーション能力強化研修会、フォロー研修会 150 千円

●安全衛生教育（小型移動式クレーン運転技能講習）[5日間/4校27名]
・鉄筋基礎技術コース（足場、鉄筋、型枠、測量実習）[4日間/4校15名]
・現場見学会[1日]
・現場実習[3～5日間]
・職場体験学習（富士教育訓練センター）[建築基礎技術：4日間、9名]
●安全衛生教育（富士教育訓練センター）[4泊5日、24名]

高校生（建設系） ・測量、配筋の実習等（インターンシップ[2～3日間]、デュアルシステム[10日間]） 560 千円

小学生 ・現場見学会[1日] 150 千円

・現場見学会[1日]
・現場実習[1～2日間]

新入社員 ・新入社員研修[3日間] 1,453 千円

・座学研修会[3.5時間] なし
・懇談会、現場見学[3.5時間] 180 千円

高校生（工業・農業）
●専門高校生サマー体験学習（富士教育訓練センター）
　　小型移動式クレーン運転技能講習[4泊5日/27名]

1,120 千円 41,481 円

親子（小学生・保護者） ・親子現場見学会[1日] 770 千円

一般 ・PRイベントの実施（屋外・屋内） 3,750 千円

・意見交換会
・建設現場見学会
・スキルアップ講座
・建設現場見学会
・現場実習
●教育訓練合宿研修会（富士教育訓練センター）[4泊5日/44名]
・出前授業
・作文・ポスターの募集

新入社員 ・新入社員研修
若手技術者 ・フォローアップ研修
高校生 ・現場見学会[1日間] 800 千円

一般 ・テレビCM 3,500 千円

工業系高校生（会員企業内定者）21名 ●玉掛け技能・小型移動式クレーン運転技能講習（富士教育訓練センター）[5泊6日/21名] 1,538 千円 69,930 円

東日本大震災被災児童 ・建築構造物の見学会 290 千円

・現場見学会
・現場実習[2～4日間]

三重県 （社）三重県建設業協会 教師（進路指導担当） ・意見交換会 65 千円

・現場見学会[1日]
・インターンシップ[2日間]

一般
・夢けんせつフォトコンセプト
・屋外用PR広告シートの作成

1,594 千円

・現場見学会[1日] 132 千円

・インターンシップ事業[2～3日間]
大阪府 （社）大阪府建設業協会 親子（小学生・保護者） ・親子現場見学会[1日] 277 千円

高校・大学・専門学校の生徒で卒業後大学、
専門学校等で建築等を学ぼうとする者

・現場実習[5～7日間] 1,548 千円

学校・会員企業 ・連絡協議会の設置 20 千円

教師（進路指導主事） ・現場見学会
一般 ・ドリーム２１けんせつ絵画コンクール

和歌山県
・現場見学会[1日間] 200 千円

・現場体験実習[3日間] 140 千円

高校生 ・現場見学会[1日間] 2,800 千円

行政・学識経験者・関係団体 ・協議会の設置 200 千円

岡山県
広島県 （社）広島県建設工業協会 大学生 ・現場見学会[1日間] 323 千円

・現場見学会
・現場実習

一般
・イメージアップポスターの募集
・イメージアップ広報誌の作成・配布
・1日目座学[積算、設計図、CAD、写真管理等]
・2日目現場実習[レベル測量、丁張、工事概要、工法]
・地元新聞社への広告掲載 2,100 千円

・特別講演会 1,200 千円

・四国遍路みち清掃活動 2,460 千円

・現場見学会[半日or1日] 1,100 千円

・インターンシップ[4日間程度] 1,500 千円

・現場実習
・現場見学会
・感想文集の制作 1,300 千円

福岡県 （社）福岡県建設業協会 一般 ・広報誌の作成・配布 4,500

佐賀県 （社）佐賀県建設業協会 一般
・テレビ局とのタイアップによるエコキャンペーン活動の紹介
・FMラジオ等とのタイアップによる公共施設に関わる役割の紹介
・防災ハンドブックの配布

5,600 千円

・現場実習
・現場見学会
・企業の技術者等による専門科目授業

教師 ・企業との現場見学会・懇談会
・現場見学
・高校生の現場実習

一般 ・ラジオCM
高校生 ・工事現場実習（インターンシップ）[3日間] 1,000 千円

高校生（内定者） ・成績優秀者の表彰（各校1名） 120 千円

・現場見学会
・就業体験

一般 ・シールステッカーの作成・配布 2,800 千円

鹿児島県 （社）鹿児島県建設業協会 一般 ・土木フェスタの実施 3,200 千円

行政・高校・業界団体・事業主 ・協議会の設置
・現場見学会
・インターンシップ

平成23年度  建設業団体等における人材確保・育成に関する取組

兵庫県

（社）新潟県建設業協会

長野県

（社）愛知県建設業協会愛知県

（社）東京建設業協会

（社）神奈川県建設業協会神奈川県

岐阜県 （社）岐阜県建設業協会

高校生（工業・農業）
専門学校

高校生（工業高校）

（社）福島県建設業協会 高校生（建設系）

北海道 （社）北海道建設業協会

（社）岩手県建設業協会

（社）秋田県建設業協会

高校生

教師（建設系）

（社）富山建設業協会

（社）石川県建設業協会

（社）長野県建設業協会

（社）熊本県建設業協会熊本県

（社）大分県建設業協会

東京都

新潟県

秋田県

群馬県

福島県

岩手県

福井県

富山県

石川県

静岡県

山梨県

島根県

愛媛県

（社）高知県建設業協会高知県 高校生

（社）山口県建設業協会山口県

一般（社）徳島県建設業協会徳島県

山形県 （社）山形県建設業協会

茨城県

千葉県

栃木県

埼玉県

（社）島根県建設業協会

千円

事業実施経費

高校生（工業高校）

（社）山梨県建設業協会 高校生（建設系）

3,600

4,000

4,000

5,256

高校生（工業・農業）
専門学校生・大学生

（社）茨城県建設業協会

高校生（社）千葉県建設業協会

（社）栃木県建設業協会

（社）埼玉県建設業協会

高校生等（社）群馬県建設業協会

1,690 千円

千円

2,500 千円

千円

3,200

（社）福井県建設業連合会

（社）静岡県建設業協会

3,340 千円

千円

1,716 千円

1,780 千円

（社）兵庫県建設業協会

大分県

40,238 円

訓練費用/人
［参考］

2,500 千円

教師（工業高校）

10,000 千円

高校生（工業高校）

京都府 （社）京都府建設業協会 高校生

高校生
高等技術専門校生

（社）鳥取県建設業協会鳥取県

（社）奈良県建設業協会奈良県

（社）滋賀県建設業協会滋賀県

千円

高校生（建設系）

高校生

1,200

沖縄県 （社）沖縄県建設業協会 6,086 千円

千円

2,258 千円

（社）香川県建設業協会香川県 高校生（工業高校） 1,200 千円

高校生

高校生（社）長崎県建設業協会長崎県

高校生（建設系）

高校生
（社）宮崎県建設業協会宮崎県

高校生

高校生（社）愛媛県建設業協会

対象
青：生徒等 緑：資格取得を行う実習 紫：講座・座学等

赤：教師 ベージュ：職業体験・インターンシップ 白：広報イベント、その他
灰：一般 オレンジ：現場見学会等 社員向けセミナー、連絡協議会等
社員、会員、業界団体等

概要資格取得を行う実習費用内訳について

石川県建設業協会のみ実施経費内訳が記載。

・教育訓練負担金　41,000×22人=902,000　　　　　　　　　　・交通費　291,850（22人分）
・宿泊食事代　13,500×22人=297,000（参加者負担）　　　　・弁当、飲み物代　47,616
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実施団体 対象 概要

高校生（工業・農業・その他高校） ・現場見学会
児童（小2～小6）、保護者 ・現場見学会
中学生 ・体験型現場見学会
高校生（工業高校１年生） ・「建設業の魅力」講座
高校生（工業高校） ・合同就職説明会
人事担当者 採用に関する情勢と効果的な人材確保方法についての勉強会
高校生（工業高校１年生） ・就活ゼミ（建設業の魅力と役割）
中学生（２年生） ・体験型現場見学会（コンクリートブロック設置体験、計測作業体験）
小中学生（建設会社社員・発注者の家族） ・現場見学会
高校生（工業高校） ●建設業経理事務士特別研修（４級・３級）
高校生（主に工業高校２年生） ・現場見学会
高校生（土木科・建築科３年生） ●小型車両系建設機械（バックホー・ローダー）の運転操作[実日数9日間/106名]
新規採用社員 ・新卒入職者研修会（富士教育訓練センターと委託契約）

山形県 （一社）山形県建設業協会 高校生（工業・農業高校他） ・現場見学会
福島県 （一社）福島県建設業協会 高校生 ・２級（土木・建築）施工管理技術検定試験受験地へのバス費用補助
茨城県

高校生（工業高校） ・現場見学会（1年生、2年生計79名、教員）
高校生（土木科・建築科） ・インターンシップ（2年生304名）[5日間]
高校生 ・建築技術検定試験（建築科2年生）、建築製図検定試験（建築科3年生）
高校教員 ・高校教職員研修会（現場実務施工体験研修　仮設施工）
小学生、教員、保護者 ・総合学習支援活動（セミナー・現場見学会）

群馬県
埼玉県 （一社）埼玉県建設産業団体連合会 職長 ・職長等安全衛生レベルアップ講座

・現場見学会（5校・計187名）
・職業体験学習[富士教育訓練センター土木基礎技術コース/4日間・24名]
・職業体験学習[富士教育訓練センター建築基礎技術コース/4日間・27名]

小中学生（建設会社社員・発注者の家族） ・建設機械体験学習会
若手技術者・技能者 ・土木施工管理技術講習会
新入社員 ・新入社員研修会

・東京都建設系高校生作品コンペディション2011（作品展示・表彰）
・現場見学会（8校・計305名）
・職業体験学習[富士教育訓練センター土木基礎技術コース/4日間・29名]
・出張講座（「建設業の使命と総合建設業とは」）

高校生（工業高校）
教員（工業系高校）

・現場見学会（6校・597名・25ヶ所）
・現場実習（101名）
●安全衛生教育（小型移動式クレーン運転技能講習）（富士教育訓練センター）[4泊5日/39名]
・建築基礎技術（測量・仮設工事・躯体工事の実習）（富士教育訓練センター）［3泊4日・16名]
・施工管理技術検定受験への支援（テキスト・バス）
・合同企業説明会

教員 ・現場実務施工体験研修（富士教育訓練センター）8名
大学生（今年度卒業予定者） ・就職相談会
新入社員 ・新入社員研修会
若手技術者・技能者 ・フォローアップ研修

技術者・技能者
・「建設雇用改善推進の集い」・「建設業労働災害防止大会」の開催
・「私たちの主張」の募集・表彰と国内派遣研修の実施

新潟県
・現場見学会計［7校・195名］
・現場実習[丁張技術実習、電子平板測量、鉄筋結束・型枠制作実習]※学校によって異なる

高校生（工業高校） ・現場見学会（1年生、2年生計79名、教員）
●建設業経理事務士特別研修（４級[41名]・３級[22名]）
●高所作業車運転特別教育（10m未満）[40名]

教師（工業系高校） ・懇談会及び現場研修会
小学生、保護者 ・現場見学会
高校生
専門校生

・建設論文の募集・表彰

●安全衛生教育（小型移動式クレーン運転技能講習）（富士教育訓練センター）[4泊5日/30名]
・現場見学会
・インターンシップ（2年生生徒計195名）
・建設業界ガイドブックの配布

高校生 ・就職ガイダンス、就職面接会への参加
小学生、保護者 ・現場見学会
一般 ・建設産業ガイドブック等の作成
行政、会員企業技術者・技能者
高校生
新入社員 ・新入社員研修会、フォローアップ研修
研修生 ・建設業若年者入職促進・人材育成事業（コンソーシアムで研修生を雇用・OJTにて訓練）

愛知県
大学生（今年度卒業予定者） ・就職説明会、マイナビへの特設ページ設置
小学生、教員、保護者 ・現場見学会
高校生（主として会員企業内定者） ●玉掛け技能・小型移動式クレーン運転技能講習（富士教育訓練センター）[5泊6日/21名]
高校生（工業高校） ・建設業の紹介、意見交換会
工業高校生との保護者 ・建設業の紹介、意見交換会
小学生・保護者 ・イベントでの測量体験、ホイールローダー試乗
一般 ・広報（FM放送での特集）
若手技術者 ・若手技術者研修会（１泊２日）
女性技術者 ・官民合同の女性技術者意見交換会

福井県
●建設業経理事務士特別研修（４級[41名]・３級[22名]）
●安全衛生教育（小型移動式クレーン運転技能講習）（富士教育訓練センター）[4泊5日/7名]
・インターンシップ（2年生生徒計45名）

高校生（工業高校）・専門学校生 ・現場見学会
高校生（工業高校） ・現場見学会
小学生 ・現場見学会
一般 ・現場見学会
一般 ・広報誌の作成
高校生（工業高校） ・現場見学会
小中学生 ・絵画コンクール

・広報誌の発行
・夢けんせつフォトコンセプト

一般 ・滋賀県建設雇用改善推進大会
小中学生, 保護者, 市民 ・現場見学会

・現場見学会
・インターンシップ（生徒計63名）

新入社員 ・新入社員研修会
・三田建設技能研修センター[１日]
　（建設機械試乗体験、型枠施工グループ、鉄筋施工グループ）
・現場見学会［4校・合計140名］

大学生・短期大学生 ・合同就職説明会
小学生・保護者 ・親子現場見学会
新入社員 ・新入社員研修会

兵庫県

奈良県 （一社）奈良県建設業協会 高校生（工業高校）
・三田建設技能研修センター[１日・19名]
　（建設機械試乗体験、型枠施工）

和歌山県
・現場見学会[62名]
・インターンシップ[3日間]

島根県
高校生（工業高校） ・建設業界ガイドブックの配布
高校生・大学生・短大生・専門学校生他 ・就職面接会
行政・高校進路指導・業協会 ・岡山県建設雇用改善等推進委員会
高校生（工業高校） ・インターンシップ[3日間]
新入社員 ・新入社員研修会
高校生（工業高校） ●建設業経理事務士特別研修（４級[12名]）
高校生（土木科・建築科） ・現場見学会
高校生（工業・農業） ・インターンシップ[3日間]
中学生 ・バルサ材を用いたブリッジコンテスト
一般 ・ポスター製作、PR誌の配布
高校生（工業高校） ・インターンシップ[2日間]
一般 ・地元新聞への広告掲載
若年技術者 ・若年優良建設従事者会長表彰
高校生 ●建設業経理事務士特別研修（４級[70名]・３級[14名]）

・現場見学会[1日]
・現場体験セミナー[1日]

一般 ・地元新聞への広告掲載、ポスター製作・配布
・インターンシップ［4-5日間］
・現場見学会

一般・高校生 ・イベントの実施
小中学生 ・絵画コンクール
一般 ・オリジナルキャラクターによる広報活動
一般 ・テレビCM
新入社員 ・新入社員研修会

福岡県 （一社）福岡県建設業協会 一般 ・広報誌
小学生・保護者 ・現場見学会
小学生・保護者 ・親子防災教室
幼稚園・保育園 ・社会貢献活動（砂の入れ替え）
一般 ・佐賀県総合防災訓練への参加
高校生 ・現場実習[5日間・157名]
教師 ・現場実習[3日間・2名]
一般 ・テレビCM
高校生
教師
一般
一般 ・熊本県建設産業合同就職面談会
一般（未就職者） ・建設産業体験雇用事業（７社８名）
一般 ・テレビCM

・現場見学会
・インターンシップ［4日間・61名］

教師 ・企業との現場見学会・懇談会
一般 ・ラジオCM
若年技術者 ・若年優良建設従事者会長表彰

大分県
宮崎県

鹿児島県建設産業団体連合会 高校・大学・短期大学 ・鉄骨業界のPR用DVDの配布
一般 ・就職面談会
高校生（工業高校） ・桜島火山爆発防災訓練及び体験学習
高校生（工業高校）
一般（求職者）
高校 ・測量器具の贈呈
一般 ・イベントの開催
小中学生（建設会社社員・発注者の家族） ・現場見学会
会員企業社員技術者 ・試験対策講習（１級土木学科）、試験対策直前講習会（１級土木・２級土木）
会員企業技術者 ・施工パッケージ型積算方式説明会等
女性技術者 ・意見交換会

・現場見学会
・インターンシップ

小中学生 ・職業人講話

・求職者及び高校生の現場見学会

高校生

高校生

佐賀県 （一社）佐賀県建設業協会

熊本県

熊本県建設産業団体連合会

・くまもとお仕事探検フェア出展事業

岩手県 （一社）岩手県建設業協会

（一社）千葉県建設業協会千葉県

沖縄県 （一社）沖縄県建設業協会

鹿児島県

（一社）熊本県建設業協会

高校生（工業高校）

高知県 （一社）高知県建設業協会

山口県 （一社）山口県建設業協会

高校生（工業高校・定時制）

広島県 （一社）広島県建設工業協会

・静岡県建設産業の主張2012（若手建設技術者・技能者による意見発表）

高校生

愛媛県 （一社）愛媛県建設業協会

徳島県 （一社）徳島県建設業協会

香川県 （一社）香川県建設業協会

鳥取県 （一社）鳥取県建設業協会

京都府 （一社）京都府建設業協会

富山県 （一社）富山県建設業協会

長崎県 （一社）長崎県建設業協会

石川県 （一社）石川県建設業協会

岡山県 （一社）岡山県建設業協会

（一社）三重県建設業協会三重県

滋賀県

（公社）滋賀県建設産業団体連合会

（一社）滋賀県建設業協会

（一社）鹿児島県建設業協会

長野県 （一社）長野県建設業協会 高校生

大阪府 （一社）大阪建設業協会

・セミナー

山梨県 （一社）山梨県建設業協会

高校生（建設系高校）

岐阜県 （一社）岐阜県建設業協会
高校生

高校生（工業高校等）

高校生（工業高校）

高校生（工業高校）

（一社）静岡県建設業協会静岡県

高校生（工業高校）

一般

栃木県
（一社）栃木県建設業協会
栃木県建設産業団体連合会

平成26年度  建設業団体等における人材確保・育成に関する取組

高校生（建設系高校）

神奈川県 （社）神奈川県建設業協会

高校生（建設系高校）（一社）東京建設業協会東京都

北海道 （一社）北海道建設業協会

青森県 東北建設業協会連合会

宮城県 （一社）宮城県建設業協会

秋田県 （一社）秋田県建設業協会

対象
青：生徒等 緑：資格取得を行う実習 紫：講座・座学等

赤：教師 ベージュ：職業体験・インターンシップ 白：広報イベント、その他
灰：一般 オレンジ：現場見学会等 社員向けセミナー、連絡協議会等
社員、会員、業界団体等

概要
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「専⾨⼯事業の担い⼿確保・育成」
に向けた訓練体系の構築

〜関⻄鉄筋⼯業協同組合の取組について〜

地域連携ネットワークの構築及び事業の実施について

地域における若年者の⼈材確保・育成に向けた職業訓練体系の構築

関⻄鉄筋⼯業協同組合

近畿建設躯体⼯業協同組合

関⻄圧接業協同組合

関⻄地区の⼯業⾼校

関⻄地区の専⾨⾼校

３団体で連携・各種学校等と協⼒

業界の広報活動やイメージアップを図っていく

地域連携ネットワークの構築及び事業の実施について

出前講座・建設技術展など
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出前講座の開催
○実施概要
⼤阪府⽴東⼤阪⾼等職業技術専⾨校（ものづくりカレッジ）を訓練施設とし

て、⾼校⽣等を対象にした合同出前講座を開催。鉄筋、型枠、とび（⾜場）、
圧接の4職種を体験してもらった。⼆⽇間の合同出前講座では3校の約360名が
受講した。

平成27年10⽉7⽇（⽔）
① 9:00〜11:30⼤阪府⽴布施⼯科⾼校の2年⽣40名
②12:00〜14:00神⼾市⽴科学技術⾼校の2年⽣77名

平成27年10⽉9⽇（⾦）
① 9:00〜12:00修成建設専⾨学校の1年⽣など239名
②13:00〜16:00 〃（２回に分けて実施）

出 前講座の開催

私は設計志望なので現場をよく理解し、お
互いの関係が良くなるようにしていきたい。

ほとんど機械で仕事するものだと思って
いたので⼿作業の部分もあることが分
かった。

○⽣徒たちの感想

※受講後に⽣徒たちに興味を持った職種(複数可)を
挙げてもらった結果、あまり差はなかったが、圧接、
鉄筋、型枠、とび(⾜場)の順であった。

出 前講座の開催

完成した時の喜びや達成感を味わうため
にみんな必死になるんだと思った。

4つの職種についてどのような仕事をし、
何のためにしているのかなどが良くわ
かった。

これまでの建設業に対するイメージはとにかく⼒仕事でしんどいものと
思っていたが、今⽇の講座で各仕事の楽しさややりがいなどを教えてもら
いとても良い勉強になった。

⼥⼦でも圧接ができるので
あれば将来私は圧接をやり
たい。
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出前講座の開催

職⼈さんの⼿ほどきを受けながら各作業に真剣に取り組む⽣徒た
ちの表情は輝いていた。実物に触れる楽しさや建設物が残る喜び
を知る機会となったことで⽣徒たちには貴重な経験となった。

○先⽣⽅の感想
躯体⼯事を⼀連の流れの中で体験することができ、
⽣徒たちも理解が深まったと思う。

4つの職種を20分サイクルで体験したが、もう少し
時間が取れればもっと良かった。

出前講座は⽣徒や先⽣の反応もよく、⼿ごたえがある

・開催時期について学校側との調整を図る
学校⾏事等の関係で6⽉と10⽉の開催希望が多いので、昨年はアンケートを

取って開催⽇を決定した。今年も新年度早々にアンケートを実施する予定にし
ている。今後6⽉と10⽉に開催時期を固定していくことも検討する。

・マニュアル化を図る
これまでの2回の開催経験を踏まえ4職種の作業内容やタイムスケジュール

等についてマニュアル化し、限られた時間の中で効率よく講座を進めていく。

・対象の拡⼤
⾼校⽣だけでなく中学⽣や⼩学⽣まで実施対象を広げていくことを検討する。

出 前講座の開催

○今後の取組
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第2回専⾨⼯事業担い⼿確保・育成委員会

平成27年12⽉21⽇（⽉）16:30〜18:00 建団連会館・8階会議室

第2回専⾨⼯事業担い⼿確保・育成委員会

（意⾒交換の内容）
・圧接などほとんど⾒る機会がなく、今回間近で実際に⾒ることができて良かった。
・学⽣たちも躯体⼯事を⼀連の流れの中で体験することができ理解が深まったと思う。
・⾒学していた先⽣たちも出前講座の効果に驚いていた。
・従来のように１つの職種だけでなく、複数の職種を⼀連の流れとして体験することは理解も深まる
し良いことだと思う。
・出前講座の⽬的は⽣徒たちにモノづくりの楽しさを伝えることで業界に興味を持ってもらうことだ。
・合同出前講座とは別に、同じ施設を活⽤してインターンシップのような体験講習ができないだろう
か。たとえば鉄筋について座学と組⽴作業を1⽇かけて学ぶとか。
・教師が⽣徒に教えられないのが現状であり、先⽣⽅に技術指導のための講座を開くことも必要だと
思う。

（出席者）
古阪秀三京都⼤学教授をはじめ学校の教諭など15名の委員のうち13名

が出席。今回から⼤阪労働局の担当者も新たに委員として出席した。
（岩⽥理事⻑の挨拶）
従来の出前講座だけで終わるのではなく、⼤阪や兵庫、京都といった

地域単位での訓練施設を活⽤するなど、実施事業に移⾏した今後の2年間
で将来の担い⼿確保・育成につながる新たな仕組みづくりに取り組みた
い。

第2回専⾨⼯事業担い⼿確保・育成委員会

（今後の取り組み）
・訓練施設として従来の⼤阪府⽴東⼤阪⾼等職業技術専⾨校をベースに出前講座の依頼が
あれば速やかに対応できる体制にしたい。将来的には各府県の組合が主体となり京都で依
頼があれば京都の施設で、和歌⼭であれば和歌⼭の施設を活⽤し、地域が連携したネット
ワークの構築を⽬指したい。
・会員企業の新卒者を訓練施設で教育する場合、彼らの⼈件費は各企業が負担しているが、
これがネックになって新⼊社員教育ができていないので、辞める原因の⼤きな要素となっ
ている。ぜひとも国で助成⾦の検討をしていただきたい。このコンソーシアムでは様々な
ケースを想定し、試⾏錯誤を重ねて職⼈育成学校を⽬指して頑張ります。
・3団体の会員企業の新⼊社員など若⼿技能者を対象にした技能講習会等を開催し、各職種
における⼈材育成を図っていくことも検討していく。そのための委員会を⽴ち上げる予
定。

（古阪教授の総評）
若者にチャンスをどのように与えてあげるか。彼らの選択肢を増やしていろんな可能性

を与えてあげることが⼤事であり、先⽣⽅にはそのための知恵を出して協⼒してほしい。
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建設技術展への出展
平成27年10⽉28⽇・29⽇ マイドームおおさか（⼤阪市）で開催

建設技術展への出展

○国や⾼速道路会社、ゼネコン、建設
コンサルタント、メーカー、建設関係
団体など153者が出展。2⽇間で延べ1万
5000⼈が来場。

○広く⼀般の⼈たちにも業界のことを
知ってもらうために鉄筋、躯体、圧接
の3団体が連携し、鉄筋のモニュメント
をはじめ体験コーナー等も設けたブー
スを出展した。

出展者を対象にした表彰では初めて注⽬技術賞
を受賞するとともに、7年連続での受賞となった
ベストブース賞では殿堂⼊りした。

建設業務労働者就業機会確保事業
• 企業間並びに地域間における繁忙期と閑散期のギャップ（繁閑問題）を
解消する上で建設技能者の処遇改善に⼤きな効果が期待される。

• 建設業の実態に即した現実的な制度運⽤が可能かどうかについてさらに
検討を重ねる。

• 国交省が昨年12⽉に「建設労働需給調整システム及び多能⼯の活⽤によ
る専⾨⼯事業者の繁閑調整⼿法の検討」の⼀環として、専⾨⼯事業者を
対象にした⼯事実績などのアンケート調査を実施した。今後の展開に注
⽬したい。

建設業務労働者就業機会確保事業

ご清聴ありがとうございました。
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工業高校生徒を対象とした高校生体験実習について 

 

１．概要 

  ・千葉県内の県立工業高校（１年生：３校、２・３年生：４校）の生徒を対象とする。 

・富士教育訓練センターにおいて、3 泊 4 日の体験実習となっており、実際に建設現場で使用され

ている材料、機材、道具等を用いて実習を行う。（平成 27 年 8 月 18 日～21 日） 

・１年生と２・３年生でコースが分かれている。１年生は職業体験を重視しており、２・３年生は

より実践的なカリキュラムとなっている。 

  ・建設産業共同訓練協議会（１年生）、千葉県建設業協会（２・３年生）が訓練費用を助成してお

り、生徒は交通費実費負担（¥6,000）である。 

  ・朝礼等は他の訓練生と合同で行い、挨拶、体験報告、KY 活動等は訓練コースと同様の内容で実

施される。 

  ・就業体験として各学校長の判断により単位認定（体験実習、日報作成等を含む）している学校も

ある。 

 ２．１年生対象のカリキュラム 

  ・９人を１グループとして、各工種につき４時間の体験を行う。※測量のみ 8 時間 

  ・希望者のみの参加である（東総工業は 1 年生の半数以上（23 名）が参加） 

  ・各体験共に学科＋実習で構成されている。 

  ・鉄筋組立は２級技能士試験実技のベース＋柱（＋フープ筋）、材料は加工済みの鉄筋を用いる。 

  ・資材、機材、道具等は貸し出し。（ヘルメット・作業服以外） 

ガス圧接 鉄筋組立（3人 1組） 

 

建設機械 測量（3人 1組） 
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３．２・３年生対象のカリキュラム 

  ・希望者のみの参加で、8～10 人で 1 グループ、計 3 グループで実習を行う。 

  ・鉄筋・型枠施工実習となっており、図面に従って簡略化された実習用ユニットの鉄筋の組立・型

枠の組立・締め付けまでを行う。鉄筋、型枠共にユニット化されており、加工済みの資材を用い

る。鉄筋は脚部ユニットに、柱筋とフープ筋を結束して組み立て、型枠はセパ穴加工済みの型枠

を用いて組み立てる。（鉄筋組立：半日、型枠組立・解体（鉄筋含む）・清掃：１日） 

  ・資材、機材、道具等は貸し出し。（ヘルメット・作業服以外）一部の生徒は専門工事業への就職

を希望しており、自前の道具等を持っている生徒もいる。 

KY 活動＋座学 鉄筋組立 

 
柱型枠 梁型枠（鉄筋なし） 

締め付け 完成（上部より） 

  ※見学日：平成 27 年 8月 19 日      
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４．その他 

・学校側の実習内容への要望等を富士教育訓練センターがカリキュラムとしてまとめる。 

・支援を行う協会側からの要望として、入職につながりにくい部分が指摘されているが、一方で会員

企業から求人票が出てこない状況もある。 

 ・学校側からは希望者が参加しており、進学希望の生徒もいることから直接的な成果につながりにく

い側面もある。 

 ・総合建設業だけではなく、専門工事業への就職につながっている部分もある。 

 ・現在は富士教育訓練センターでの３泊４日（1440 分）と事前レクチャー、体験報告書作成を合わ

せて１単位（1750 分）が、富士教育訓練センターでの日報作成等の時間を確保し、富士教育訓練

センターで完結できる仕組みとしたい意向がある。 
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建築系大学生を対象とした建築施工管理実習について 

１．概要 

  ・建築系の学科で学ぶ大学生（１～４年生）を対象とする。学生は東洋大学、芝浦工業大学、もの

つくり大学等より参加しているとのことであった。 

・富士教育訓練センターにおいて、第一回は平成 27 年 8 月 31 日～9 月 4 日、第二回は平成 27 年

9 月 14 日～18 日の 4 泊 5 日の体験実習となっており、同じプログラム（順序は異なる）で実施

される。体験実習は毎年カリキュラムを一部変更して実施されており、実際に建設現場で使用さ

れている材料、機材、道具等を用いて行う。 

・第一回プログラムは１～２年生中心、第二回プログラムは３～４年生中心となっている。 

  ・参加費用は¥26,000/人となっている。 

  ・朝礼等は他の訓練生と合同で行い、挨拶、体験報告、KY 活動等は訓練コースと同様の内容で実

施される。 

  ・単位認定している大学もある。（東洋大学：２単位） 

  

２．カリキュラムの概要 

  ・各体験は座学＋実習で構成されている。座学は教室で実施する場合と実習場で集合して説明する

場合がある。 

  ・参加学生全員（第二回は 20 名）で同じカリキュラムで実習を行う。 

  ・資材、機材、道具等は富士教育訓練センターより貸し出し。 

  ●リニューアル工事 

コア抜き 打診棒・クラックスケールによる劣化診断 

  

  ●内装工事（３人～４人組） 

実習の進め方・道具の使い方の説明 下地組・内装材（石こうボード）の作業実習 
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●木造実習（6帖平屋建て木造軸組ユニット） 

木造実習座学 材料の説明 

  

枠組足場の組立 土台敷き 

  

桁掛け 棟上げ 

  

  ※見学日：平成 27 年 9月 15 日      
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６．平成 27 年度 厚生労働省 建設労働者緊急育成支援事業の実施状況 

 

 〇建設労働者緊急育成支援事業の概要 

  ・募集要項等（ホームページより） 

 

    〇建設労働者緊急育成支援事業 

 1）（一財）建設業振興基金（中央拠点） 

  ・仕上系技能者内装コース 

  ・重機オペレーターコース 

 2）（一社）兵庫県建設業協会／建設産業専門団体近畿地区連合会 

  ・躯体系技能者（型枠・鉄筋・とび土工）コース 

 3）（一社）沖縄産業開発青年協会 

  ・躯体系技能者（型枠・鉄筋・足場）コース 

 4）建設産業専門団体関東地区連合会内、 

及び（一社）日本基礎建設協会／（一社）日本機械土工協会内 

       ・建設機械オペレーターコース 

       ・躯体系技能者（とび土工）コース 

      5）長崎県建設産業団体連合会 

       ・躯体系技能者（鉄筋）コース 

 



建設業で働くために必要な基礎知識・技能や資格の取得、就
職するまでを、業界が一体となってしっかりバックアップ！

建設業で働いてみたいという離転職者、新卒者、未就職卒業
者等を対象に、全国各地で職業訓練を実施し建設業に従事す
るために必要な各種資格の取得、技能修得に取り組んでいた
だき、地元の建設業への就職に結びつけます。

HOME > この事業について

全国17カ所でそれぞれ募集を行います。
各地の訓練内容、場所等は順次ホームページ・パンフレット等で公表していきます。

対象者 離転職者、新卒者、未就職卒業者、定時制高校の生徒等
※全日制（高校、大学、専門学校等）の在校生は対象外
ただし平成28年3月に卒業された方、または、平成29年3月に卒業される方が卒業後に参加することは可能
※原則、年齢制限なし

受講場所 全国各地の職業訓練施設等 ※受講方法は通学方式と合宿方式があります。合宿方式の場合、宿泊場所は用意します（無料）。

募集人員 1,000名（平成28年度）

募集期間 平成28年4月頃より順次募集

訓練期間 0.5ヵ月程度～3ヵ月間（各コースにより期間は異なります）

訓練費用 無料（職業訓練費用、資格取得費、合宿方式の場合の宿泊費・往復旅費等） ※ただし食事代は自己負担

資格取得
講習（例）

車両系建設機械運転技能講習（整地・運搬・積込・掘削）、
小型移動式クレーン技能講習、玉掛け技能講習、足場の組立て等特別教育

選考方法 建設業への就職意欲等を確認の上、選考

応募方法 インターネット申込、申込書をFAXまたは郵送
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建設業に従事するうえで必要となる基礎技能（座学・実習）と資格取得のための技能講習等を受講
してもらいます。※全国各地でいろいろな職業訓練コースをご用意します。

職種の紹介 仕事の流れ 安全衛生 型枠実習 鉄筋実習 足場組立て 土木施工
測量基礎 その他

車両系建設機械運転技能講習（整地・運搬・積込・掘削） 小型移動式クレーン技能講習
玉掛け技能講習 足場の組立て等特別教育 その他

ブルドーザ、油圧ショベル（パワーショベル）、ホイールローダ等を実際に操作するための講習です。
建設現場で機体重量が３トン以上の車両系建設機械を扱うには、この技能講習の資格が必要です。

小型移動式クレーンとは、つり上げ荷重１トン以上５トン未満の移動式クレーンをいいます。小型移動
式クレーン運転の業務は、移動式クレーン運転士免許を取得している者か、小型移動式クレーン技能講
習修了者でなければ従事できません。建設現場で重量物を運搬、移動させる為に重要な資格です。

現場で資材の運搬や移動、積み込みをする際に、ワイヤーロープ等で荷物をクレーンなどのフックに掛
ける作業を玉掛けと呼びます。クレーン等のつり上げ荷重１トン以上の装置で、建設資材などの玉掛け
作業をする場合に「玉掛け技能講習」を修了することが必要です。

建設現場の高所作業に必要な足場の組立て、解体又は足場の変更に係る作業に従事する方は、講習の受
講が義務付けられています。高所作業でも、しっかりとした講習と訓練を受けることで、安全な作業が
できるようになります。

受講者の方には、就職相談、面接指導、求人情報の提供、企業への求職者情報の提供
等により、職業紹介の専門家が訓練開始から修了時まで段階的にきめ細やかな就職支
援を行ってまいります。

注意事項 1. 資格取得講習のみの受講はできません。
2. 講習期間中の遅刻・早退は原則認めません。
3. 受講中に迷惑・危険行為を行う者、また講師の指示に従わない者は参加することができません。
4. 求職者・求人者のそれぞれの条件により、就職に至らないこともあります。

例えば、建設業で必要となる下記のような講習等を受講していただきます。職業訓練プログラムの内容によって、
取得できる資格は異なります。
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建設労働者確保育成⽀援事業(未就業者)
〜技能⼯『鉄筋⼯』養成講座 〜

養成講座 実施概要

第⼀期： 平成27年11⽉16⽇(⽉) 〜
(3名)  平成28年1⽉15⽇(⾦)
第⼆期： 平成28年2⽉1⽇(⽉) 〜
(6名)  平成28年3⽉31⽇(⽊)

1.鉄筋加⼯・組⽴ 実技研修・現場研修

2.⼤型構造物 現場研修
諫早外環状線(⼤型函渠)
九州新幹線(⾼架橋)
⻑崎県県庁舎(⾏政棟) 等

3.座学研修(3科⽬)
安全研修、CAD研修、
『⻑崎県の⼟⽊⾏政について』

4.材料試験(引張り・曲げ)研修

5.その他(技能講習、加⼯場体験等)

7

実施フロー

実技訓練を主体に基礎技術訓練、安全、免許講習など

① 教育者確保養成

② カリキュラム作成

③ 教科書作成

④ 会場確保

⑤ 教材・機材調達

⑥ 人材募集

⑦ 教育訓練

⑧ 就職斡旋

現役１級技能⼠９名（富⼠センターで教育者養成１名）

⻑崎県建設技術研究センター

加⼯機械等：リース、鉄筋・⼯具：購⼊

ハローワーク紹介（チラシ等）、テレビＣＭ、新聞広告

講義、実技、免許講習、現場実習など２ヶ⽉間

訓練終了後就職斡旋

２級技能検定、出前研修、新⼈研修のテキスト

建設労働者確保育成⽀援事業(未就業者)
〜技能⼯『鉄筋⼯』養成講座 〜

8
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鉄筋⼯養成講座：鉄筋組⽴ 実技研修・現場研修

9

鉄筋⼯養成講座：建設現場研修

≪諫早外環状線(大型函渠) 現場≫ ≪長崎県県庁舎(行政棟)現場≫

≪九州新幹線(高架橋)現場≫ 10
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鉄筋⼯養成講座：座学研修(安全・CAD・⼟⽊講話)

≪CAD研修≫≪安全研修≫

≪土木講話：長崎県の土木行政について≫ 11
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７．プレ入職を対象とした教材開発及び体験実習カリキュラム（試案） 

 

 〇建設現場で働くための基礎知識（仮称） 

 

    〇建築躯体系職種体験実習カリキュラム（試案） 

      ・カリキュラム概要 

      ・カリキュラム日程 

      ・実習用モデル（案） 
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躯体系職種体験実習用モデル（案１ 修正版） 

・躯体系職種体験実習カリキュラム（試案）の中で使用する実習用モデルを想定し、検討・修正を行っ

た。 

・実習用モデルを用い、3日目：仮設工事（8時間）、4日目：鉄筋工事（8時間）、5日目：型枠工事（8

時間）での実習を想定する。また、解体は6日目（2.5時間）に実施する。 

・ＲＣ造の柱、壁のＬ字型の構成とする。 

・Ｌ字型の各面で、鉄筋はシングル・ダブル配筋、仮設は単管・枠組み足場で分けても良い。 

・型枠パネルはなるべく定尺サイズとする。パネルの一部は実習の中で加工しても良い。 

 

 

 

鉄筋・型枠実習教材イメージ 

足場実習教材イメージ 
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平成 27 年度 建設産業担い手確保・育成コンソーシアム 
プログラム・教材等ワーキンググループ報告書 
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